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900号発刊にあたり

本誌編集委員長
岸　和博

　セメント・コンクリート誌はこの2月号をもって発刊900号を迎えました。900号発刊に当たって，
編集委員長として，ご挨拶を申し上げます。
　まずは，これまでの間，本誌を支えて下さった読者の皆さん，編集関係の皆さんに感謝申し上げます。
　本誌は1947年に当時の日本セメント技術協会から創刊・発行され，わが国のセメント・コンクリート
に関する技術，その利用技術に関する情報を皆様にご提供することでセメント・セメント系固化材ある
いはコンクリートの技術力の向上，これらの普及拡大に貢献してまいりました。
　セメントが本格的に生産されてから約140年。この間，人の命と社会を守るインフラ整備の基礎材料
という使命を果たし続け，同時に社会情勢への迅速な対応やニーズを先取りした様々な技術革新が
行われてきました。本誌にもその時代の情勢が反映されています。700号，800号を振り返ってみますと
700号（2005年6月）では「セメント・コンクリート技術－その展開と挑戦」として，製品の性能，耐久性，
施工技術等の技術向上，循環型社会を支えるリサイクル技術向上へ取組むという，需要減少の中で
取組む方向性について特集されています。800号（2013年10月）は「国土強靭化に挑む－セメント・コン
クリートが貢献できること」という特集です。2011年3月の東日本大震災で再認識されたセメント・
コンクリートの価値をさらに向上させる取組み記事です。また，土木建設業界で活躍する女性技術者の
インタビュー記事や寄稿が掲載されています。建設会社の女性を主人公とした「ドボジョ！」という
タイトルの漫画が話題になった時でもあります。
　今回の900号は「カーボンニュートラルとセメントのこれから」というテーマで特集を組みました。
「2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする，2050年カーボンニュートラルの実現を
目指す」，「2030年度の温室効果ガスの削減目標を2013年度比で46％減を目指す」ことが宣言されました。
セメント産業は省エネルギーを通じてエネルギー由来のCO 2削減を強力に進めてきましたが，セメント
製造におけるCO 2排出量の約60％を占める主原料の石灰石からのCO 2をも含めた削減に取組む必要が
あります。約140年間にわたって担ってきた役割に加え，持続可能な産業・材料とすべくカーボンニュー
トラルへの取組みを加速・実現しなければなりません。セメントメーカーに限らず，セメント・コンク
リートに携わるすべての人々が一体となって英知を結集して解決すべき課題と思います。既に着手して
いる様々な取組みを見ると，新たな排出を抑えるだけでなく過去の排出分を回収できる，すなわち
ニュートラルを越えたマイナスへの可能性をも含んでいると感じます。
　今回は，セメント業界，セメント各社に加え，ゼネコン，材料メーカー等のユーザーサイドのカーボン
ニュートラルへの取組みをご紹介するとともに連載記事として継続掲載することとしました。従来の
読者の皆様に加え，将来の脱炭素社会構築を担う若手技術者・学生の皆さんにも興味を持っていただ
ける誌面を目指してまいります。1000号は今回の900号からの取組みの総括と2050年度の最終目標に
向けた明るく力強い記事で埋まっていることと思います。本号がそのスタートラインとなることを祈念
しています。

［三菱マテリアル㈱　上級顧問］

セメント・コンクリート　No. 900, Feb. 2022 3
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから

野口 �貴文 
by NOGUCHI Takafumi

カーボンニュートラルの時代に向けて
／セメントへの期待 

Toward the carbon-neutral era - Expectations for cement 

巻頭論説
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　コンクリートの主要材料であるポルトランドセメ

ントが1824年に開発されて以来，人類社会の近代

化・経済成長に伴って，コンクリートは土木構造物

や建築物を構築するのに必要不可欠な建設材料とし

て，図1に示すように，膨大な量のセメントが生産

3000 300 

2000 200 

1000 100 

0

され利用され続けてきた。20世紀以降におけるセ 
1900 1920 1940 1960 1980 2000 2020

メントの累計生産量は，世界全体で約1,100億t（日 図1　世界全体でのセメント生産量の履歴1）

本：約40億t）であり2），コンクリート構造物の蓄積

図2　各国の二酸化炭素排出量5）

中国
28.4％

アメリカ
17.4％

インド
6.9％

ロシア
4.7％

その他
28.3％

フランス
0.9％
イタリア
0.9％

オーストラリア
1.1％
ブラジル
1.2％

1.6％

メキシコ
1.3％

出典） EDMCエネルギー・経済統計要覧

インドネシア

カナダ
1.7％
韓国
1.8％
ドイツ

イギリス
1.1％

2018年

3.2％
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二酸化炭素排出量

世界の排出量合計
（国別排出割合）

約335億t
2021年版

日本

0 

量は，世界全体で8,400億t（日本：約300億t）を超え

るものと推計される。一方，セメントの生産によっ

て，大量の二酸化炭素が大気中に放出されてきてお

り，その累積量は世界全体で約850億t（日本：約30

億t）を上回ると考えられ，地球に存在する二酸化炭

素28,000億t3）の約3%を占めている。また，最近のセ

メント生産による年間の二酸化炭素排出量は，世界

全体で約28億tであり，世界全体の総排出量の約8%

を占めており4），セメント産業を一国と考えれば，

図2に示すように，中国，米国に次ぐ世界第3位の

排出国となる。さらに今後も，発展途上国を中心に

社会資本整備が継続するとすれば，図3に示すよう

に，2050年における世界全体でのセメントの生産量

のぐち　たかふみ
東京大学　大学院工学系研究科　教授　博士（工学）

2.1％

は，現在の1.2倍程度に増加することが予想されて

いる6）。なお，2021年8月に公表されたIPCC第6次評

価報告書・第1作業部会報告書において，セメント

生産時に排出される脱炭酸起源のCO 2の半分がコン

クリートの炭酸化によって吸収されることが初めて

4� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 
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2．CO2に関わる世界の目標

　国連環境開発会議（地球サミット）がリオデジャネ

イロで開催され「気候変動枠組条約」が締結された

のは1992年6月，今から約30年前のことである。そ

の後，「気候変動枠組条約」に基づき，1997年12月

には，COP3（第3回気候変動枠組条約締約国会議）

において，2020年までの地球温暖化対策の目標と具
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体的なルール（先進国に課された義務）を定めた「京

都議定書」が採択され，2015年12月には，COP21

において，全参加国に2020年以降の温室効果ガスの

排出削減目標の提出が義務付けられた「パリ協定」

が採択された。パリ協定には，工業化以前からの気

温上昇量を2℃より十分低く抑えること（1.5℃以下

に抑える努力をすること），そのために21世紀後半

に温室効果ガスの排出量と吸収量のバランスをとる

こと（実質的排出量をゼロとすること）が長期目標と

して掲げられた。そして，2021年11月，COP26に

おける公式合意文書「グラスゴー気候合意」には

1.5℃目標が明記された。図4に示すように，毎年，

海洋・森林・土壌などの自然による吸収量の2倍を

超える335億t8）以上のCO 2が人為的活動によって排

出されており，カーボンニュートラルを実現するた

めには，人為的活動によるCO 2排出量を自然による

実質的な吸収量（「自然による吸収量」－「自然から

の排出量」）以下にしなければならない。すなわち，

1750 1800 1850 1900 1950 2000

図4　世界全体のCO2排出量・吸収量の推移
［文献8）を修正，PgC：炭素換算で1015g］

大気中に滞留するCO 2量（1年間に161.6億t9））をゼロ

にしなければならない。

3．CO2に関わる日本の目標

　2020年10月における菅義偉首相（当時）の所信表明

演説において，2050年カーボンニュートラル化が宣

言された後，2021年4月，気候変動サミット直前の

地球温暖化対策推進本部の会合で，2030年までに

2013年度比46%減とする温室効果ガスの削減目標が

示された。それらに対応して，2021年6月に閣議決

定された「成長戦略実行計画」で，2兆円基金によ

り10年間，カーボンニュートラルに向けた革新的イ

ノベーションを継続すること，カーボンリサイクル

技術の国内実装・グローバル展開を目指すこと，カー

ボンプライシング・ESG金融を促進することなどが
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表1　セメント分野におけるカーボンニュートラル化の方策

① 省電力

■セメント製造における効率的な粉
砕・分級・冷却設備の導入

■セメント製造時の排ガスの廃熱を利
用した発電の実施 

② 電源の脱炭素化

■セメント製造における再生可能エネ
ルギー（太陽光発電・風力発電・地
熱発電・水力発電・バイオマス発電
など）の利用 

③ 電化 ■該当技術なし 

④ エネルギー・資源転換

■セメント製造における廃棄物・副産
物の代替エネルギー源・石灰石代替
原料としての利用

■クリンカーの太陽光焼成技術の開発 

⑤ 省エネ・省資源 ■低温焼成クリンカーの開発
■混合セメントの製造 

⑥

CCS・CCUS
（炭素回収・貯留，炭
素回収・有効利用・貯
留）

■セメント製造時の排ガスからの CO 2
回収技術の開発および回収 CO 2の利
用・固定化

■コンクリート廃棄物等から製造した
人造炭酸カルシウムの石灰石代替原
料としての利用 

■CO2と反応して硬化するセメントの
開発

⑥CCS，CCUS

図5　社会全体でのカーボンニュートラル化の方策
［文献10）を基に作成］

謳われた。また，2021年10月に閣議決定された「地

球温暖化対策計画」では，脱炭素に必要な循環経済

（サーキュラーエコノミー）へと戦略的に移行する

こと，経済的に利用可能な最善の技術（BAT：Best 

Available Technology）を最大限導入すること，セ

メント製造プロセスの省エネルギー化，混合セメン

トの利用拡大，およびCO₂吸収型コンクリートの公

共調達による販路拡大を図ることなどが謳われた。

カーボンニュートラル宣言からすでに1.25年が過ぎ

去り，2030年までの10年間の1/8が経過したことに

なるが，果たして目標は達成できるであろうか。

4．CO2に関わるセメント分野への期待

　以上のような気候変動・地球温暖化・CO 2排出に

関する国内外における過去の履歴，現在の動向，未

来の方向性を踏まえると，2050年カーボンニュート

ラルに向けて，セメント・コンクリート分野に対し

ては，不安と期待が入り混じった微妙な感覚を覚え

るのではないかと思う。なぜならば，石灰石を原料

として1450℃という高温焼成で大量に生産されてき

たポルトランドセメントを主製品とするセメント業

界では，カーボンニュートラル化そのものが，従来 

6� 

の生産体系を破壊しかねない挑戦的過ぎる目標であ

るからであり，一方で，世界で最も大量に生産され

ている人工物（コンクリート）の主要材料であるセメ

ントがカーボンニュートラルになれば，セメント業

界には持続的発展が約束されるからである。

　さて，社会全体でカーボンニュートラル化を実現

するためには，図5に示す6つの方策全てが実行さ

れなければならないが，セメント分野に6つの方策

を当てはめてみると，表1のようになる。このうち，

①省電力については，これまでだけでなく現在もセ

メント製造における原料工程・焼成工程・仕上工程

それぞれにおいてさまざまな省電力技術の導入が進

められており11），また，廃熱発電もすでに各工場で

実施されているため，よりいっそうの大幅な省電力

化は困難であると考えられる。②電源の脱炭素化に

ついては，セメント各社で導入が進められている

が，むしろ社会全体（特に，電力各社）での取組みに

負うところが大きい。④エネルギー・資源転換のう

ちのセメント製造における廃棄物・副産物の代替エ

ネルギー源・石灰石代替原料としての利用について

は，すでにさまざまな可燃性の廃棄物・副産物が代

替エネルギー源として大量に利用されている12）。一

方，クリンカーの太陽光焼成は，海外で実験的に試
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図6　低温焼成クリンカーの例
［文献6）を修正］

みられているが，大量生産という課題が残されてい

る13）。⑤省エネ・省資源のうちの混合セメントの製

造については，ポルトランドセメントの半分以上を

高炉スラグ微粉末・フライアッシュ等の副産物や焼

成粘土，石灰石微粉末などに置換したセメントがす

でに開発・実用化されており14～16），ポルトランド

セメントを全く含まない結合材（ジオポリマーなど）

を用いたコンクリートもすでに開発・実用化されて

いる17，18）。一方，低温焼成クリンカーは，図6に示

すように，カルシウムサルフォアルミネートセメン

トやケイ酸カルシウムセメントなどのセメントが開

発され，一部実用化されている6）。

　しかしながら，セメント分野でも，社会全体およ

び他分野と同様に，①～⑤の方策だけではカーボン

ニュートラルの達成が困難であることは明らかであ

り，CCS（炭素回収・貯留）技術およびCCUS（炭素

回収・有効利用・貯留）技術が必要となる。CCS技

術としては，セメント製造時の排ガスからのCO 2回

収があるが，回収したCO 2量をインベントリから公

式に控除するためには，回収したCO 2が有効に利用

され，かつ長期的に安定して固定化された状態を継

続できる必要があり，有効利用・固定化技術と合体

させた取組みが求められる。一方，CCUS技術とし

ては，セメント製造時の排ガスから回収したCO 2と

コンクリート廃棄物等に含まれるCaを基に製造し

た人造炭酸カルシウムをセメント製造における石灰

石代替原料として利用する技術が考えられ，現在，

NEDO事業の一環としてセメント各社で研究開発が

実施されており19），その実用化が期待される。

　同様の技術として，人造炭酸カルシウムを混和材

または骨材として用いる技術が国内外で開発・実用

化されているが20～24），これらは，コンクリートと

しては，セメントの製造で発生するCO 2を別のCO 2

を吸収する材料を用いて相殺する形となるため，内

的カーボンオフセットとも言えるものである。いず

れにしても，CO 2をCaまたはMgと接触させて，化

学的に安定なCaCO 3やMgCO 3に変換するといった

炭酸塩化技術は，必要エネルギーも少なく，利用さ

れたCO 2は固定化されて外部に漏れ出す恐れもない

ため，セメント分野における最も有効なCCUS技術

であると言える。オフセット的な技術ではなく，セ

メント自体による直接的なCO 2有効利用技術として

は，炭酸化養生25），およびCO 2と反応して硬化する

セメント26，27）がある。炭酸化養生では，養生条件・

工程の最適化，および中性化による鉄筋腐食への

影響について，検討の余地が残されている。一方， 

CO2と反応して硬化するセメントの鉱物は，γ相

ビーライト（γ-C 2S），ウォラストナイト（CS）また

はランキナイト（C 3S2）であるが，これらの利用は現

在のところ工場製品に限られており，生コンクリー

ト用材料としての利用に向けた技術開発が期待され

ている。
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図7　セメント分野のCCUSにおける資源循環

　また，Caを含む再生骨材とCO 2のみを原料とし，

炭酸カルシウムを再生骨材間に析出させて結合・硬

化させる炭酸カルシウムコンクリート（CCC）の研

究開発が，ムーンショット型研究開発「C 4S研究開

発プロジェクト」として進められている28）。

　さて，地球の形成と人類社会の発展とを時間的に

比較すると，石灰石は，永久に存在する資源とは言

えず，いつか枯渇する日が訪れる。セメントを生

産し続ける限り，CO 2の排出は宿命であり，その有

効利用・貯留はセメント分野に課された使命であ

る。つまり，我々がコンクリートを必要とする限り，

CaとCO 2はともにバランスした状態で循環させる必

要がある。すなわち，図7に示すように，（a）ポル

トランドセメントを製造しCO 2をセメント生産段階

で利用，（b）CO 2と反応して硬化するセメントを製

造，（c）CO 2から製造した炭酸塩をコンクリート用

材料として利用，（d）CO 2の炭酸塩化による結合を

利用，という4つの方策がカーボンニュートラルの

鍵となる。いずれにしても，セメント分野は，CO 2

排出者のままであるのか，それとも回収・利用者側

にまわるのかが今問われている。グリーンカーボン，

ブルーカーボンに次ぐ，第3のCO 2吸収源「ホワイ

トカーボン」として社会に認知されるよう，一丸と

なった取組みが必要である。
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2022年度 第1回 鉄筋コンクリート構造物の非破壊試験部門
「極限劣化構造物の保存とアーカイブス化のための非破壊検査技術とは？」ミニシンポジウム

　表題の極限劣化構造物は端島（軍艦島）構造物群を意味します。右写真のように，1916年に竣工

された30号棟は崩落の進行が著しい状況にあります。このような極限劣化構造物は保存できるの

か，撤去せざるを得ないのか，または他の手法があるのか，そこにはこの分野の技術の貢献できる

解は未だに無いかも知れません。

　この度，端島にて，オンラインにて，この島の構造物群の保存に向けた現状と今後の課題に対

する情報共有のためのシンポジウムを企画させていただくこととなりました。最先端の研究の紹介

とともに，島内の実況中継を兼ねた内容となっています。

　非破壊検査協会の主催ということで，この壮大なテーマの窓口は非破壊試験を通したものとなり

ますが，今後多角的な的な視点で「極限劣化構造物の保存とアーカイブス化」を議論する起点に

なれば幸いと存じます。奮ってのご参加をお待ちしています。

注）このミニシンポジウムでの受信映像や発表資料の保存（画面キャプチャを含む），録音，再配布は
原則禁止です。必要な場合は，事前に発表者，ならびに主催者に許可を得てください。

日　　　　　時：　2022年4月25日（月）　13時00分～16時20分

開　催　方　法：　Zoomを利用したオンライン講演会（Zoomの使用方法等については参加申込を頂いた方にご案内いたします）

参　　加　　費：　（一社）日本非破壊検査協会　鉄筋コンクリート構造物の非破壊試験部門登録団体会員および個人会員
学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　料

　　　　　　　　　上記以外の方　1,000円

定　　　　　員：　120名「オンライン開催（運営のため，幹事数名のみ現地から参加）」

参加申込締切日：　2022年4月11日（月）

申　込　方　法：　協会ホームページ（https://sciences.jsndi.jp/rebar）からお申し込み下さい。 　　　

問い合わせ先：　（一社）日本非破壊検査協会 学術課　蒲生
　　　　　　　　　TEL （03）5609-4015，FAX （03）5609-4061，E-mail：gamou@jsndi.or.jp

プログラム案：　開会挨拶　東京理科大学　今本啓一
　　　　　 講演1：長崎市役所　濵本和彦「国史跡端島炭坑跡の整備基本計画」
　　　　　 講演2：芝浦工業大学　濱崎仁「歴史的構造物のための非破壊試験」
　　　　　 講演3：建築研究所構造研究グループ　向井智久
　　　　　　　　　　　　　「30号棟を対象としたGNSSによる長期計測と損壊後の3Dスキャンから見えてきたこと」
　　　　　 島内実況中継視察
　　　　　 閉会挨拶　日本大学　湯浅昇 
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セメント産業のカーボンニュートラルに向けた取り組みをめぐる国の動向

はじめに

　セメント産業のカーボンニュートラルの実現に向

け，会員会社では各種の技術開発が進められている。

本稿では，当業界のカーボンニュートラルに向けた

取組みに関し，パリ協定以降の国の政策動向との関

連性について紹介する。

1．パリ協定を受けての脱炭素社会に向けた動向

　2015年12月に第21回国連気候変動枠組条約締約国

会議（COP21）で採択されたパリ協定では，「産業革命

以降の全世界の平均気温上昇を2℃未満，可能であれ

ば1.5℃に抑えることを目標として掲げ，各国に削減

目標の提出・更新」を義務づけた。さらに，長期的な

気温目標を達成するためには，「今世紀後半に温室効

果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源による

除去量との間の均衡を達成すること（以下，カーボン

ニュートラルと称す）を目指すこと等」を言及した。

　2016年5月に閣議決定された地球温暖化対策計画

では，「長期的目標として2050年までに80％の温室

効果ガスの排出削減を目指す」こととされ，また，

パリ協定に基づき各国政府は2050年を目標とした長

期行動計画の策定を求められた。こうした動きを受

けて，経団連から「長期ビジョン」策定についての

提言があり，セメント協会は「脱炭素社会を目指す

セメント産業の長期ビジョン」を策定した（図1）。

　一方，2019年6月に閣議決定された「パリ協定に

基づく成長戦略としての長期戦略」ではパリ協定の

長期目標の実現に向け大胆に施策に取り組むとし，

わが国が強みを有するエネルギー・環境分野におい

て革新的なイノベーションを創出し，社会実装可能

なコストを実現，これを世界に広めていくために，

「革新的環境イノベーション戦略」（https://www8.

cao.go.jp/cstp/siryo/haihui048/siryo6-2.pdf）を策定

し，温室効果ガスの国内での大幅削減とともに，世界

全体での排出削減に最大限貢献することを目指した。

　その戦略のイノベーション・アクションプラン

の一つとして，「CO₂を原料とするセメント製造プ

ロセスの確立／CO₂吸収型コンクリートの開発 他」

が取り上げられ，脱炭素社会の実現に向けた当業界

の貢献すべき分野が明確にされ，会員会社でも積極

1. 本ビジョン策定経緯および狙い
　 セメント産業は，これまで，主として省エネルギーを通じて，エネルギー由来の二酸化炭素排出削減に努めてきた。わが国の「長期戦略」は，
2050年までに80％の温室効果ガスを削減する長期目標を設定するとともに，最終到達点として「脱炭素社会※」の実現を目指している。本ビジョ
ンは，セメント産業が，この長期戦略の実現に貢献するため，2050年，更には，その先という不確実な将来を展望し，現時点において，目指す
べき方向性を示すビジョンである。
※今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源による除去量との間の均衡（世界全体でのカーボンニュートラル）を達成すること

2. 広義の国内需要量
　 2050年における広義の国内需要量（セメントの官需，民需，セメント系固化材）は3,400万t～4,200万t程度と予測されるが，生産量は，輸出と
輸入が加わるため，更に幅をもって捉えるべきである。

3. セメント産業の果たすべき役割
　 広義の国内需要量の減少が予測されているが，セメント産業は将来的にも次のような役割を果たしていく。
［基礎素材の供給者］，［循環型社会形成への貢献］，［地域経済への貢献］，［災害廃棄物処理への貢献］

4. 目指すべき対策の方向と克服すべき課題
　 目指すべき対策の多くは，克服すべき困難な課題を抱えており，その実現には「非連続なイノベーション」が不可欠であるとともに，建設業界
をはじめとしたステークホルダーの理解と協力が必要である。
　 ・ クリンカー比率の低減
　 ・ 投入原料の低炭素化
　 ・ 省エネルギーの推進
　 ・ 鉱化剤使用等による焼成温度低減
　 ・ 使用エネルギーの低炭素化
　 ・ 低炭素型新材料の開発
　 ・ 二酸化炭素回収・利用・貯留（CCUS）への取り組み
　 ・ 供用中の構造物及び解体コンクリートによる二酸化炭素の固定（吸収）
　 ・ コンクリート舗装の推進による重量車の燃費向上に伴う二酸化炭素低減

図1　脱炭素社会を目指すセメント産業の長期ビジョン（概要版）／2020年3月26日 

10� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 
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的に技術開発がすすめられている。表1に会員会社

の取り組み事例を示す。

2．�カーボンニュートラル宣言と2050年カーボ

ンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

　「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」

（2019年6月閣議決定）を受けて，わが国は2030年の削

減目標の見直しと2050年を目標とした長期行動計画

の策定に着手していく中，2020年10月，菅総理大臣（当

時）は所信表明演説において，わが国が2050年にカー

ボンニュートラルを目指すことを宣言し，同年12月には

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」（以下，グリーン成長戦略と略）が閣議決定された。

その後，同戦略は目標や対策の更なる深掘りが行わ

れ，2021年6月に改訂版として閣議決定されている。

　グリーン成長戦略では，産業政策・エネルギー政策

の両面から，成長が期待される14の重要分野について

表1　会員会社のカーボンニュートラルに向けた
技術開発の取り組み事例
開発技術 実施企業，大学等

炭素循環型セメント製造プロセ
ス技術開発 太平洋セメント（株）

カルシウム含有廃棄物からCa抽
出及びCO2鉱物固定化技術

住友大阪セメント（株），山口大
学，九州大学

廃コンクリートなど産業廃棄物
中のカルシウム等を用いた加速
炭酸塩化プロセスの研究開発

宇部興産（株），出光興産（株），
日揮ホールディングス（株），日
揮（株），成蹊大学，東北大学

セメント排ガスからのCO2分離・
回収とメタネーションによる
カーボンニュートラル熱エネル
ギー活用システムの開発

三菱マテリアル（株）

微細ミスト技術によるCO2回収
技術及び炭酸塩生成技術

（株）トクヤマ，双日（株），ナノ
ミストテクノロジーズ（株）

出典：�セメント協会 HP，発表資料　重工業研究会及び業界紙との定例懇
談会を開催，https://www.jcassoc.or.jp/cement/4pdf/211028_01.pdf�
p.12，2021.10.28　をもとに作成

実行計画が策定されている。また，実行計画の目標の

実現を目指すため，過去に例のない2兆円のグリーン

イノベーション基金を造成し，企業の前向きな挑戦を

後押しするなど，あらゆる政策が動員されている。

　セメント分野はカーボンリサイクル・マテリアル産

業の一つとして取組みが策定されており，2050年カー

ボンニュートラルに向けた工程表には「セメント製

造工場でのCO₂回収技術の開発」，「回収CO₂の炭酸塩

化による原料・燃料化プロセスの開発」が示されてい

る（図2）。本戦略を受け，グリーンイノベーション基

金事業において，CO₂回収型セメント製造プロセスの

確立として，「製造プロセスにおけるCO₂回収技術の

設計・実証」および回収したCO₂から炭酸塩を製造し，

炭酸塩をセメント原料等に利用するための「多様な

カルシウム源を用いた炭酸塩化技術の確立」を研究

開発項目としたプロジェクトが公募された（https://

www.nedo.go.jp/koubo/EV2_100241.html）。

　このように国の目指す方向性に沿いながら，会員

各社では，本号で紹介されている技術をはじめとし

て各種技術開発を推進し，セメント協会では，公表

した長期ビジョンのフォローアップとして，カーボ

ンニュートラル行動計画に示す「省エネ型セメン

ト」について，実機による試験製造をするなど，セ

メント産業はカーボンニュートラルの実現に向け，

ステークホルダーの理解と協力を得ながら，貢献し

て行きます。

⑪カーボンリサイクル・マテリアル産業 ●導入フェーズ：

　（カーボンリサイクル）の成長戦略「工程表」 ●具体化すべき政策手法：　①目標，②法制度（規制改革等），③標準，④税，⑤予算，⑥金融，⑦公共調達等

1. 開発フェーズ 2. 実証フェーズ
3. 導入拡大・

コスト低減フェーズ> 4. 自立商用フェーズ

※代表事例を記載 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

●セメント
国内キルン全機導入

●コンクリート
コスト目標
　2020年
　30円台/m3

（＝既製品と同等）

・セメント製造工
・回収CO2の炭

・2025年日本国
・新技術に関す
　さらに，道路，

・防錆性能を持
　の技術開発

・CO2吸収量の

・日米の産学官
・関係国とのカー

場でのCO2回収
酸塩化による原料

際博覧会におけ
る国交省データベ
建物等への導入

つコンクリート

増大と低コスト化

の関係者がCO2

ボンリサイクル

技術の開発
・燃料化プロセ

る導入を検討
ースにCO2吸収

による販路拡大

・防錆性能を持

を両立させた新技

炭酸塩化（コンク
協力MOCを締結

スの開発

型コンクリートを
，コスト低減

つコンクリートの

術・製品の開発

リート化）に関す
し，共同研究・実

登録し，地方自治

実証

・新技

る共同プロジェクトを実施
証を推進

・大規模設備でのCO2

　回収と炭酸塩化技術
　実証

体による公共調達を拡大

術を活用した製品の実証

・設備導入コスト低減・補

・国内メーカー，アジアメー
・海外企業へのライセンス

・大規模な国際展示会で
　途上国等へも販路拡大

・知財戦略を通じたライセ
　によるシェア獲得・拡大

助金等による導入支援

カーへの技術展開
ビジネスの展開

のPR等を行い，

ンス事業形態の活用

出典 ：経済産業省 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
　　　　　https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html同概略資料， p.78
　　　　　https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_gaiyou.pdf　　　　　　をもとに一部修正して作成

図2　グリーン成長戦略におけるカーボンリサイクル・マテリアル産業としての取り組み（工程表）における
セメント・コンクリート分野の記述
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメント各社の動き

2050年カーボンニュートラル
に向けた取り組み／
太平洋セメント

星野�清一　平尾�宙　林�康太郎　野村�幸治　上野�直樹

1．はじめに

　2020年10月の菅義偉首相（当時）によるカーボン

ニュートラル宣言以降，わが国ではCO 2排出削減に

向けた動きが一層本格化している。また昨今では，

2021年10月に地球温暖化対策計画が改訂され，その

中では2030年度の温室効果ガス排出削減目標がこれ

までの26%から46%（2013年度比）へと引き上げられ

るとともに，部門別の削減計画においても産業部

門では7%から38%へと大幅に引き上げられるなど，

各産業や企業規模での取り組みも強く求められるよ 

Efforts�of�Taiheiyo�Cement�towards�Carbon�Neutral�in�2050�(by� 
HOSHINO�Seiichi�et�al.) 

ほしの　せいいち
太平洋セメント（株）
カーボンニュートラル技術開発プロジェクトチーム
企画管理グループ

ひらお　ひろし
同　上
中央研究所　第1研究部　部長　博士（工学）

はやし　こうたろう
同　上
生産部　環境管理グループ　リーダー

のむら　こうじ
同　上
カーボンニュートラル技術開発プロジェクトチーム
企画管理グループ　リーダー　博士（理学）

うえの　なおき
同　上
カーボンニュートラル技術開発プロジェクトチーム
リーダー

うになっている。

　このような中，当社ではより長期的な視点でCO 2

排出削減を捉え，当社グループの目指すべき方向

性や戦略を示すことが必要との認識のもと，2020

年3月に，具体的な施策も含めた「2050年を展望

したCO 2排出削減に係る長期ビジョン」（以下，長

期ビジョン）1）を公表した。また，その後カーボン

ニュートラル宣言などの社会動向の変化も踏まえた

中で，この長期ビジョンを整理した「太平洋セメン

ト カーボンニュートラル戦略2050」を，「23中期経

営計画」および太平洋セメントレポート（統合報告

書）2021の中で公表している。

　本報では，当社の「太平洋セメント カーボン

ニュートラル戦略2050」や「長期ビジョン」に基づ

くカーボンニュートラルに向けた取り組みについ

て，現在取り組んでいる技術開発の事例などを取り

上げながら紹介する。

2．カーボンニュートラルに向けた
取り組みの構成と概略

　2050年カーボンニュートラルに向けたCO  2排出

削減のイメージを図1に示す。当社ではこれまで

「CSR目標2025」の中で，海外も含めた当社グルー

プ全体におけるネットCO 2排出原単位を2025年度ま

でに2000年度比で10%以上削減することを目標に掲

げ，CO2の排出削減に努めてきた。その結果，2020

12� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 
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革新技術
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CO2排出削減割合（％）

図1　2050年カーボンニュートラルに向けたCO2排出削減のイメージ

表1　カーボンニュートラルに向けた技術施策
（長期ビジョン1）をもとに整理）

対象 主な施策

エネルギー
由来

● 省エネルギー設備の導入
● 化石エネルギー代替の推進
● 低 CO 2 エネルギー（天然ガス等）の活用
● 回収 CO 2 から製造したエネルギー活用

原料由来 ● 低 CO 2 セメント（クリンカ改良，混合材利用等）
の設計

革新技術 ● セメントキルンに適した CO 2 回収
● カーボンリサイクル・貯留

サプライ
チェーン 

● CO2 削減に貢献するコンクリート技術開発
● セメント製品による CO 2 吸収量評価
● バイオマス発電，廃熱発電の利用
● 原燃料・製品輸送部門における省エネ装備・技術

導入の推奨継続
● 生物多様性の保全・藻類増殖技術等の CO 2 吸収施

策・商材の展開

年度までに8.3%の削減を達成してきている。太平洋

セメントカーボンニュートラル戦略2050は，さらに

その先の2050年を見据えたものとなっており，エネ

ルギー由来や原料由来のCO 2排出削減に加えて，従

来にはない革新技術を創出し，それらを適切に組み

合わせることで，その達成を目指そうとするものと

なっている。

　カーボンニュートラルに向けた技術施策を表1に

示す。技術施策によって削減するCO 2の対象は，①

エネルギー由来，②原料由来，③革新技術，④サプ

ライチェーンを想定している。

　以降では，この4つの対象領域について，現在実

施している技術開発の例も織り交ぜながら，想定

されるそれぞれの主な施策やその内容について紹

介する。

3．カーボンニュートラルに向けた
施策の内容と技術的取り組み

3－1．エネルギー由来のCO2削減

　エネルギー由来のCO 2排出削減の主な施策として

は，省エネルギー設備の導入，化石エネルギー代替

の推進，低CO 2エネルギーの活用および回収CO 2か

ら製造したエネルギーの活用などを想定している。

　省エネルギー設備の導入については，当社では

2019年度に，大分工場5号キルンに従来型より熱回

収効率が大幅に向上する高効率クリンカークーラー

の導入を図っている。今後はこの高効率クリンカー

クーラーを全キルンに導入していくことで一層の 

CO2削減を図っていく計画としている。化石エネル

ギー代替の推進は，CO 2排出削減のみならず，循環

型社会形成の観点からも非常に重要なものであり他

産業では処理が困難な廃棄物も含めて利用率の拡大

を図っていく予定である。当社では，すでに廃プラ

スチックや廃タイヤなどの可燃性廃棄物の熱エネル

ギー源としての利用を行っているが，今後はさらに

その拡大を図っていくことを想定している。この取

り組みの一環として当社では，東京都，（公財）東京

都環境公社，（一社）東京都産業資源循環協会との4

者の間で，「廃プラスチックの国内有効利用に向け

た実証事業」の協定を2020年に締結した。熱エネル

ギー代替率の目標は50%を想定しているが，代替率

上昇に伴い増加する塩素の対策として，前処理によ

る塩素除去技術や塩素バイパス設備の能力向上のた

めの技術開発にも取り組んでいく予定である。
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　低CO 2エネルギーの活用は，現在の熱エネルギー

源を，より単位発熱量当たりのCO 2排出量が少ない

熱エネルギー源へと置き換えていくことなどが挙

げられる。また，回収CO 2から製造したエネルギー

の活用は，現在CCU（Carbon dioxide Capture and 

Utilization）技術の一つとして挙げられているメタ

ネーションによって生成されたメタンの活用などが

挙げられる。当社では，後述する3－3．での取り

組みにおいて，セメント排ガス中のCO 2を分離･回

収する設備を設置している。メタネーションによっ

て製造したメタンの活用には安価なカーボンフリー

水素の普及が前提にはなるが，CO 2分離･回収など

によって得られたCO 2をメタン化し，それを焼成用

のエネルギー源として利用していくことなどが想定

される。これら新たな熱エネルギー源を利用してい

くさいには，セメント焼成技術だけでなく，安定し

たセメント品質を確保することも重要な技術開発項

目となってくる。

3－2．原料由来のCO2削減

　原料由来のCO 2削減の主な施策には，クリンカー

の改良や混合材の利用などによる低CO 2セメントの

設計，活用を想定している。

　セメント製造工程で発生するCO 2の大部分は，ク

リンカーの製造過程で発生することから，このクリ

ンカーを混合材で置き換え，クリンカー比率を低減

することはCO 2排出量の低減につながる。現行のセ

メント規格内で対応できる方策としては，混合セメ

ントで混合材の置換率を増加させることや，また混

合材量が多い規格の製品を普及させることなどが考

えられる。また，規格の改正や新設が必要な方策と

しては，現行よりも混合材量を増加させることが可

能な規格への改正や，新規の混合材の採用などが考

えられる。

　現行のセメント規格内での対応を想定した取り組

みの例としては，フライアッシュセメントに普通セ

メントと同等以上の強度発現性や物性を付与するこ

とにより，普通セメントと代替可能な特性を持つ混

合セメントを開発している。本技術では，従来の普

通セメントと比べて製造時のCO 2排出量を20%削減

できると同時に，廃棄物・副産物の使用量の増大も

図れることが示されている2）。

　また，生コン工場から発生するコンクリートス

ラッジや，廃コンクリートの中間処理工程で発生す

る微粉分には，脱炭酸したCaO成分が多く含まれて

いる。今後の技術開発によって，セメント原料にお

けるこれらの石灰石代替としての利用拡大が進め

ば，原料由来のCO2削減が期待できる。

　規格改正を前提としたクリンカー比率の低減の一

例としては，普通セメントの少量混合材の上限量を

現行の5%から10%に増加させることを想定した技

術開発を行っている。本検討は，2010年頃より開始

し3），これまでの研究開発の中で，少量混合材の増

量とクリンカー組成の最適化を適切に組み合わせる

ことにより，現行の普通セメントの品質を維持でき

る可能性を示している。本技術は，単位セメント量

当たりのCO 2削減量としては必ずしも大きくはない

ものの，最も生産量が多く，汎用的なセメントであ

る普通セメントを対象としたものであることから， 

CO2削減量としては大きな効果が期待できる。実用

化に際しては，セメント規格の改正のほか，使用時

におけるコンクリート関係の規格類や基準類の整備

が必要となる。また，セメントの製造条件の確立や

コンクリートとしての物性検証，供給体制の整備，

ユーザーの理解を得ることなども今後の課題として

挙げられる。

3－3．革新技術によるCO2削減

　革新技術によるCO 2削減の主な施策では，セメン

トキルンに適したCO 2回収や，回収したCO 2のリサ

イクルを想定している。また，CO 2の削減を可能と

する従来にはない全く新たなセメント製造プロセス

の創出などが考えられる。

　これまで，当社も含めた日本のセメント産業では，

長い歴史の中で製造設備の高効率化や省エネルギー

化を継続的に行ってきており，セメント製造でのエ

14� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 
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図2　炭素循環型セメント製造プロセス技術開発（NEDO助成事業）の全体概略5）

ネルギー効率は世界的に見ても非常に高い水準にあ を進めることにより，実機セメントキルン排ガスか

る。このような中，さらに大幅なCO 2の削減を実現 らのCO 2回収技術の構築やノウハウの蓄積を目指し

していくためには，既存技術の延長線上の考え方だ ている。

けではなく，従来にはない革新的な技術の創出や導 　また，分離･回収したCO 2は，廃コンクリートや

入も必要不可欠になってくる。 コンクリートスラッジ，さらにはコンクリート製品

　革新技術に係る取り組みの例として，当社では， や生コンクリートを活用して有効利用を図っていく

2020年7月より国立研究開発法人新エネルギー･産業 ための技術開発を行っている。この有効利用技術に

技術総合開発機構（NEDO）による課題設定型助成事 関しては，以下の4技術について，技術の開発やプ

業として「炭素循環型セメント製造プロセス技術開 ロセスの構築，さらには実証試験機スケールでの実

発」（JPNP20013）4）を実施している。本事業の全体 証を進めている5）。

概略を図2に示す。本事業は，廃コンクリートやコ 　① 廃コンクリートへのCO 2固定化およびセメン

ンクリートスラッジ等の建設廃棄物の持つCO 2吸収 ト原料・建設資材としての利用技術

能力を最大限活用することにより，CO 2のリサイク 　② コンクリートスラッジへのCO2固定化技術

ルを図っていくと同時に，併せて建設廃棄物の資源 　③ 低炭素型炭酸化養生コンクリート製品の製造

循環も促進していくことを目指した技術開発であ 技術

る。本事業では，セメントキルン排ガスからのCO 2 　④ 生コンクリートへのCO2 固定化技術

を分離･回収設備にて回収し，その後回収したCO 2 　なお，これらCO 2の有効利用に係る一連の実証試

は建設廃棄物やコンクリート等を利用して有効利用 験設備についても，前記のCO 2分離･回収設備と同

を図っていくための一連のプロセスについて技術開 様に熊谷工場内などに設置している。本事業は，こ

発を行っている。 れら一連の技術やプロセスを最適かつ最大限の効果

　セメントキルン排ガスからのCO2分離・回収では， が得られる形で組み合わせて展開させることによ

日量10t規模のCO 2回収能力を持つアミン系化学吸 り，セメント工場を中心とした大規模スケールでの

収法による分離･回収実証試験設備を熊谷工場内に CO2削減を目指すものとなっている。

設置している（図3）。本設備では，運転条件の最適 　また，革新技術によるCO 2削減の一つとしては，

化やアミン吸収液の特性等に係る一連のデータ取得 CO2回収型セメント製造プロセスの創出を想定し
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前処理塔

脱離塔 

CO2ガス
貯蔵タンク

吸収塔

図3　CO2分離・回収実証試験設備（熊谷工場）

ている。本技術において想定されるプロセスの概

略を図4に示す。セメント原料はプレヒーターの

上段から投入され，徐々に加熱されながら下段に

位置する仮焼炉まで到達する。この仮焼炉で約850

～950℃の温度で加熱されることにより石灰石の脱

炭酸の大部分が行われる。原料由来のCO 2のほと

んどはこの仮焼炉で発生することに加え，エネル

ギー由来のCO 2の一部もこの仮焼炉から発生する。

そのため，この仮焼炉に対してCO 2回収型仮焼炉

を導入することで，原料由来のCO 2に加えて，焼

成時のエネルギー由来のCO 2を高濃度で効率よく

回収できると考えられる。また，高濃度のCO 2を

直接回収することから，従来の化学法などによる 

CO2分離･回収技術と比較して，設備の小規模化が

可能になるものと考えられる。本製造プロセスは，

従来からのサスペンションプレヒーターの優れた

熱効率を損なうことなく，かつ従来と同等以上の

廃棄物処理能力を兼ね備えており，既存のNSPキ

ルンの利点を継承することが想定される。

　本技術では，将来的な実機セメント製造設備への

展開を視野に，実証試験設備などによって基本的な

研究開発に取り組んでいくことなどが必要になる。 

16� 

エネルギー由来CO2

セメント原料

原料＋エネルギー由来CO2

（高濃度CO2として回収） 

CO2回収型
仮焼炉

エネルギー

エネルギー

ガスの流れ
原料の流れ

3－4．�カーボンニュートラルに向けたサプライ

チェーンにおける取組み

　将来のカーボンニュートラル社会を目指していく

に当たっては，セメントを社会に提供する立場として

そのサプライチェーン全体のカーボンニュートラル

に貢献していくことも重要な責務である。サプライ

チェーンにおけるCO 2削減の主な施策としては，CO 2

削減に貢献するコンクリートの技術開発や，セメン

ト製品によるCO 2吸収量評価，バイオマス発電・廃熱

発電の利用，原燃料・製品輸送部門における省エネ

装備・技術導入の推奨継続，生物多様性の保全や藻

類増殖等に貢献する商材の展開などを想定している。

　セメント製品によるCO 2吸収量評価は，2019年に外

部審査機関による第3社レビューを経て「セメント及

びセメント関連製品のバリューチェーンを通じた温

室効果ガス削減貢献量算定・報告プロトコル」6）を策

定しており，各バリューチェーン段階でのCO 2削減量

を評価する手法を整備している。また，当社では世

界の主要なセメント・コンクリートメーカーが参画

しているGlobal Cement and Concrete Association

（GCCA）に所属し，その作業部会での活動を通じてセ

メント・コンクリートのライフサイクルの中で吸収

される大気中のCO 2量を組み込んだカーボンニュート

ラルロードマップ策定にも取り組んだ（2021年10月公

開）。コンクリートが使用時にCO 2を吸収することは，

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 
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図5　セメント・コンクリートのライフサイクルを
通じたCO2吸収量7）

［Upper limit，Lower limitは，計算で設定した値の不確かさ
を考慮した上限と下限］

中性化の耐久性問題と関係して古くから知られてい

るが，コンクリートの社会的なストックは膨大であ

ることからこのCO 2吸収による貢献は大きなもので

ある。当社で評価したコンクリートのライフサイク

ルを通じたCO 2吸収量の評価結果を図5に示す。本

結果では，セメントはコンクリートのライフサイク

ルを通じて，その生産過程で排出した脱炭酸由来の 

CO2排出量の約20%に相当する量を吸収，固定化す

るとの結果を示している。また，日本全体におけ

るコンクリートの供用期間中のCO 2吸収量は年間約

300万tになるとの評価結果を示している7）。

　バイオマス発電・廃熱発電の利用には，廃熱を活

用した発電設備を国内全工場に設置することなどが

挙げられる。また，CO 2の削減といった観点からは

バイオマスの活用は効果的である。当社では，当社

出資のもと大船渡工場内においてバイオマス発電事

業をすでに開始しており（図6），このような取り組

みにより外部から電力を購入した場合に比べてCO 2

排出の削減が見込まれる。

4．おわりに

　将来のカーボンニュートラルの実現に向けては，

本稿でも述べた通り従来技術の延長線上だけでは

なく，いわゆる革新的な新たな視点からの製造技

術やセメントのあり方，エネルギー活用の方法，  

CO2有効利用のための他材料の活用やそのシステ

ムの構築などが必要となる。時にはセメント産業

全体として取り組まなければならない課題も出てく

図6　大船渡市におけるバイオマス発電事業

るであろう。

　一方で現在のセメントは，他の産業から発生した

廃棄物・副産物を原料や熱エネルギー源として多量

に受け入れることで，我が国の資源循環に貢献して

いるといった大きな役割も担っている。新たなセメ

ントや技術の創出に当たっては，これらCO 2の排出

削減と廃棄物の活用は時としてトレードオフの関係

になるケースもある。これらの両立は必ずしも簡単

な道のりではないかもしれないが，従来の長所であ

る資源循環への貢献を維持，拡大しつつも，カーボ

ンニュートラル社会に向けた新たな技術開発を推進

していくことで，セメント産業が将来この両輪を

担っていけるよう発展できるとよいと考えている。
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメント各社の動き

カーボンニュートラルに向けた
取り組みと技術開発の展開／

宇部興産
追立�修士　宮下�裕之　末益�猛　
林�茂也　伊藤�貴康　伊藤�智章

1．はじめに

　当社は，2030年の温室効果ガス排出量削減目標と

して，2013年度比17%削減（UBEグループ），セメン

ト事業を核とする建設資材カンパニーでは2013年度

比15%削減を掲げている（2020年5月公表）。

　2021年4月には「UBEグループ2050年カーボン

ニュートラルへの挑戦」を宣言し，建設資材カンパ

ニーではカンパニー内の横断組織として地球温暖化

対策プロジェクトを立ち上げ，各種削減施策の調査・

検討を加速させている。

　本稿では，当社独自のカーボンニュートラルに向

けた取組みの一例を「エネルギー転換」「低炭素セ

メント・コンクリート」「CO 2利活用技術」という

内容に沿ってご紹介したい。

2．カーボンニュートラルに向けた
取り組み

2－1．エネルギー転換

　（1） 熱エネルギー代替廃棄物の使用促進

　当社は山口県（宇部，伊佐）および福岡県（苅田）に

3つのセメント工場を有し，廃棄物再資源化の最大

化に取り組んでいる。特に廃プラスチックを始めと

する熱エネルギー代替廃棄物の処理拡大を進めてお

り，3工場全体の熱エネルギー代替率はカロリー比

20%程度に至る。2030年度までに熱エネルギー代替

率40%を目標に今後も処理拡大を図るとともに自家

発電所でも積極的なバイオマスの増量を計画してい

る。新しい取り組みとして，従来，保有水分が多く

熱エネルギー源としての活用や処理拡大が困難であっ

た下水汚泥の有効利用を進めている。具体的には微

生物の力により下水汚泥を効率よく乾燥させる「下

The�UBE’s�approach�towards�Carbon�neutrality�(by�OITATE�Shuji�et�al.) 

おいたて　しゅうじ
宇部興産㈱　建設資材カンパニー
監理部　地球温暖化対策グループ　主席部員

みやした　ひろゆき
同　上
資源リサイクル事業部　企画管理部　主席部員

すえます　たけし
同　上
生産・技術本部　生産管理部　グループリーダー

はやし　しげや
宇部興産㈱　建設資材カンパニー
エネルギー事業部　プロジェクト部
プロジェクトリーダー

いとう　たかやす
同　上
技術開発研究所　セメント開発部　グループリーダー

いとう　ともあき
同　上
技術開発研究所　コンクリート開発部　グループリーダー
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写真1　下水汚泥発酵乾燥設備の外観

水汚泥発酵乾燥」の実用化に着手している（写真1）。

同技術により下水汚泥の乾燥熱源が不要となること

はもちろんのこと，熱エネルギー代替率の向上も期

待できる。加えて，処理困難な下水汚泥の使用促進

が図れ，循環型社会への更なる貢献も果たせる。現

在，異分野・異業種の企業と協働・連携して，国内

下水処理場への社会実装を目指している。

　（2） アンモニア混合燃焼の技術開発

　熱エネルギー代替廃棄物の最大化について前述し

たものの，それでも石炭に依存する部分は大きい。

一方で，カーボンニュートラルの実現には再生可能

エネルギーの大規模利用や水素エネルギーの普及が

必要とされる。このような状況下，製造・輸送・貯

蔵まで一貫した技術が十分に整備されており，かつ

水素エネルギーキャリアとして直接利用することで 

CO2フリーのエネルギー源として活用が期待される

アンモニアに着目し，SIP（戦略的イノベーションプ

ログラム）を通じて，セメント製造プロセスへのアン

モニア適用による影響評価を行ってきた。本評価で

は小型炉を用いて重油とアンモニアの混焼試験を行

い，その特性を検討するとともにセメント原料であ

るクリンカーを焼成し，その物性を評価した。加え

て，実操業キルンでのアンモニア混焼影響を予測す

るため，熱流体解析ソフト「FLUENT」とロータ

リーキルン専用シミュレーター「KilnSimu」を連成

させた統合シミュレーター1）による評価も行った。

　小型炉における重油－アンモニア混焼試験では，

アンモニア混焼による炉内温度の低下が見られ，

CaO 
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図1　キルン内鉱物組成変化のKilnSimu検討結果

30%の混焼率でピーク温度は約30℃低下した。また，

アンモニア混焼率の増加とともに熱流束が低下する

ことも明らかとなった。これはアンモニアの断熱火

炎温度の低さ（1,750℃）や燃焼ガスの組成変化が要

因と考えられ，セメント焼成プロセスでは，アンモ

ニア混焼によって被加熱物の温度が上がりにくくな

る可能性が示唆された。

　シミュレーターを用いた実操業キルンでのアンモ

ニア混焼影響予測では，微粉炭専焼およびアンモニ

アを30%混焼させた場合の熱・物質収支を評価して

いる。図1に検討結果を記すが，アンモニア混焼に

よりガス温度が低下することから被加熱原料の温度

低下が予測された。

　本予測では，f-CaOも大幅に増加し，主要鉱物で

ある3CaO･SiO 2の生成量も低下することが確認され

た。実機キルンでアンモニア混焼を行うためには，

ロード低下や融点降下剤の添加などの措置が必要で

あることが示唆された。今後は本データを参考に実

機での実証等に取り組んでいきたい。

　（3） バイオマスの使用促進

　 当 社 は 売 電 専 用 のIPP発 電 所（ 発 電 端 出 力

216MW）を有しており，ここでバイオマス専焼化を

目指した取り組みを行っている。既存のバイオマス

（建設廃材や木質チップ等）に加えて，2019年よりバ

イオマスを半炭化させたトレファイドペレットの製

造および石炭との混焼を開始している。

　一般的に，石炭との混焼に用いられるバイオマス

は木質ペレット（以下，WPと称す）が多い。ボイラー

の型式によっては同燃料を微粉砕する工程が必要と

0> 20 40 60 80>

position (m)>
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写真2　PBTⓇの外観

表1　WPとPBTⓇの物性比較

半炭化温度
（℃）

固体収率
（%-dry）

揮発分
（wt%-AD）

高位発熱量
（kcal/kg-dry） 

BMI 自己発熱性 

WP 100.0 75.8 4,794 13 無 

250 90.0 74.5 5,140 71 無 

280 75.1 69.2 5,565 93 有

なるが，石炭とWPでは粉砕性が大きく異なるため，

石炭ミルで石炭と同時に粉砕するWPの量は熱量比

で3%程度が限界とされている2）。また，WPは雨水

と接触すると膨潤して崩壊してしまうことからハン

ドリング設備での対策・コストが課題となる。

　当社はトレファクション技術に注目して開発を進

めてきた。トレファクション（半炭化）とはバイオマ

ス固体を低酸素雰囲気で約250～320℃で加熱した

ものと定義されている3）。当社は従来のトレファク

ションプロセスに独自の改良を施すことで，実用面

で課題のあったWPの耐水性をクリアすることがで

きた。このようにして製造したトレファイドペレッ

トの外観（写真2）および針葉樹のWPとそれを原料

として製造した商品名：PBT Ⓡの物性比較（表1）を

それぞれ示す。

　表1中のBMI ※1は粉砕性を示す指標であり，数値

が大きいほど粉砕性が良好であることを示すが，半

炭化温度の上昇とともに石炭（BMI=95前後）と同等

の粉砕性に近づくことが分かる。ただし，半炭化温

度を上昇させ過ぎると自己発熱性を生じ，海上輸送

や陸上保管でのハンドリングに課題が出てくるた

め，樹種に応じた最適な半炭化温度の選定が重要で

ある。

写真3　PBTⓇ製造設備の外観

　2019年，山口県宇部地区の当社沖の山コールセン

ター隣接エリアにPBT Ⓡ製造設備（年間6万t）を建設

し（写真3），PBTⓇの製造を行っている。製造した 

PBTⓇは全て当社IPP発電所で石炭と混焼しており，

年間に約10万tのCO 2を削減している。今後は当社

IPPでのPBT Ⓡ専焼化を目指すとともに国内の石炭

火力発電事業者への供給を見据えて，事業展開して

いくことで脱炭素化に向けて貢献していきたい。

2－2．低炭素セメント・コンクリート

　（1） 低炭素型セメントに関わる研究開発状況

　セメントの低炭素化にはクリンカー比率の低減が

有効であるが，その一方でクリンカー製造では多様

な廃棄物をセメント業界全体で2,800万t／年も利用

しており，循環型社会構築への貢献も極めて大きい。

そのため，セメント製造はこの役割を担いながらの 

CO2削減を目指すことが重要となる。当社は，2000

年頃より間隙相（C 3A・C4AF）を増やして廃棄物使

用量を高めた高間隙相型ポルトランドクリンカー

を開発し4），これをベースに廃棄物使用量の増大と 

CO2排出量削減を両立するセメントの材料設計に取

り組んできた5，6）。なお，経産省補助事業「革新的

【脚注】 
※1 Ball Mill Indexの略であり，当社独自の粉砕性指標。JIS 

M4002に示されている粉砕仕事指数評価用のボールミル（内
径305mm，長さ305mm）にペレット形状の試料700ccを事前
粉砕することなく投入し，回転数700rpmで20分間粉砕した
後，粉砕試料を150μmの篩にかけ，篩下の粒子の重量割合
をBMIとした。
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図2　廃棄物利用とCO2発生量からみた混合材添加量と間隙相量の適正範囲6）

No. 
C3A
（％）>

Additives (％)>
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0 
No.1 No.2 No.3 No.4 ろである。

図3　混合材増量セメントのコンクリート強度7）

セメント製造プロセス基盤技術開発」7）の中では，

このような高間隙相型クリンカー（例えばC 3Aを2%

増）は，焼成時の熱エネルギーを2%程度低減できる

可能性が当社開発のプロセスシミュレータで示して

いる。

　低炭素セメントの品質設計は，廃棄物処理量，  

CO2排出量およびセメント性能（強度・流動性）の3

つの視点から考えている。図2にこれらの性能から

みた混合材添加量とクリンカーの間隙相量の適正範

囲を示す。例えば，間隙相量を2～3％増やし，混合

材料を10％とすることで，現状の普通ポルトラン

ドセメント（現状N）に対して廃棄物利用量を10%増

大，CO2排出量を5％削減できる。また，開発した

混合材増量セメント（10%化N）のコンクリート物性

は現状Nと同等であることを確認し8），（図3は圧縮

　一方，クリンカー代替原料として，高炉水砕スラ

グ（以下，BFSと称す）の利用が期待され，高炉B種

の範囲（30％超60%以下）を超えて配合した低炭素型

コンクリートも実用化されている（次項参照）。しか

し，BFSを多量に配合したセメントは，初期強度が

低く，BFS品質の影響を強く受ける課題があり，セ

メントの製造・供給側ではその品質管理・制御技術

が重要となる。当社は，BFS活性度指数の評価指標

の開発9，10）など，高炉セメントの品質安定化に向け

た品質管理技術の向上に継続的に取り組んできた。さ

らに最近では，スラグ高含有セメントの初期強度改

善や低塩基度スラグの有効利用を目指して，BFSに対

して促進剤の作用機構を解明し，スラグ高含有セメ

ントの品質設計技術の向上にも取り組んでいる11，12）。

　引き続き，低炭素型セメントの研究開発に力を入

れ，循環型社会構築およびCO 2排出量の削減を両立
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原料（Ca源）収集

利用利用 排ガス中 
CO2

廃コンクリート等

原料分離 加速炭酸塩化 炭酸塩利用

出典：宇部マテリアルズ㈱HP

廃セメント

再生骨材

炭酸塩

残渣

図5　本事業におけるCO2固定と利用のイメージ17）

しつつ，安定した品質のセメントを継続的に供給し

ていくことを目指して取り組んでいく。

　（2） 低炭素型コンクリートの製造と研究開発

　当社は，2010年から大手施工会社の低炭素型コン

クリートの開発・普及に協力し13），その配合設計・

品質管理技術を蓄積してきた。低炭素型コンクリー

トは高炉スラグ微粉末（以下，BFSPと称す）やフラ

イアッシュ（以下，FAと称す）を結合材としてポル

トランドセメントに最大85％程度用いており，CO 2

排出量を最大で70％強程度削減できる（図4）。この

ようなコンクリートはBFSPを多く用いるため，生

コン工場で実際に製造・出荷するにはセメントに加

えてBFSP用の貯蔵サイロや計量器が必要となる。

当社の直系生コン会社の主力工場では，その都度調

整は必要であるが，専用貯蔵サイロを含めた製造・

供給体制を確立している。また，一部の工場ではポ

ルトランドセメント－BFSP－FAの3成分系混合セ

メントを用いた建築用低炭素型コンクリートについ

て建築基準法第37条の大臣認定を国内で初めて取得

している。関東，関西および中国地区の直系生コン

工場を中心に建築・土木の分野問わず，これまでの

実績で約4万m 3の低炭素型コンクリートを製造・出

荷し，約8千tのCO 2排出削減に貢献してきた。一方

で，これらの取り組みを通して，低炭素型コンクリー

トの製造および出荷に関する技術的な課題も見えて

きた。例えば，時間の経過に伴うスランプの著しい

低下や粘性が高くなることが確認されており，使用

材料や配合面での工夫が必要となることが分かって

いる。当社ではこれらの問題を解消し，最適な性

状・品質のコンクリートが得られるようにBFSPな

ど混和材の置換率に応じた生コンの配合修正法の検

討や耐久性を含めた各種物性評価などもすでに実施

している14）。これらのノウハウを直系生コン工場へ

技術資料として共有し，低炭素型コンクリートの安

定製造やその普及に役立てるような取り組みも併せ

て行っている。

2－3．CO2利活用技術／炭酸塩化技術

　CO2固定化ポテンシャルが高く，生成物が化学的

に安定している鉱物（炭酸塩，コンクリート製品・

コンクリート構造物へのCO 2利用技術）に着目し，

2019年3月に出光興産㈱，日揮㈱等と「CCSU ※2研

究会」を設立した15）。ここで，カルシウム等を多く

含む産業廃棄物をCO 2と反応させることで高付加価

値な炭酸塩および建築・土木材料，各種工業材料等

の資源として活用可能な残渣を得るというコンセプ

トの下，低炭素社会の実現へ向けた新技術の開発を

進めている。2020年度より国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「カーボ

ンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／CO 2排

出削減・有効利用実用化技術開発／炭酸塩，コンク

リート製品・コンクリート構造物へのCO 2利用技術

開発」プロジェクトに採択され16），以下1）～5）の開

発・検討を加速させている17）。本事業のイメージを

図5に示す。

1）廃棄物からのカルシウム（Ca）源の確保に関する

検討

2） CO 2加速炭酸塩化技術の開発

3） 炭酸塩および副産物の用途開発

　 （コンクリートの混合材，工業製品のフィラー等）

【脚注】
※2 Carbon dioxide Capture and Storage with Utilizationの略
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4） 炭酸塩化プロセスの構築とコスト評価

5） CO 2固定量の評価

3．おわりに

　本稿でご紹介した取組みは一例に過ぎないが，石

灰石を主原料とするセメント産業において，カーボ

ンニュートラルの実現は容易なことではない。加え

て，セメント産業は多様な廃棄物を再資源化し，循

環型社会の構築に貢献できる産業でもある。当社は

カーボンニュートラルの実現とさらなる循環型社会

への貢献を両立させた使命を果たすべく，今後も積

極的に取り組んでいく。
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメント各社の動き

低炭素型セメントの技術動向／
三菱マテリアル

松島�正明　門田�浩史　吉田�友香　山下�牧生

1．はじめに

　セメント産業は，自然災害などから生命・財産を

守り，快適な生活を実現するための社会インフラと

なる建設材料を安定供給するとともに，他産業か

ら大量の廃棄物・副産物を原料・熱エネルギー源

として受入れ，安全に活用する役割も果たしてい

る。その一方で，年間約4300万tの二酸化炭素（CO2）

を排出し，国内CO 2排出量の約4%を占めており1）， 

CO2排出量削減に向けた取組みが喫緊の課題であ

る。

　セメント産業が大量のCO 2を排出する理由は，ポ

ルトランドセメントの中間製品であるクリンカーを

製造する工程で，石灰石を脱炭酸し，1450℃の高温 

Technological�trends�for�the�low�carbon�cement� 
(by�MATSUSHIMA�Masaaki�et�al.) 

まつしま　まさあき
三菱マテリアル㈱
セメント研究所

かどた　ひろし
同　上
九州工場

よしだ　ゆか
同　上
セメント研究所

やました　まきお
同　上
セメント研究所

焼成を行っているためである2）。

　政府は「2050年カーボンニュートラル」を宣言し

ており，これを実現するためにもさまざまな角度

からCO 2排出量削減を目指した取組みが行われてい

る。当社においても高効率設備の導入等による更な

る省エネルギーの推進，熱エネルギーの低炭素化， 

CO2の分離回収と資源化技術の開発，低炭素型セメ

ントの開発について着手している。

　本稿では，この中で低炭素型セメントについて国

内外の技術動向を概説する。

2．ポルトランドセメントの低炭素化

2－1．クリンカーの低温焼成

　焼成工程の省エネルギー化について，クリンカー

の鉱物組成の調整や鉱化剤として作用する少量成

分の添加による焼成温度の低減が検討されている。 

C4AFを増やしてC 2Sを減らすように鉱物組成を調

整することで，強度発現性を維持しながら焼成温度

を低減できる3）。また，CaF 2およびCaSO 4を鉱化剤

として適量添加することで，セメントの品質を維持

しつつクリンカーの低温焼成を可能にしている（図 

1）4）。これらの組成あるいは成分の調整により，焼

成温度を1450℃から約100℃低下させることが可能

である。クリンカーの鉱物組成調整による場合では，

熱量原単位を約5%削減できると報告されている3）。
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図1　鉱化剤を使用した低温焼成における焼成反応性の 図3　C3Aを増量し，少量混合成分を増量したセメント
変化4） の圧縮強さ6）

［焼成が十分に進行した場合，遊離酸化カルシウムは減少する］
表1　通常セメントとアルミネート（C3A）を高めた

セメントの鉱物組成6）

セメント

石こう

少量混合成分

石こう

クリンカー

クリンカー

クリンカー使用量削減に
伴いCO2排出量削減

セメント 
C3S

（％） 
C2S

（％） 
C3A

（％） 
C4AF
（％）

ブレーン
（cm2/g）

通常セメント 60.4 15.8 9.0 9.0 3340
高C3A

セメント 
60.4 14.0 11.0 8.2 3360 

普通ポルトランドセメントと同等となり，さらに強

さも維持できるとされている（表1，図3）6）。

少量混合成分
なし

少量混合成分
あり

図2　少量混合成分増量によるCO2排出量削減

2－2．セメントの少量混合成分の増量

　日本産業規格では，普通ポルトランドセメント等

に対して石灰石や高炉スラグ微粉末などの少量混合

成分の添加が5%以下の範囲で認められている。将

来的に10%まで少量混合成分の添加が認められれ

ば，主なCO2排出源であるクリンカーを現状よりさ

らに5%削減でき，これに相当するCO2排出量も削

減できる（図2）。少量混合成分を10%まで添加した

場合，クリンカー使用量の削減に伴いセメントの強

さが低下する。これを補うため，C3Sおよびブレー

ン比表面積を増加する方法が検討されている5）。また，

クリンカー使用量の削減による，廃棄物処理量の減

少を解消するため，クリンカー中のC3Aの増量が検討

されている6）。その際，水和熱の上昇が懸念されるが，

少量混合成分を複数併用添加することで，水和熱は

3．混合材の活用

　高炉スラグ微粉末，フライアッシュなどを混合

した混合セメントは，クリンカー使用量が少ない

ためCO2排出量を抑制できる。一方で，混合材の

品質変動による混合セメントの品質管理，および，

クリンカー使用量減少による強さの低下が課題と

なっている。

3－1．高炉スラグ微粉末

　高炉セメントの強さは，高炉スラグ微粉末の活性

度指数（＝混合材を混合したセメントの強さ/未混合

のセメントの強さ）の影響を受ける。高炉スラグ微

粉末の活性度指数は，塩基度（b＝（CaO＋Al2O3＋

MgO）/SiO2）に比例するとされているが，必ずし

も一致するとは言えない。その他の化学成分とし

てMnOやTiO2の考慮，また，各化学成分に掛かる

係数を見直すことで，活性度指数を精度よく予測
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図4　増進剤を用いた高炉スラグ高含有セメントの
圧縮強さ12）

する検討がなされている7）。これにより，高炉セメ

ントの品質を安定させ，高炉セメントの使用量増

加につながれば，CO2排出量は，さらに削減する

と考えられる。

　セメント中の高炉スラグ微粉末の増量に伴い，初

期強さの低下が懸念される。ベースセメント中の 

C3Sおよびフリーライムを増やすことで，高炉スラ

グ微粉末添加量40％の高炉セメントの初期強さを普

通ポルトランドセメントと同等にできるとされてい

る8）。また，高炉スラグ微粉末添加量を60～70％ま

で高めた場合では，無水せっこうを添加することで，

強さの低下や乾燥収縮の増大を抑制する検討がされ

ており9），さらに，初期強さ発現性を高める増進剤

の使用についても検討されている10，11）。増進剤と

しては，亜硝酸カルシウムや硫酸ナトリウムなどの

無機化合物や，ジエタノールイソプロパノールアミ

ン（DEIPA）が使用され，これがベースセメントや

高炉スラグ微粉末の反応率を高め，初期強さの低下

を補うことができる（表2）10，11）。また，これらの増

進剤によって，異なる水和物が生成し10，11），強さ

発現性に寄与する可能性も示唆されている。さらに，

亜硝酸カルシウムとDEIPAを併用すると，特に高

炉スラグ微粉末の反応が促進され，強さが増加する

と報告されている（図4）12）。

3－2．フライアッシュ

　石炭火力発電所から発生するフライアッシュは，

炭種や焼成条件によって品質が不安定になること

や，残存する未燃炭素がコンクリートの空気量や流

動性に影響を及ぼすこと13）が懸念されており，混和

材としての普及は限定的である。フライアッシュは，

セメントの水和で生成するCa（OH）2とポゾラン反応

して硬化体を緻密化する。ポゾラン反応の主な支配

要因は，比表面積やガラス相の量などとされている

が，さらに，ガラス相中の修飾酸化物量を考慮する

評価方法も報告されている14）。また，フライアッシュ

の粒子をいくつかのクラスに分類して，反応後のフ

ライアッシュ粒子が縮小した際にできる外縁部の空

間の厚みでフライアッシュの反応性を評価する研究

も行われている（図5）15）。さらに，加熱燃焼，浮遊

選別および静電分離によって未燃炭素を除去する研

究も行われている13）。これらにより，フライアッシュ

の品質評価方法の確立や未燃炭素の除去が可能とな

れば，品質安定化につながり，フライアッシュの使

用量増加が可能となると考えられる。

　また，フライアッシュ添加量20%のフライアッ

シュセメントにおいても，ベースセメント中のC3S

およびフリーライムを増加させることで，普通ポ

ルトランドセメントと同程度の初期強さを得られ

ることが示唆されている16）。フライアッシュセメ

ントは，初期強さの発現性が低い傾向にあるが，

増進剤としてアルカノールアミンを添加しても，

フライアッシュ自身の反応を促進する効果は低い

ようである17）。

26� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 



セメコン2022_02_011_特集2（松島氏）.indd  27 2022/02/03  14:39:40

	

 

[a] [b] [c] [d] [e] 

1µm 1µm 1µm 1µm 1µm

図5　フライアッシュセメントペースト硬化体中におけるフライアッシュ粒子の反応状態の走査型電子顕微鏡像
［［a］高CaO含有Al 2O3-SiO2系ガラス粒子，［b］Al2O3-SiO2系ガラス粒子，［c］ムライトとガラス相の混在粒子，

［d］ヘマタイトとガラス相の混在粒子，［e］石英粒子］15）

3－3．人工ポゾラン

　近年注目されている混和材としてメタカオリンを

含む人工ポゾランが挙げられる。メタカオリンは焼

成カオリンとも呼ばれ，非晶質のポゾラン材料の一

種である。粘土鉱物であるカオリナイト，イライ

トなどを原料として700～800℃で加熱焼成するこ

とで活性化される。ポゾラン反応により水和物を

生成して緻密化することで硬化体性能を向上でき

る。ASTM C618にも規定されている混和材で，海

外では石灰石と組み合わせてクリンカーの使用量を

50%程度まで低めたセメント（Lime Calcined Clay 

Cement: LC3）が知られている18）。ただし，メタカオ

リンの品質は原料として使用される粘土や，焼成温

度の影響を強く受け，期待される効果が得られない

場合がある。また，比表面積の増加による流動性の

低下から，要求される流動性を確保するのに必要と

なる混和剤が増加することや中性化に対する抵抗性

の低下が懸念される19）。

4．新材料

4－1．ジオポリマー

　ジオポリマーは，非晶質のケイ酸アルミニウムを

主成分とした原料（活性フィラー）とアルカリ溶液の

縮合重合により硬化したものである（図6）。ポルト

ランドセメントと同等レベルの強度を示す材料とし

て注目されている。また，クリンカーを全く使用し

ないためCO 2削減効果が極めて高い。一般的に活性

フィラーには，フライアッシュおよび高炉スラグ微

粉末を，アルカリ溶液には，水ガラスおよび水酸化

ナトリウムを用いる。ジオポリマーの施工例として

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 

図6　ジオポリマーの配合例

＋

フライアッシュ 
(Si,Al)

高炉スラグ微粉末 
(Ca,Si,Al)

水ガラス 
(Si,Na)

水酸化ナトリウム水溶液 
(Na)

＋

ジオポリマーペースト

ジオポリマーモルタル(コンクリート)

骨材等

活性フィラー アルカリ溶液

は，国内では擁壁や道路の舗装ブロックが，海外で

は空港の滑走路などが挙げられる20）。一方で，反応

機構が十分に解明されていないこと，安定した品質

の得るための製造技術が確立されていないこと，施

工性や耐久性に関する検証データが不十分であるこ

となどに課題があり，国内での普及は進んでいない。

　ジオポリマーの反応機構および硬化物の性状は高

炉スラグ微粉末の有無により異なると言われている
20，21）。高炉スラグ微粉末を含まず，フライアッシュ

などケイ酸アルミニウム系の材料を原料とする場

合，反応生成物がアルミノケイ酸塩縮重合体となる。

ポルトランドセメントと比較して耐火性や化学抵抗

性に優れるが，高温養生によって反応を促進させる

必要がある。一方，高炉スラグ微粉末を用いる場合

の反応生成物は，一般的に，セメントの水和で生成

するC-S-Hと類似した構造となる。このため，初期

の強さが増加し常温養生にて硬化が可能となるが，

耐酸性や高温抵抗性が低下する場合もある。

4－2．高硫酸塩スラグセメント

　高硫酸塩スラグセメントは，主原料に高炉スラグ

27
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する際，CO 2を材料内に吸収し固定するため，CO 2 

収支を評価すると実質マイナスになるという報告も

ある26，27）。セメントにγ相ビーライトを置換した
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究も行われている26）。

5．おわりに
図7　刺激剤を添加した高硫酸塩スラグセメントの

圧縮強さ19） 　本稿では，近年脱炭素社会を背景として関心が高

表3　高硫酸塩スラグセメントの配合（単位：％） まっている低炭素型セメントの技術動向を紹介し

高炉
スラグ

無水
せっこう 

N
セメント 刺激剤*1

高硫酸塩
スラグセメント*2 67 30 3 （5）

た。ポルトランドセメントの低炭素化や混合セメン

トの活用は，比較的技術的障壁が低いと考えられ，

これらの技術の実用化は近いかもしれない。しかし，
*1 刺激剤を含む場合，外割となるように添加
*2 文献 19）より引用

微粉末およびせっこうを用い，少量のポルトランド

セメントなどアルカリ性を与える物質を含む結合材

である。高炉スラグ微粉末を大量に活用でき，クリ

ンカーの使用量が少ないため，CO 2排出量が少ない

結合材である。ポルトランドセメントが1～3%，高

炉スラグ微粉末が60～90%の配合では，高い強さが

得られるが，ポルトランドセメントが10%前後に増

えると逆に強さが減少する22）。硬化時に生じる水和

熱が低く，硫酸塩や海水に対する化学抵抗性をもつ

が，その一方で，初期強さ，中性化抵抗性，表面劣

化などに課題がある21，22）。近年の研究では，初期

強さの低下を解消するため，比表面積が10000cm 2/

g前後の高炉スラグ微粉末の使用23），または，強さ

を増進させる刺激剤について検討されている。刺激

剤として，亜硝酸カルシウムとリン酸水素二ナトリ

ウムを組み合わせて使用することで，初期強さが大

幅に増進すると報告されている（表3，図7）24）。

4－3．γ相ビーライト系結合材

　γ相ビーライトは，水硬性を持たないが，CO 2と

反応し緻密化する化合物である25）。硬化体を緻密化

これらの技術だけでは，2050年カーボンニュートラ

ルを実現することは難しいと予想される。そのため，

混合材の大幅な増加や新材料の利用など技術的障壁

が高い技術についても，今後も研究を推進していく

べきであろう。
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第76回セメント技術大会講演募集のお知らせ
　第76回（2022年度）セメント技術大会の一般研究発表の講演を下記要領により募集いたします。

　本大会がセメント・コンクリート技術に関する活発な討論の場となりますよう，ふるってご応募ください。

名　　称　：　第76回セメント技術大会

期　　日　：　2022年5月18日（水），19日（木），20日（金）の3日間

開催形式　：　会場とオンライン（ハイブリッド）

　　　　　　　会場：赤坂インターシティコンファレンス

　　　　　　　オンライン：Cisco Webex

参 加 費　：　無料（講演や聴講など，参加費は不要です）

講演形式　：　会場発表・オンライン発表から選択

講演申込の受付期間：2022年1月11日（火）～2月25日（金）
　　　　　　　　　　※聴講の参加申込みは2022年4月1日（金）より開始予定

講演申込方法：�受付期間内に第76回セメント技術大会ホームページ（下記URL）の
「講演申込み」から講演申込みの申込みフォームにご記入の上，
講演要旨原稿とともにお申込みください。

Ｕ Ｒ Ｌ　：　https://confit.atlas.jp/jcalab22
　　　　　　　セメント協会ホームページ[https://www.jcassoc.or.jp]からも 

アクセスできます。

第76回セメント技術大会の会場は，赤坂インターシティコンファレンスとなります。
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメント各社の動き

2050年カーボンニュートラル達成
への取り組み“SO-CN2050”／
住友大阪セメントグループ

飯島�智彦

1．はじめに

　2015年COP21（国連気候変動枠組条約第21回締約

国会議）にて，2020年以降の温室効果ガス（GHG）排

出削減など新たな国際枠組みとしてパリ協定が採択

され，これを背景に世界各国で具体的な取り組みの

議論が活発化した。

　さらに2021年のCOP26では，一層の対策の必要

性が謳われ，CO 2排出削減対策が講じられていない

石炭火力発電は段階的削減するとされた。またパリ

協定では「2℃未満，できれば1.5℃に抑える」とさ

れていた気温上昇は，今回「1.5℃」を目指すこと

が強調され，2022年末までに再度2030年目標の見直

しを求める等，実質削減目標の上積み要請もあった。

　一方，国内に目を向けると，わが国は2015年に国

連に提出した「日本の約束草案」の中で2030年に

2013年度比26％削減とし，2016年5月に閣議決定さ

れた「地球温暖化対策計画」では2050年には80％削

減を目指すと示された。その後，2020年10月には菅

総理大臣（当時）が所信表明演説において，わが国が

2050年にカーボンニュートラルを目指すことを宣言 

Our�Approaches�for�Achieving�Carbon�Neutrality�by�2050� 
(by�IIJIMA�Tomohiko) 

いいじま　ともひこ
住友大阪セメント㈱　サステナビリティ推進室　副室長

した。これは従来の政府方針を大幅に前倒す形で示

されたもので，この実現のためにはエネルギー・産

業部門の構造転換，大胆な投資によるイノベーショ

ンの創出が必要であるといったことから，経済産業

省は関係省庁と連携して「2050年カーボンニュート

ラルに伴うグリーン成長戦略」を策定した。2050年

カーボンニュートラルという目標に向けNEDOに2

兆円のグリーンイノベーション基金が造成され，官

民で野心的かつ具体的な目標を共有した上で，これ

に経営課題として取り組むコミットメントを示す企

業等に対して，10年間，研究開発・実証から社会実

装まで継続した支援策を打ち出した。その後，2021

年4月の気候サミットにおいて菅総理大臣（当時）が

2030年に2013年度比46％削減を宣言。10月に閣議決

定された「地球温暖化対策計画」では，46％削減達

成に向け産業部門には38％の削減が割り当てられ 

CO2多排出産業であるセメント産業を取り巻く環境

には，ますますCO 2削減への取組みが必要不可欠な

課題となった。

2．住友大阪セメントグループの取組み

2－1．事業構成

　当社グループは大きく分けて，「セメント関連事

業」と「高機能品事業」の2つのセグメントから構

成されている。セメント関連事業には，主力である

セメント事業，鉱産品事業，建材事業が含まれ，高

30� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 



セメコン2022_02_012_特集2（飯島氏）.indd  31 2022/02/01  17:58:55

	

  

 

表2　災害廃棄物の処理に関する協定提携先

2019年 9月 兵庫県赤穂市 「災害廃棄物の仮置場設置協力に関す
る協定書」

2019年10月 高知県および
高知県須崎市

「災害廃棄物の処理の協力に関する協
定書」

2020年 3月 千葉県船橋市 「災害廃棄物等の処理に関する基本協
定書」

2020年10月 宮城県 「包括連携協定」

2020年12月 栃木県 「包括連携協定」

2021年 7月 兵庫県赤穂市 「包括連携協定」

2021年 8月 千葉県柏市 「災害廃棄物等の処理に関する協定書」

2021年11月 兵庫県 「包括連携協定」

写真1　赤穂工場

表1　住友大阪セメントグループの温室効果ガス排出量
（単位：千t-CO2）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
エネルギー起源 

CO2 
3,833 3,956 3,869 3,743 3,660

非エネルギー起源 
CO2

（プロセス由来） 
4,500 4,700 4,590 4,470 4,260

非エネルギー起源 
CO2

（廃棄物由来） 
791 760 812 819 762

その他
温室効果ガス 

241 237 231 225 214

温室効果ガス
排出量 

9,365 9,653 9,502 9,257 8,896

＊集計範囲：住友大阪セメント㈱および主要関係会社48社

機能品事業には，光電子事業，新材料事業，電池材

料事業がある。

　CO2の排出量に目を向けたとき，その排出の多く

はセメント事業による。当社は国内4工場，関係会

社2工場（八戸セメント，和歌山高炉セメント）にて

セメントの生産を行っている（写真1）。

2－2．GHG排出量

　2020年度の当社グループ（主要関係会社48社を含

む）のCO 2排出量は8,682千tであり，そのうち，エネ

ルギー起源※1によるものが3,660千t，非エネルギー

起源※2によるものが5,022千tとなっており，その他

のGHGを加えるとGHG排出量としては8,896千tにな

る（表1）1）。またグループ全体のGHG排出量のうち，

セメント事業での排出量の割合は97％になる。

【脚注】
※1 エネルギー起源は，燃料の燃焼，他社から供給された電気

の使用に伴う排出。
※2 非エネルギー起源は，プロセス由来，廃棄物由来の排出。

2－3．これまでの取り組み

　当社は，地球環境と事業活動の調和を図るため，

環境負荷の少ない生産・発電・物流を希求するとと

もに，リサイクルビジネスの担い手として循環型社

会構築にも貢献している。

　各種産業，地方自治体から発生する廃棄物・副産

物をセメント原料，熱エネルギーとして利用するこ

とで化石燃料の使用量削減，廃棄物焼却炉や廃棄物

最終処分場の延命にも寄与している。また，昨今急

激に発生が増加した大規模災害では，木くず，土砂

混入廃棄物，畳，瓦などの災害廃棄物を受入れてき

た。また，大規模災害の早期復旧・早期復興への支

援や，さまざまな課題の解決に向けた地方自治体と

の協力体制の構築のため，各種協定の締結を推進し

ている。大規模災害発生時に協定を締結した自治体

で大量の災害廃棄物が発生した場合，当社および当

社グループ会社のセメント工場において災害廃棄物

をセメント製造の原料や熱エネルギーとして再利用

することに加え，廃棄物のセメント資源化による環

境負荷低減，環境教育の推進，地域社会の活性化お

よび県民サービスの向上など様々な課題について相

互に連携し協力することも取り決めている（表2）2）。

　このような取り組みを通じ，特に当社岐阜，栃木，

赤穂の3工場は高い石炭代替率を誇り，2020年度の

当社グループの廃棄物・副産物原単位519㎏/ｔ-セ

メントは業界トップクラスといえる（表3）2）。

　一方，R&D面では，新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）研究委託事業にも取り組んでいる。
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表3　廃棄物・副産物使用状況

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

原料系産業廃棄物*1 （千ｔ） 2,858 3,056 2,883 2,911 2,739

熱エネルギー系産業廃棄物*2 （千ｔ） 412 399 367 378 394

副産物*3 （千ｔ） 2,164 2,189 2,289 2,190 2,077

計 （千ｔ） 5,434 5,644 5,538 5,479 5,210

セメント生産量 （千ｔ） 10,519 10,915 10,758 10,550 10,041

原単位（kg/t-セメント）

原料系 272 280 268 276 273

熱エネルギー系 39 37 34 36 39

副産物 206 201 213 208 207

計 （kg/t-セメント） 517 517 515 519 519
*1 原料系産業廃棄物：石炭灰，建設発生土，汚泥（浄水，下水，建設など），燃殻，ばいじん，スラッジ，瓦礫，廃酸，廃アルカリ，鉱さい，その他
*2 熱エネルギー系産業廃棄物：廃プラスチック類，廃白土，廃油，廃タイヤ，木くず，その他
*3 副産物：高炉スラグ，副産石膏，木質チップ（売電向け含む），その他
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図1　カルシウム含有物の資源化スキーム

　当社はNEDO研究委託事業である「カーボンリ

サイクル・次世代火力発電等技術推進事業/カーボ

ンリサイクル技術の共通基盤技術開発」において，

「カルシウム含有廃棄物からのCa抽出およびCO 2鉱

物固定化技術の研究開発」として，解体現場から発

生するコンクリートがら，建設現場からの戻りコ

ンや残コン，生コン工場等で生じるスラッジ等，多様

なカルシウム含有廃棄物からCaを抽出し，CO 2を鉱物

固定する革新的カーボンリサイクルプロセス構築の

基盤技術開発を進めている。この技術により鉱物化さ

れた炭酸塩は，セメント原料への再利用に止まらず，

高品質なフィラー等への利用が考えられる（図1）3）。

2－4．�2050年カーボンニュートラル（CN）に�

向けた取り組み

　（1） CNに向けた体制づくり

　当社グループはまず，2019年に「5つのマテリア

リティ」を特定した（図2）4）。この中に掲げる「地

球環境への配慮」，「循環型社会への貢献」の実行と

して，省エネルギー設備の導入やセメント製造を通

じたリサイクル事業，バイオマス発電事業による

カーボンニュートラルの取組みを重要な経営課題と

32� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 



セメコン2022_02_012_特集2（飯島氏）.indd  33 2022/02/01  17:58:56

	

図2　5つのマテリアリティ
【委員会】

【委員会構成部署】
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図3　サステナブル対策委員会の構成

認識し，2020－2022年度中期経営計画には環境対策

として「CO 2排出削減への取組み」を明記した。ま

たこれを受け，2020年4月に社長直属の機関として

サステナブル対策委員会を発足させた（図3）。

　同委員会の成果として，同年12月に2050年カーボ

ンニュートラルに向けた取り組みである『2050年

“カーボンニュートラル”ビジョン「SO-CN2050」』

の公表に至った5）（図4）。その結果，SO-CN2050の

公表やこれまでの取組みが高く評価され，翌年1月

に日本政策投資銀行（DBJ）の環境格付けで最高ラン

クの格付けを取得した6）。

　（2） SO-CN2050の取組み

　本ビジョンは中期目標である「2030年のエネル

ギー起源CO  2排出原単位を30％削減（2005年比）」

と，長期目標である「2050年カーボンニュートラル

に向けた，セメント製造におけるエネルギー起源 

CO2およびプロセス由来CO 2排出量“実質ゼロ”へ

の挑戦，およびサプライチェーンを通じたCO 2排出
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※1 セメントの主原料である石灰石のCaCO3（炭酸カルシウム）を高温焼成する際に排出されるCO>2 

※2 CO2の回収（Capture）・利用（Utilization）・貯留（Storage）

図4　SO-CN2050　全体ロードマップ

削減・社会全体の脱炭素化への貢献」の2本立てで

構成されている。2050年のカーボンニュートラルを

見据え，2030年までの目標達成のため300億円の投

資を実施する。

　この目標達成を具体的に進める専属組織として，

2021年4月1日にサステナビリティ推進室を設置した 

7)。前項で示した各部門でのこれまでの取組みに加

え，この組織ではカーボンニュートラルの諸施策，

気候変動問題を中心としたサステナビリティ課題に

全社横断的に取り組む役割を担う。また，2050年カー

ボンニュートラルの実現は，当社グループ単体だけ

の取組みのみで達成することは困難と考えられるた

め，他社・関係機関との協働，他社技術の導入等，

幅広いネットワークに基づく取り組みを進めて行く

必要があると考えている。

　（3） SO-CN2050セミナーの開催，ロゴの制定

　当社グループのCNに向けた取り組みのキックオフ

として，社長，担当役員，サステナビリティ推進室

長が登壇するセミナーを開催し，国内外のグループ

全事業所での視聴する形式とし，各事業所，グルー

プ各社の重要課題であることの理解とともに，グルー

プ員それぞれが当事者として考え実行する取り組み

であることの認識を一致させた。今後もこのような

セミナーは継続して実施し，社員の意識維持・向上

図5　SO-CN2050ビジョン　ロゴマーク
［SOCグループが2050年に向けカーボンニュートラルの取組み・
技術を深めることで，地球がクリーンになるイメージを表して
います。］

を図っていく。そのシンボルとしてロゴマークも制

定し，社内外の広報・啓蒙活動に活用している（図5）。

　（4） TCFD提言への賛同

　2015年に「金融安定理事会（FSB; Financial Stability 

Board）」により，気候変動に関する企業の対応を情

報開示するよう促す「気候関連財務情報開示タスク

フ ォ ー ス（TCFD; Task Force on Climate-related 

Financial Disclosures）」が設置された。TCFDは

2017年6月に報告書を公表し，企業等に対し気候変

動リスクと機会に関するガバナンス，戦略，リスク
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管理，指標と目標について開示することを推奨した。

　そのような中，経済産業省が「TCFDガイダンス」

を策定したことで，一気に国内の賛同機関が増え

た。この動きは，CO 2を多く排出する当社グループ

にとって，気候変動問題への対応は大変重要な経営

課題であり，TCFD提言への賛同と開示のフレーム

ワークは，当社の戦略立案にも合致するとし，賛同

表明に向けて社内各部門から代表者が集まるワーキ

ングを開催。気温上昇が今世紀末までに2℃以下ま

たは4℃上昇するシナリオを想定した上で，その気

候変動が当社グループのセメント関連事業，高機能

品事業に対してどのような影響を及ぼすかについて

分析を実施した。

　セメント生産におけるCO 2排出は，エネルギー起

源とプロセス由来があり，特にプロセス由来はセメ

ント原料に石灰石を使用しているため，ほぼ不可避

な排出源となっており，まずは廃プラスチック等の

代替エネルギー比率を高める等，静脈産業としての

役割を果たしながらCO 2低減を進め，かつCO 2を分

離・回収，有効利用する技術開発を推進・加速する

必要性があることを改めて認識した。

　さらに，セメント関連事業は，気候関連という広い

視点で考えれば，近年頻発する大規模災害に対する国

土強靭化策の推進，またCO 2吸収や回収技術が進め

ば多くの新しい事業機会があるといえる。また，高機

能品事業でも，半導体製造装置用部品や光通信部材，

リチウムイオン電池正極材料等，当社グループが培っ

た技術が脱炭素化社会のもたらす新しい生活様式に大

きく貢献できる分野であり，CO 2多排出企業ではある

が，当社グループの取組みは新しい生活様式に必要

となる事業構成になっていると考えられた。

　以上の分析結果と併せ，2021年8月にTCFD提言

に賛同するとともにTCFDコンソーシアムへの参加

を表明した8）。

　（5） トラッキング付き非化石電力の導入

　オフィスにおける電力のカーボンフリー化の一環

で，2021年4月より住友大阪セメント本社ビル（東京

都千代田区）で使用する電力量の全てを自社のバイ

写真2　栃木工場バイオマス発電設備

オマス発電所（栃木県佐野市）が作るグリーン電力で

供給する契約を結ぶことで，本社ビル使用電力の完

全カーボンフリー化を実現した。

　これは，石炭などの化石エネルギーを使用しない

で発電された電気に環境価値（トラッキング付き非

化石証書）を付与させ，その電気と価値を購入し使

用するものである（写真2）9）。

　当社は栃木，赤穂，高知（2基）の各工場に自家発

電所を保有している。栃木はバイオマス発電所であ

るが，残りは石炭火力発電所であり，バイオマス（非

石炭）比率を高めることで非効率石炭火力フェード

アウトの基準である事業者発電効率43％以上を達成

してゆく方針である。

　（6） その他

　経団連が政府と連携して進めている「チャレンジ

ゼロ」へは，前述の「カルシウム含有廃棄物からの

Ca抽出およびCO 2鉱物固定化技術の研究開発」に加

え，「光触媒によるグリーン水素の製造」の2テーマ

で参加した。特に後者の取組みは，当社の高機能品

事業で培われた独自の水熱合成技術により高性能化

された触媒と太陽エネルギーを使った水分解によ

り，水素（グリーン水素）の製造を可能にする材料の

開発に取り組むものである。

3．おわりに

　カーボンニュートラルは高く険しい目標である

が，日々変化し，千変万化する多様な知識・情報を

広く求め，多面的な取り組みを行う必要があると考
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える。単独社での問題解決にこだわることなく，来

るべき未来も成長し輝ける業界，企業グループで

あるよう，グループ一丸となって2050年カーボン

ニュートラルに取り組んで参ります。
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　セメント協会は海外向けにわが国セメント産業をダイジェストしたパンフ
レットを発行しました（ A4版・ 16ページ）。需要と供給・分野別販売先・輸出
と輸入・物流関連・建設投資状況・エネルギー・世界のセメント情報などを図表
で紹介。海外の方に日本のセメント産業を理解いただくためのツールとしてご活
用下さい。
　ご希望の方には送料ご負担（着払い）でお頒けいたします。申し込みは部数と送
付先を明記の上，下記までファクスでお願いします。
（一社）セメント協会　広報部門　 03-5200-5062

［おもな内容］1.JCA� MEMBER�COMPANIES　2.DEMAND� AND�SUPPLY�
3.CEMENT�SALES�BY�CUSTOMER　4.IMPORT�AND�EXPORT　5.CEMENT �
DELIVERY�FLOW　6.CONSTRUCTION� INVESTMENT　7.ENERGY �
CONSUMPTION,�RAW�MATERIALS　8.CEMENT�PLANTS�LOCATION

無料でお頒けします

一般向け環境パンフレット
セメントは暮らしを支えるサポーター

　セメント協会はとかく難しくなりがちな社
会資本整備への取り組みや循環型社会への貢
献を楽しいイラストや写真・グラフを多用し
てわかりやすく解説したパンフレットを作成
しています。
　大人から子供たちまで，あらゆる世代の方々
にご理解いただける内容です。ご希望の方には
無料でお届けいたします。申込みは部数と送付
先を明記の上，下記までファクスでお申込み下
さい。
（一社）セメント協会　広報部門　 03－5200－5062

［おもな内容］ 1．みんなの安全なくらしを守るコンクリート　 2．セメントってどんなもの？　 3．世界トップ
クラスの省エネ技術　 4．廃棄物をセメントの原料に　 5．セメント工場がなかったら日本はゴミの山？　 6．
未来を守るセメント工場
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カラオケが夢の中でも追いかけてくる

関根 福一

　入社5年目を迎えようとしている3月，上司
の赤穂工場長から人事異動の内示を受けた。
「君には，仙崎（山口県長門市仙崎）に異動して
もらう。当社秋芳鉱山の出荷設備のある所で，
仕事の主体は，〝5時から男〟らしい。色々
あって，色々ある所らしい。」という話だった。
　通常なら，東への異動なのに西かと思った
ことを鮮明に覚えている。そして，同期入社
のF君から送られてきた本が「左遷の哲学」
であり，えらく心をえぐる配慮に感心した次
第である。
　発令日に赴任して，前任者から引継ぎを受
けたが，どうも雰囲気が違う。えらく事務的
だと思ったら，午前中で私は早期退職します
ので後はよろしくだった。考えてみれば，書
類のある場所を教えてもらっただけである。
　仙崎では，今考えても目頭が熱くなる洗礼
を受けた。それは何とカラオケである。
　昭和54年，当時はまだ地方都市にカラオケ
が普及しだしたころであり，画面には単に歌
詞が写るだけで映像はまだなかった。そして，
当地のルールとして引受け（幹事会社）が先陣
を切って一曲歌わなければならないのである。
これが礼儀で，そうしないと客先が歌えない
のである。
　私は，小学校1年の時の家庭訪問で，担任
の先生から私の母親に対して「この子はとて

も音痴です。ラジオの歌番組をよく聞かせて
ください。」と言われ，母がえらく顔を真っ
赤にして小さくなっていたのを覚えている。
当時は，一般家庭にはまだテレビはなかった
のである。
　そして，私が結婚する時，母が妻に言った
ことは「この子はとても音痴ですので，決し
て人前で歌わせるようなことだけはしないで
欲しい」だった。
　それが，こともあろうか宴会のたびに歌わ
なければならない。あまりにも曲と合わない
ので自分でも悲しくなる。只々，皆のひん
しゅくと同情を買うばかりだった。
　仕方なくカセットデッキとテープを買っ
てきて，擦り切れるほど聞いて練習したが，
ちっともうまく歌えない。見かねたスナック
のママが「お昼休みに来なさい。いつも店を
開けて掃除をしているので，ただでカラオケ
を使っていいから練習しなさい。」と言って
くれ，行ってみたら，女性の従業員をコーチ
としてつけてくれていた。
　彼女は高校時代コーラス部だったらしく，
とても歌が上手な人だった。
　「一曲だけでいいから，マスターしましょう」
と言われ，当時流行っていた〝北国の春〟を徹
底的に練習させられた。彼女の熱心な特訓を
約2週間にわたって受けることができたのであ
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る。今もこの曲が流れてくると，当時を
思い出して込み上げてくるものがある。

　かくして，32年後に社長になった。
今思うに仙崎での勤務を終えて，社長
になるまでの間，全くカラオケをする
ことはなかった。
　ところが毎月実施される社長会に出
席し，会議が終わると懇親会そしてカ
ラオケとなる会合があることを初めて
知ったのである。
　一人2曲，歌わなければならない。も
う二度と歌わなくてもいいと思ってい
たカラオケを社長になって歌うとは考
えてもいなかった。
　それでも，練習しないと歌えない。
社長が一人スナック通いもできないの
でスマホのYouTubeで練習した。とは
いえ，今はいやいやではなく，むしろ，
自分がその世界に浸りきって楽しむこ
とになったから不思議である。
　五木ひろしさんの“長良川艶歌〟と〝細
雪〟の歌詞を覚え，ディナーショーでもしてい
る気分で歩きながら，周囲を盛り上げようとす
る。そして，皆さんに喜んでもらっていると
自分で勝手に思っている。この天と地ほどの
変わりように自分でも驚き，あきれている。
　仙崎での4年間を振り返ると，ほぼ毎晩一
人で民家訪問をしていたような気がする。民
家を訪ねて当社の船積操業の実態を聴取する
ことで，地元住民とのコミュニケーションを
深めていったのである。
　地元のママさんバレーボールのお手伝いや
地元青年団の活動にもできるだけ参加した。
バレー・野球・ソフトボールの控え選手，祭

りの神輿担ぎ等である。よくお酒も飲んだ。
　当時一緒に活動した人が，今はお互い年を
取り，部落の長（おさ）となっている。私のよ
き理解者でいてくれることは，非常に有難く，
心強い限りだ。
　手探りの漁師町勤務であったが，今振り返
ると，カラオケに始まりカラオケに泣かされ
続けた思いが強い。
　〝あせらず，おこらず，やすまず，あきら
めず〟を信条としてもがき苦しんだことが私
の会社員としての出発点であったような気が
している。

　［せきね　ふくいち／住友大阪セメント㈱
取締役会長］
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

NEDOムーンショット型研究開発
「C4S研究開発プロジェクト」の

現状と展望
野口�貴文

1．ムーンショット事業の背景

　2018年6月，内閣府に設置された総合科学技術・

イノベーション会議（CSTI）において，日本発の

破壊的イノベーションの創出を目指して，ムーン

ショット型研究（従来技術の延長ではなく，より大

胆な発想に基づく挑戦的な研究）の必要性が提言さ

れた。その後，ムーンショット型研究開発制度に係

るビジョナリー会議などの検討を経て，

　1）未来社会を展望し，困難であるが実現すれば

大きなインパクトが期待される社会課題を対

象として，人々を魅了する野心的な目標およ

び構想を掲げて，その実現を目指すこと

　2）今日，さまざまな分野において破壊的なイノ

ベーションが生み出されつつある状況に鑑み，

わが国の基礎研究力を最大限に引き出す挑戦的

研究開発を積極的に推進し，失敗も許容しなが

ら革新的な研究成果を発掘・育成に導くこと

を旨とするムーンショット型研究開発事業がスター

トした。「人々の幸福（Human Well-being）」の実現

を目指し，将来の社会課題を解決するために，人々 

Current�Status�and�Prospects�of�NEDO�Moonshot�R&D�“C4S� 
Research�and�Development�Project”�(by�NOGUCHI�Takafumi) 

のぐち　たかふみ
東京大学　大学院工学系研究科　教授　博士（工学）

表1　ムーンショット目標の領域

1 社会 急進的イノベーションで少子高齢化時代を切り拓く。
［課題：少子高齢化，労働人口減少等］ 

2 環境
地球環境を回復させながら都市文明を発展させる。
［課題：地球温暖化，海洋プラスチック，資源の枯渇，
環境保全と食料生産の両立等］ 

3 経済
サイエンスとテクノロジーでフロンティアを開拓する。
［課題： Society5.0 実現のための計算需要増大，人類の
活動領域拡大等］

表2　9つのムーンショット目標と研究推進法人

ムーンショット目標 研究推進法人 

1 2050 年までに，人が身体，脳，空間，時間の制
約から解放された社会を実現 

JST 

2 2050 年までに，超早期に疾患の予測・予防をすることができる社会を実現 
JST 

3 2050 年までに， AI とロボットの共進化により，
自ら学習・行動し人と共生するロボットを実現 

JST 

4 2050 年までに，地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を実現 
NEDO 

5
2050 年までに，未利用の生物機能等のフル活用
により，地球規模でムリ・ムダのない持続的な
食料供給産業を創出 

BRAIN 

6
2050 年までに，経済・産業・安全保障を飛躍的
に発展させる誤り耐性型汎用量子コンピュータ
を実現 

JST 

7
2040 年までに，主要な疾患を予防・克服し 100
歳まで健康不安なく人生を楽しむためのサステ
イナブルな医療・介護システムを実現 

AMED 

8
2050 年までに，激甚化しつつある台風や豪雨を
制御し極端風水害の脅威から解放された安全安
心な社会を実現 

JST 

9 2050 年までに，こころの安らぎや活力を増大することで，精神的に豊かで躍動的な社会を実現 
JST

の幸福で豊かな暮らしの基盤となる表1に示す3つ

の領域から，現在，表2に示す具体的な9つの目標

が定められ，4つの国立研究開発法人，すなわち  

JST（科学技術振興機構），NEDO（新エネルギー・

産業技術総合開発機構），BRAIN（農業・食品産業
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図1　実現すべき持続可能な資源循環2）
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資源循環シナリオ設計
法令・規格の制定 
CO2排出削減効果分析

CCC製造

CCC原料製造

技術総合研究機構・生物系特定産業技術研究支援セン

ター），AMED（日本医療研究開発機構）において，

ムーンショット型研究開発事業が進められつつある1）。

　これら9つの目標のうち，目標4は，図1に示すよ

うに，地球環境再生のために，持続可能な資源循環

の実現による地球温暖化問題の解決（Cool Earth）と

環境汚染問題の解決（Clean Earth）を目指すもので

あり，Cool Earthは，温室効果ガスであるCO 2を大

量に排出し，石灰石資源・骨材資源を大量に消費し

てきたセメント・コンクリート分野が目指す方向性

と深く関係している。Cool Earthでは，2030年まで

に，温室効果ガスに係る循環技術を開発し，ライフ

サイクルアセスメント（LCA）の観点からも有効で

あることをパイロット規模で確認すること，そして，

2050年までに，資源循環技術を用いた商業規模のプ

ラントや製品を世界的に普及させることが求められ

ている。すなわち，CO 2を環境負荷物質ではなく資

源として捉え，排ガスや大気中から回収したCO 2を

原料として燃料・化学品・建設資材などを生産し利

用していくことで，CO 2の資源循環を実現しなけれ

ばならない。

2．C4S研究開発プロジェクトの目的

　2020年，ムーンショット目標4に対する研究開発公

募がNEDOからなされ，DAC（Direct Air Capture，

大気中からのCO 2の直接回収）に関わる研究開発に混

じって，筆者をPMとする「C 4S研究開発プロジェク

図2　C4SにおけるCO2とCaの循環

ト」（C 4S：Calcium Carbonate Circulation System 

for Construction，建設分野の炭酸カルシウム循環

システム）が唯一建設分野に関わるものとして採択

され2），研究開発を開始した3）。C4S研究開発プロ

ジェクトでは，コンクリート構造物中のカルシウム

（Ca）をCO 2吸収源とみなし，構造物の解体によって

発生するコンクリート廃棄物中のCaと大気中のCO 2

（工場排ガス中の高濃度CO 2でも可）とを結合させ

て，炭酸カルシウムコンクリート（CCC：Calcium 

Carbonate Concrete）として再生する技術を開発し，

CCCを従来のセメント・コンクリートに替わる主要

な建設材料として利用することで，図2に示すよう

なCO 2とCaの循環を実現することを目標とし，3つ

の個別研究開発プロジェクト（PJⅠ，PJⅡ，PJⅢ）を

立ち上げ，5大学および3社で連携して取り組んでい

る。

　C4Sの実現により，世界全体でセメントの製造時

における石灰石の脱炭酸によって大気中に放出され

た累計550億t超4）のCO 2は，石灰石の脱炭酸でコン

クリート中に残されているCaによって吸収・固定

されることとなる。これは，コンクリートが現在大

気中に存在するCO 2総量（28,000億t5））の約2%を回収

できることを意味している。

3．C4S研究開発プロジェクトの現状

　CCCの製造手法の概要と原理を図3に示す。ま

ず，コンクリート廃棄物を破砕して再生骨材と微粉
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図3　CCCの製造手法の概要と原理6）

末（主成分：セメント硬化体）とに分別し，どちらも

完全に炭酸化（化学反応式：CaO＋CO 2→CaCO3）さ

せる。次に，炭酸化させた微粉末を水中に投入した

後に，水中にCO 2を吹き込んで炭酸水素カルシウム

（Ca（HCO 3）2）水溶液とする（化学反応式：CaCO 3＋ 

H2O＋CO 2→Ca（HCO3）2）。そして，容器に詰めた

再生骨材の粒子間に炭酸水素カルシウム水溶液を通

水し，水分蒸発，温度変化，pH変化など，炭酸カ

ルシウムの溶解度を低下させる操作を施すことで，

図4および図5に示すように，再生骨材の粒子間に

炭酸カルシウムの微細な結晶（アラゴナイトの針状

結晶とカルサイトの塊状結晶）を生成させる。この時，

炭酸水素カルシウム水溶液からの炭酸カルシウムの

析出と，CSH等から溶脱したカルシウムと炭酸水素

カルシウムから生じたCO 2との反応による炭酸カルシ

ウムの生成とが同時に生じると考えられる6）（化学反

応式：Ca（HCO3）2→CaCO3＋H2O＋CO 2およびCaO

＋CO 2→CaCO3）。これらの反応で生じた炭酸カルシウ

硬化前

硬化後

針状結晶（アラゴナイト） 

50μm 

10μm

相
（
質
量
％
）

図4　骨材間に析出した針状結晶のアラゴナイト 
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炭酸化セメント硬化体微粉末 CCC硬化体

ハイドロガーネット
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Ca（OH）2 

C4AF 
C3A
ビーライト
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図5　セメント硬化体とCCC硬化体の構成6）

図6　CCC硬化体（左：直径50mm）

ムにより再生骨材が繋ぎ合わされて図6に示すよう

な硬化体となる。現時点で得られているCCC硬化

体の圧縮強度は，直径10mmの円柱体で15MPa，直

径50mmの円柱体で4MPaであり，2022年末までに

は建築基準法で求められる12MPaを直径100mmの
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円柱体で実現すべく，現在，骨材粒子の充塡率，炭

酸水素カルシウム水溶液の通水速度，炭酸カルシウ

ムの析出温度の設定など，製造プロセスの改善・最

適化を試みている。

4．CCCによるCO2吸収・固定化と
資源循環

　従来のセメント・コンクリートをCCCに置き換え

ることによるCO 2削減量に関しては，図7に示すよ

うに，CCCを1m 3製造すると，コンクリート廃棄物

中のCaの炭酸化反応によって124kgのCO 2が吸収・

固定され，CCCの原料（コンクリート廃棄物）およ

びCCC製品の製造・運搬に伴うCO 2排出量を加算し

ても，トータルで▲73kg/m 3のカーボンマイナスに

なる。すなわち，従来のセメント・コンクリート

をCCCに置き換えることで，▲331kg/m 3のCO 2削

減効果が見込める。また，CCC構造物を解体して

CCCをリサイクルする場合にも，排出されるCO 2量

は51kg/m 3と非常に少量であると想定される。しか

しながら，現状，実験室レベルでのCCCの製造に

おいては，吸収・固定されるCO 2量よりもCCCの製

造で消費される電気エネルギーから計算されるCO 2

排出量の方が大きく6），今後，製造装置のスケール

図7　CCCによるCO2吸収・固定量・削減効果 

セメントコンクリート
（生コンクリート）

セメントコンクリート
（プレキャスト） 
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コンクリートの製造
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結合材の製造（脱炭酸以外）
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アップを図っていく際にCO 2排出量の削減手法を講

じていく必要がある。

　日本におけるセメント・コンクリートに関する

資源循環（CO 2を含む）の現状（取得可能な統計値の

関係で2016年度の値）を図8に示す。コンクリート

の年間生産量は3.25億tであり，セメントの生産に

伴って毎年4,300万tものCO 2が排出されている。将

来，従来のコンクリートが順次CCCに置き換わっ

ていくとすると，資源循環は図9のようになると予

想される。すなわち，構造物の解体に伴って毎年発

生するコンクリート廃棄物がCO 2の吸収・固定源とな

り，その全量を原料として用いてCCCを生産するこ

とにより，国内で毎年2,040万tのCO 2が吸収・固定さ

れることとなる。そして，現在までにセメント生産

時の石灰石の脱炭酸によって大気に放出されたCO 2の

全量（日本全体で約20億t，世界全体で550億t超）が回

収され，CCCとして固定される。その後，CCCは低

エネルギーで何回でも繰り返し再生利用される。す

なわち，コンクリートは木材と同様のカーボンニュー

トラルな建設材料へと転換することとなる。

5．今後の課題と展望

　CCCの製造・施工は，従来のコンクリートと同じ
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CO2：43 前提条件（コンクリート）

珪石・粘土：3

■　気乾単位容積質量（t/m3）　　2.3
■　配（調）合（kg/m3）　　　　　　　水：180，セメント：300，細骨材：800，粗骨材：1000

単位：百万t

石灰石（Ca源）：61 輸出用クリンカ（Ca
含有）：6

ポルトランドセメント
（Ca含有）：41

結合材（Ca含有）： 
53

副産物・廃棄物：28

副産物（高炉スラグ
等，Ca含有）：5

高炉セメント等（Ca
含有）：12

再生骨材（Ca含
有）：0.1

コンクリート廃棄物
（Ca含有）：64

天然砂利・砂：85

骨材：259　［石灰石骨材（Ca含有）：30］
砕石・砕砂；174
［石灰砕石・砕砂
（Ca含有）：30］ 

コンクリート（Ca含
有）：325

路盤材：埋戻し材
（Ca含有）

コンクリート構造物
（Ca含有）

図8　コンクリートに関する日本の資源循環の現状（2016年度）文献7）～11）を基に作成

CaO：8

CaO以外 CO2：20.4

水分など

水分：5 単位：百万t

CaCO3結合剤：14.2

CCC：320

前提条件
■　CCCの気乾単位容積質量（t/m3）　　　 2.26
■　炭酸化再生骨材の表乾密度（t/m3）　 2.40
■　炭酸化再生骨材の実績率（％）　　　　 90
■　セメント硬化体中の水分の割合（％）　28.6

CCC構造物

コンクリート構造物
（Ca含有）

セメント硬化体微粉
（Ca含有）：18

炭酸化再生骨材：305.8
［付着CaO3：32.2］

コンクリート廃棄物
（Ca含有）：325

再生骨材：307
［付着セメント硬化体
（Ca含有）：41.4］

図9　全コンクリート構造物がCCC構造物に置き換わっていく場合の日本の資源循環

ように，工事現場で型枠を組んで施工する方法も想

定されなくもないが，前述の製造手法から想像でき

るように，CCCは，工場製品として製造された後に

工事現場に運搬され，組み立てられて構造物となる

可能性が高い。したがって，CCCの普及に向けては，

従来のコンクリートと同等レベルの圧縮強度（たと

えば30MPa）を有し，構造部材として機能する寸法

（たとえば直径60cmの円柱）を有するCCC部材を短

時間（たとえば1日）で製造できる手法の確立が必要

となるであろう。

　CCC構造物の構造形式は，従来の鉄筋コンクリー

ト構造よりも，プレストレスト構造やコンクリート

充塡鋼管（CFT）構造などの方が，柱と梁の接合方法

などに鑑みると，適しているかもしれない。または，

CCCに適した全く新しい構造形式が必要となるかも

しれない。また，CCCはアルカリ性ではないため，

鋼材の腐食が懸念されることから，補強材やプレス

トレスト構造で用いる緊張材には，繊維強化プラス

チック（FRP）製のロッドなどが有効となるであろう。

　CCCは，従来のコンクリートとは全く異なる構造

材料であることから，CCCを広く国内外で普及させ

るには，CCCの製造方法，およびCCC構造物の設計

方法・施工方法・維持管理方法に対する指針・標準

仕様書などの制定が必要となる。さらに，CCCを建

築物の主要構造部に適用する場合には，建築基準法

に対して，解釈（CCCはコンクリートか否か）を含め

た適法化の検討が必須となる。たとえば，建築物の

主要構造部に用いられる構造材料としてCCCを普

及させるために必要となるさまざまな制度の制定・

改正プロセスは以下のようになると想定される。
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　① 建築基準法第20条に基づく大臣認定取得

　② 日本建築学会設計規準・工事標準仕様書制定

　③ 建設省告示1446号（技術的基準）別表第二（品質

基準及びその測定方法等）改正

　④ 建築基準法第37条2項に基づく大臣認定取得

　⑤ 日本産業規格（JIS）制定

　⑥ 建設省告示1446号（技術的基準）別表第一（法第

三十七条第一号の日本産業規格又は日本農林

規格）改正

　⑦ 建築基準法第37条1項への適合

　以上のように，解決しなければならない課題は山

積しているが，C 4S研究開発プロジェクトには，「数

億年前の太古にCO 2が固定されてヒマラヤ山脈やア

ルプス山脈が盛り上がり，生物が生きていけるCool

Earthになった。『C4S研究開発プロジェクト』は，

これを現代文明社会で再現して再び地球を救おうと

いう壮大なプロジェクトである。」という大きな期

待が寄せられている。2021年の建築分野における最

もエキサイティングな新技術の一つにCCCが選ば

れた12）。CCCによって構築されるC 4Sが「ホワイト

カーボン」の主役となるべく，多くの期待に何とし

ても応える必要がある。

［参考文献］

1）内閣府／ムーンショット型研究開発制度，研究開発プロ
ジェクト，https://www8.cao.go.jp/cstp/moonshot/project.
html，2022年1月10日

2）NEDO／ムーンショット型研究開発事業，https://www.
nedo.go.jp/activities/ZZJP_100161.html，2022年1月10日

3）ム ー ン シ ョ ッ トC  4S 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト，https://
moonshot-c4s.jp/，2022年1月10日

4）野口貴文他／ムーンショット目標4に貢献する「C 4S研究開発
プロジェクト」の概要，日本建築学会大会学術講演梗概集，
材料施工，pp.381～382，2021

5）自然科学研究機構 国立天文台／理科年表，https://www.
rikanenpyo.jp/kaisetsu/kankyou/kan_004.html，2022年 1月
10日

6）Ippei Maruyama et al.／A New Concept of Calcium 
Carbonate Concrete using Demolished Concrete and CO2, 
Journal of Advanced Concrete Technology, Vol.19, pp.1052
～1060, 2021

7） セメント協会／セメントのLCIデータの概要，2021
8） 石灰石鉱業協会調査部／石灰石の生産・出荷推移，2021
9）経済産業省製造産業局素材産業課／平成29年度総合骨材需給

表（試算），2020
10）セメント協会／2016年会計年度 都道府県別需要部門別販売

高，https://www.jcassoc.or.jp/cement/3pdf/jh3_1600_d.pdf，
2022年1月10日

11）セメント協会／生産高（会計年），https://www.jcassoc.or.jp/
cement/3pdf/jh2_1100.pdf，2022年1月10日

12） Archinect: The most exciting emerging technologies 
in architecture in 2021, https://archinect.com/news/ 
article/150292430/the-most-exciting-emerging-technologies-
in-architecture-in-2021，2022年1月10日

・無料でお頒けします

環境にやさしいセメント産業 2021
A4判・8ページ

セメント協会では，わが国セメント産業のダイジ

ェストを紹介したパンフレットを発行していま

す。このほど最新の2021年版を発行，図表を多

用した分かりやすい内容です。ご希望の方には無

料にてお頒けしております。申込みは部数と送付

先を明記の上，下記までファクスにてお申し込み

ください。

（一社）セメント協会　広報部門 03−5200−5062 

［主な内容］セメント産業の現状，セメントの製

造，脱炭素社会を目指すセメント産業の長期ビジ

ョン，カーボンニュートラル行動計画

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 45

https://archinect.com/news


セメコン2022_02_016_特集1（野口氏／CP）.indd  46 2022/02/03  15:24:22

 

 

特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

CPコンクリートによる 
CO2吸収に対するRRCSの取り組み

野口�貴文

1．RRCSの設立経緯・活動趣旨

　レディーミクストコンクリート工場で練り混ぜら

れ建設工事現場に運搬されたコンクリートの4%程

度，すなわち世界全体で毎年11億t程度（約4.5億m 3），

日本国内で毎年800万t程度（約350万m 3）は，残コン

クリート・戻りコンクリートとなって利用されずに

廃棄されている。その量は，世界全体で年間東京ドー

ム360杯分，日本国内だけでも年間東京ドーム3杯分

にもなると予想される。このような状況に鑑み，建

設工事で使用されず現場に残ってしまった「残コン

クリート（残コン）」，および工場に戻ってきた「戻り

コンクリート（戻りコン）」の削減を図ること，ならび

にコンクリートの生産によって排出されているCO 2の

削減と有効利用を図ることを目的として，2020年9月，

一般社団法人生コン・残コンソリューション技術研

究会（RRCS: Ready-mixed and Returned Concrete 

Solution Association）が設立された。設立に先立つ

同年8月19日にはキックオフ大会が開催されている。

ちなみに，2021年末時点でRRCSに加盟している団

体・個人は99者となっている。 

RRCS�Initiatives�for�CO2�Absorption�by�CP�Concrete� 
(by��NOGUCHI�Takafumi) 

のぐち　たかふみ
東京大学　大学院工学系研究科　教授　博士（工学）

図1　RRCSが主に関わるSDGsの3つのゴール

　RRCSの活動趣旨は，残コン・戻りコンおよび  

CO2排出量の削減に向けて，新素材・新技術の研

究開発，および規格・制度の構築に向けた活動を

支援することによって，資源循環型社会・脱炭素

社会の構築に貢献することである。そして，国連

の掲げる持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable 

Development Goals）に関して，図1に示すように，

9番目の目標「産業と技術革新の基盤をつくろう」

（強靭なインフラ構築，包摂的かつ持続可能な産業

化の促進およびイノベーションの推進を図る）や12

番目の目標「つくる責任 つかう責任」（持続可能な

消費生産形態を確保する）の達成に向けて，学識経

験者，政府関係者，建設業者，コンクリート生産者，

資材・設備生産者などが協力し合い，SDGsの17番

目の目標「パートナーシップで目標を達成しよう」

（持続可能な開発のための実施手段を強化し，グロー

バル・パートナーシップを活性化する）を実践する

組織として，RRCSは残コン・生コンに関わるさま

ざまな問題の解決に取り組んでいる。
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図2　的確なデリバリーによるリデュース

図3　現場内利用によるリユース

2．RRCSの活動内容

　RRCSの設立目的である残コン・戻りコンの削減

を促すには，残コン・戻りコンの発生そのものを抑

制するとともに，残コン・戻りコンとなってしまっ

たコンクリートが廃棄物とならないようにするため

の方策が必要である。RRCSでは，資源循環の基本

である3R，すなわち「リデュース（Reduce）」，「リ

ユース（Reuse）」，「リサイクル（Recycle）」だけで

なく，これらに「リロケート（Relocate）」と「リカ

バー（Recover）」を加えた5Rの実行が肝要であると

の認識のもと，活動を行っている。

　リデュースでは，残コン・戻りコン自体の発生抑

制に向けて，不合格品を生じさせない品質管理の

徹底はもちろんのこと，BIM（Building Information 

Modeling）ま た は CIM（Construction Information 

Modeling），およびセンシング技術を駆使しての必

要なコンクリート量の正確な把握や，図2に示す

ように，時々刻々と変化する交通事情の的確な捕

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 

図4　簡易なプロセスで再生するリサイクル

図5　別の場所に運び別用途で利用するリロケート

捉を基にしたGPS搭載車との連携によるジャスト

インタイムなデリバリーネットワークの構築が必

要となる。

　リユースでは，図3に示すように，万が一，残コ

ンが発生した場合でも，工事現場内での別用途（埋

戻しなど）を予め想定・計画しておくなどの措置に

より，戻りコンの大幅な削減が可能となる。

　リサイクルでは，図4に示すように，残コン・戻

りコンを簡易なプロセスで粒状化してコンクリート

用再生骨材または再生路盤材として利用することが

可能であるが，これら再生材の規格化・標準化を進

め，需要先を確保する必要がある。

　一方，リロケートでは，図5に示すように，別の

場所に残コン・戻りコンを運搬し，流動性・強度・

耐久性などにそれほど高い性能を必要としない用途

（たとえば，土間，駐車場舗装，ブロックなど）で利

用することが考えられるが，需要と供給のマッチン

グをタイムリーに行うシステムの開発が必要とな

る。また，ブロックは，規格が存在する場合には規

定内容への適合化，規格が存在しない場合には規格
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図6　元の品質・性能に回復させるリカバー

表1　分科会の構成

分科会 リーダー・サブリーダー 目的・ゴール

リロケート

リーダー：北海道大学・北
垣亮馬准教授

サブリーダー：青木あすな
ろ建設・藤田一哉氏

目的：戻りコンを用いたブ
ロック等の規格・標準化

ゴール：  JIS制定，または
RRCS独自の規格制定

リサイクル

リーダー：明治大学・小山
明男教授

サブリーダー：安藤・間・
白岩誠史氏

目的：戻りコンと残コンの
粒状化方法およびその成
果物の規格・標準化

ゴール：JIS制定

オンサイト
（リデュース
リ ユ ー ス，
リカバー）

リーダー：金沢工業大学・
， 宮里心一教授
サブリーダー：淺沼組・山

﨑順二氏

目的：建設現場における残
コンの抑制方法および発
生した残コンの処理方法
の標準化

ゴール：標準示方書および
JASS 5への記載

の開発が必要となる。

　リカバーでは，図6に示すように，スランプ・空

気量などが不合格になったコンクリートであって

も，化学混和剤を加えて練り返すことで所定の品質・

性能に回復させて利用することが可能となる。ただ

し，法律上・規格上・契約上の正当化が必要となる。

　以上の課題を解決するために，RRCSでは表1に

示す3つの分科会を設け，残コン・戻りコンの削減・

利用に有効と考えられる技術・システムの社会実装・

普及に向けて，標準化などの検討を行っている。

　また，RRCSでは，表2に示すように，毎月，コ

ンクリートのさまざまな課題をテーマとして，業界

内外の各分野で活躍されている方々との対談・座談

会を行い，YouTubeで配信して社会全体での取組

みを促している。

3．CPコンクリートによる 
CO2吸収・固定化

　残コン・戻りコンの削減以外のRRCSのもう一つ

の取組みが，コンクリートに関わるCO 2排出量の削 

48� 

表2　これまでに催した対談・座談会

回 年月 内容 

1 2020.11 東西トップアカデミアが語る
「縦割り」「既得権益」「悪しき前例」 

2 2020.12
現場とアカデミア，施工者と納品業者の認識は一
致しているか⁉

「残コン・戻りコンの定義とは？」 

3 2021.1
新春対談・金融界の巨人が語る

「日本生命は ESG重視にシフトすることで，何を
目指すのか？」 

4 2021.2
えっ，生コン業界ってまだFAXなんですか⁉
移動通信の変遷を体現してきた男が語る

「コミュニケーションの温故知新」 

5 2021.3
残コンで残業⁉
生コンプラントも建設業界の一員です！

「建設業の働き方改革を考える」 

6 2021.4
こんなにあるぞ，生コンクリート関連C O 2削減手段

「カーボンニュートラル社会を実現するための実
装」 

7 2021.5
カーボンニュートラルに向けて，コンクリートが
貢献出来ること

「環境金融の現在と未来」 

8 2021.6
リサイクルなのに， JISもあるのに，なぜ流通量
が少ない？

「再生骨材市場を活性化させるために必要なこと」 

9 2021.7

＝分科会を立ち上げます！＝
残コンを実のところ

「どうやって処理していますか？どうやって減ら
そうとしていますか」 

10 2021.8 
CO2排出量は，” 竣工前：竣工後＝3：7” である⁉

「カーボンニュートラル社会に向けた建設設計の
ありかた」 

11 2021.9
－日経コンストラクション共同企画－
グリーンインフラの一丁目一番地に挑む地方銀行

「環境×建設×金融で始まる新しい地方創生」 

12 2021.10 建設業界の雄とトップアカデミアが語る
「コンクリートの将来はこうあるべきだ！」 

13 2021.11 野口先生に訊く！
「コンクリートの世界－今までとこれから－」 

14 2021.12 道路業界もコンクリートに注目！？
「なぜ，道路会社がRRCS加入を決めたのか？ 

15 2022.1

建築界の巨匠・隈研吾氏を 2022年新春企画にお招
きして

「  2050年そして  2100年の建築はどうなっている
か？」

減である。RRCSでは，CO 2を吸収・固定するコン

クリートをCPコンクリート（CP：Carbon Pool）と

銘打って，図7に示す技術開発・社会実装プロジェ

クトをさまざまな企業・研究機関と連携して実施し

始めたところである。すなわち，

　① 生コンスラッジ粉末を対象としてCO 2を吸収・

固定させた混和材を製造する技術

　② 残コン・戻りコンを対象としてCO  2を吸収・

固定させた粒状化骨材を製造する技術

　③ 解体コンクリート塊を対象としてCO 2を吸収・
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図7　CPコンクリートによるCO2排出削減・固定化プロジェクトの全体像

固定させた再生骨材・路盤材を製造する技術

　④ CO 2を吸収・固定させた材料を用いて舗装用

透水性CPコンクリートを製造する技術

　⑤ 舗装用透水性CPコンクリートを施工して更に 

CO2を吸収・固定（炭酸化養生）する技術

　⑥ CO 2を吸収・固定させた材料を用いて一般構

造物用CPコンクリートを製造する技術

　⑦ 一般構造物用CPコンクリートを施工して更に 

CO2を吸収・固定（炭酸化養生）する技術

などの開発を行うとともに，順次，実構造物への適

用を図っていく。

　これらの技術開発の目標は，

　1）副産物・廃棄物由来のコンクリート材料およ

びそれらを用いたCPコンクリートにCO 2を速

く大量に吸収・固定する技術を確立すること

　2）CPコンクリート・CPコンクリート構造物に従

来のコンクリート・鉄筋コンクリート構造物

と同等以上の品質・性能を付与する技術を確

立すること

　3）都市部の駐車場・歩道・車道を保水性に優れ

た粒状化骨材または再生骨材を用いた透水性

CPコンクリートで舗装することによってヒー

トアイランド現象の抑制を図ること

表3　舗装用透水性CPコンクリートのCO2吸収・固定量

対象 CO2吸収・固定量

炭酸化スラッジ混和材 377kg-CO2/t

炭酸化粒状化骨材 37.8kg-CO2/t

炭酸化再生骨材 37.8kg-CO2/t

炭酸化コンクリート
配（調）合

水：165kg/m3，セメント：240kg/m3

混和材：60kg/m3，骨材：1400kg/m3 

163kg-CO2/m3 

である。一例として，舗装用透水性CPコンクリー

トについて，CO 2吸収・固定化の対象ごとに想定さ

れるCO2吸収・固定量を示すと表3のようになる。

　これらの目標を実現するためのキーテクノロジー

としては，

　a）粒状化剤を用いての残コン・戻りコンの高速

粒状化

　b）炭酸ナノバブル水および炭酸化促進剤を用い

てのコンクリート材料およびコンクリートの

促進炭酸化

　c）透水・透気性に優れるものの強度・耐久性に支

障を来さない細孔構造を有するコンクリート

　d）水分が作用する中性状態のコンクリート中に

おいても腐食の生じにくい補強材

が挙げられる。炭酸ナノバブル水とは，CO  2濃度

100%のナノサイズの超微細気泡が大量に長期的に
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安定して存在している水であり，気相CO 2の水への

溶解量よりもかなり多いCO 2を水中に保持してお

り，低品質再生骨材およびコンクリートの炭酸化に

よる品質改善に用いられたことがある1，2）。また，

炭酸化促進剤とは，水中へのCO 2の溶解を促進させ

る機能，コンクリートからのCaの溶脱を促進させ

る機能，CaとCO 2との反応を促進させる機能のいず

れかを有する混和剤である。

　また，CPコンクリートの社会実装・普及を図る

ために，強度・耐久性など各種物性の評価は当然必

要なことであるが，加えて，ライフサイクルの各段

階および全体でのCO 2吸収・固定量の評価，資源循

環性の評価，ライフサイクルコストの評価を行い，

それらを統合評価したうえでCPコンクリートの最

適な設計・製造・施工条件を見出すことができるシ

ステムの構築も行う予定である。

［参考文献］

1）金翰湜，北垣亮馬，野口貴文／炭酸ナノバブル水を用いた低
品質再生細骨材の再資源化に関する基礎的研究，日本建築学
会関東支部研究報告集，Vol.82，pp.101～104，2012

2）金翰湜，北垣亮馬，野口貴文／コンクリート細孔溶液中にお
ける炭酸カルシウムの析出に関する研究，日本建築学会大会
学術講演梗概集，材料施工，pp.1077～1078，2012

・無料でお頒けします

パンフレット・セメントの底力 新版

セメントはわが国の防災インフラ整備を支えています

　セメント協会は未曾有の被害をもたらした東日本大震災をはじ
め，頻発するゲリラ豪雨や竜巻などの自然災害の脅威から，国民の
命や生活を守るために必要な措置を施すことが何よりも重要な課題
と捉え，防災インフラ整備の重要性を訴えるパンフレット（A4判・
16ページ）を作成しました。
　様々な自然災害時に対し，強固な軀体を持つコンクリート構造物
やセメント系固化材が果たした役割や有用性を，①豪雨・渇水に備
えるセメント，②津波・高潮に備えるセメント，③土砂災害に備え
るセメント，④災害復旧・復興を支えるセメントの項目にわけ，各
種の事例を写真と図版でわかりやすく解説しています。

　このパンフレットにより人々の
命や暮らしを守るセメント・コン
クリートの力，これから必要とな
る公共事業についてご理解いただ
き，より一層安全への意識を高め
るための一助としていただきたく
作成しました。ご希望の方には無
料でお届けいたします。申込みは
部数と送付先を明記の上，下記ま
でファクスでお申込み下さい。
セメント協会 広報部門 
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

生コン業界の
カーボンニュートラルに向けた課題

全国生コンクリート工業組合連合会

1．はじめに

　「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成

長戦略」が進展することによって，生コンクリート

産業は品質が確保された生コンクリートを製造し安

定供給するという従来の役割に加えて，カーボンリ

サイクル産業としてカーボンニュートラルに貢献す

るという新しい役割を担うことが期待されている。

　全国生コンクリート工業組合連合会（以下，連合

会と略）では，カーボンニュートラル対応検討特別

委員会を設置し，今後の対応に向けた課題の抽出を

開始しており，今後，中長期的に活動し，対応を検

討して行くこととなる。

　本稿では，生コンクリートの低炭素化に向けた課

題について紹介する。

2．生コンクリートの製造とCO2排出量

　レディーミクストコンクリート（以下，生コンと

称す）は，JIS A 5308に基づき約90％がJIS 製品と

して供給されており，工場で原材料を練り混ぜて荷

卸し地点まで運搬し，顧客に提供するのが基本であ

る。

　他方，コンクリートに係る環境負荷を算定するさ

Efforts toward carbon neutrality in the Ready-Mixed Concrete 
industry (by National Federation of Ready-Mixed Concrete 
Industrial Associations) 

表1　コンクリート製造段階のCO2排出量の試算結果

CO2排出量
原材料の運搬 生コン生産時 廃棄物処理時の

運搬

セメント 骨材 製造 運搬 中間 最終

年間1工場（t） 140 857 123 289 13.0 3.4 

1m3（kg） 3.7 22.6 3.2 7.6 0.3 0.1

※原材料および廃棄物は，平均輸送距離と年間の平均使用または廃棄量，
生コンの生産時は消費電力，燃料の消費量から算出した。

いのシステム境界とインベントリデータに関する共

通ルールであるJIS Q 13315-2では，輸送について

は原則費用を負担する側が持つことにしている。そ

のため，生コンの特徴である製造した製品を顧客に

輸送する工程は，生産者の環境システム境界には含

まれていない。

　連合会では，2010年に環境負荷低減に向けたアン

ケート調査を実施している。この調査は，各工業組

合10工場程度，計512工場を対象としたものである1）。

この調査結果から試算したCO 2の排出量は表1に示

すとおりであり，生コン1 m3当たりに換算すると，

生コンの原材料が30 kg，生コン製造時が3.2 kg，

廃棄物の運搬時が0.4 kgの計33.4 kgとなる。

　この調査は，生コン業界の実態を把握することを

目的としてアンケート形式で行ったが，工場間で輸

送距離および稼働状況が異なるため，精度に問題が

あることが指摘されている2）。そのため今後は，各

工場が個別に情報を収集していくことが必要であ

る。
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3．今後の対応と課題

3－1．実態の把握

　生コン工場におけるCO 2排出の状況は，前回の調

査から10年以上が経過したため，再度アンケート調

査を実施しており，その結果は今年度中に報告書と

して発刊する予定である。また，自工場が排出する 

CO2を容易に把握できるようにするため，使用材料

やエネルギーの使用量を入力することで簡単に計算

できるエクセルシートの配付を検討している。この

シートは，現在，既出の委員会メンバーがプロトタ

イプを試用し，精度と使いやすさの確認を経て会員

に配付する予定である。

　さらに，エネルギー費用の削減と，カーボンニュー

トラルに向けた対応を目的して，（一財）省エネル

ギーセンターによる省エネ最適化診断を代表工場が

受診し，その効果を会員に発信していくことを検討

している。

3－2．スラッジ水および回収骨材の有効活用

　図1に示すように，残コン戻りコンの平均発生量

は，直近の調査でも減っておらず3），残コン処理の

有償化を実施している地区もある。

　一方，残コン，戻りコンが主な発生源となるスラッ

ジおよび回収骨材は，JIS A 5308にてスラッジ水が

1978年，回収骨材が2014年にそれぞれ使用が認めら

れている。

　しかし，図2に示すように，スラッジ水の活用は

13.2％，回収骨材の標準化は図3に示すように「今

後検討する」を含めても6%弱と，これらの採用は

少ないのが実態である3）。

　その一因には，購入者がコンクリートの品質への

影響を懸念していることが上げられる。そのため今

後のJIS A 5308の改正では，スラッジ水安定剤の添

加量管理を適切に行う技術4）の採用や回収骨材の利

用推進に向けた検討を行い，生コン工場における廃

棄物の処理および運搬によるエネルギー投入量の削

減を運用しやすい規定とする必要がある。

割
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図1　残コン・戻りコンの発生量の推移 
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図2　スラッジ水を練混ぜ水として使用している
工場の割合

3－3．低炭素型コンクリートへの対応

　2030年度の温室効果ガス削減目標に対応した温暖

化対策として，「非エネルギー起源二酸化炭素」を

削減する施策へ「混合セメントの利用拡大」が織り

込まれている5）。

　近年，低炭素型コンクリートとして，高炉スラグ

微粉末，フライアッシュなどの混和材料を積極的に

使用したものが開発され，普通ポルトランドセメン

トと混合セメントを併用したコンクリートも開発さ

れている。

　現状の生コン工場では，表2に示すように，混和

材料専用の貯蔵設備がある工場は，セメントとの併

用を含めても20％と少なく，セメントの貯蔵設備を

転用した実績がある工場もわずかである6）。

　前述のように生コンの9割はJIS製品であるが，現状

のJISではセメントと混和材料との累加計量を認めて

いない。さらに，同一バッチに異なる種類のセメン

トの混合も認めていないため，JIS A 5308およびJIS

Q 1011の改正に当っては，慎重な検討が必要となる。
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A法で標準化済み
11件1％

今後検討する B法で標準化済み

62件 5％ 8件 0％

図3　回収骨材の社内標準化について

していない
1199件 94％>

n = 
1,280

表2　生コン工場における粉体貯蔵設備の実態

粉体の貯蔵設備 回答工場数※ 割合（％）

混和材専用サイロあり 326 17.0

セメントと混和材の併用サイロあり 51 2.7

未使用のサイロあり 181 9.4

※1923工場中の回答数

3－4．製造，輸送における削減

　生コン産業におけるCO 2排出源は主に，製造と輸

送に絞られる。今後，各工場では，従来と同様に生

コンを安定供給し，CO 2の排出の削減努力を行うこ

とが必要である。そのため，協同組合における新し

い共同販売事業の運営方法の検討や輸送の効率化を

促進させる方策について検討していくことが必要で

ある。

　また製造では，生コン工場における省電力化の方

策の一つとして，再生可能エネルギーをプラントの

稼働に必要な電力の全量または一部を賄うことも考

えられる。また，輸送ではコンクリートアジテーター

車のEV（電気自動車）・FCV（燃料電池自動車）化も

想定され，これらの開発に当っては積載量や安全面

などの課題も合わせて解決することが望まれる。

　脱炭素社会の実現の手段として，炭素税や排出量

取引などの「カーボンプライシング」の導入に向け

た検討もなされている。生コン業界では，製造お

よび輸送におけるCO 2の排出量削減に努力する一方

で，カーボンプライシングへの対応についても検討

していく必要がある。

3－5．カーボンリサイクル材料の活用

　関係各所において，カーボンリサイクル技術の開

発が実施されている。連合会では，これらの活用に

当っては，品質の安定はもとより，全国の生コン工

場で導入できるものを念頭に評価する必要があると

考えている。

4．おわりに

　生コン業界における低炭素化に向けた対応につい

て，比較的短期間に着手可能なものを中心に紹介した。

　連合会では，各組合に所属する会員工場がカーボ

ンニュートラル技術を採用するため，今後も支援を

継続していく方針である。

［参考文献］
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

コンクリート分野における
カーボンリサイクル関連
スタートアップ企業の動向

滝川�晃史　山岸�弘大

1．はじめに

　カーボンリサイクルとは，海外ではCCU（Carbon 

dioxide Capture and Utilizationの略）として知られ

ているが，CO 2を炭素資源として，これを回収し，

さまざまな炭素化合物として再利用するという技術

の総称である。日本のみならず，国家としてネット

ゼロを宣言することが世界のスタンダードとなりつ

つあるが，これはCO 2を地中に埋めるCCS（Carbon 

dioxide Capture and Storageの略）と呼ばれる技術

や前述のカーボンリサイクルなどを通じて，止むを

得ず排出されてしまうCO 2を大気に出さないように

対処している状況をさす。言い換えれば，省エネや

再エネの普及によるCO 2排出を減らすという取り組

みに加えて，CO 2を活用するという取り組みも必要

ということである。

　本稿では，カーボンリサイクル技術（以下，CR

技術と称する）の中でも図1に示されている通り， 

TRL（Technical Readiness Level＝技術成熟度）が 

Trends�of�carbon�capture�and�utilization�technologies�in�the� 
concrete�sector�(by�Akifumi�(Chris)�TAKIGAWA�et�al.) 

たきがわ　あきふみ
三菱商事㈱
金属資源グループ　CCUS事業ユニット

やまぎし　こうだい
同　上
天然ガスグループ　カーボンリサイクルユニット

比較的高いとされているMineralizationのCR技術に

関して焦点を当て，CR技術周辺の投資家の動きや，

海外スタートアップ企業の一例としてCarbonCure

Technology Inc.のご紹介をさせて頂く。

2．CR技術に対する海外コンクリート
業界の動向

　コンクリート業界はCO  2削減が困難なhard to 

abate産業として，他産業に比べCR技術への関心が

高く，特にセメントメジャーは自社のCO 2排出削減

のためあらゆる技術への投資・協業を推進してい

る。例えば，Lafarge社（フランス）はPCコンクリー

トの炭酸化養生技術を持つSolidia社（米国）に出資，

CEMEX社（メキシコ）は廃棄物にCO 2を固着させ骨

材を製造するCarbon 8社（英国）と協業，Heidelberg

社（ドイツ）はCO 2からセメント代替材を製造する

Fortera社（米国）と協業を発表している等，各セメ

ントメジャーは自社のセメントキルンから排出され

るCO 2のCR技術による削減を模索している。また，

世界最大のセメント・コンクリート団体GCCAも同

業界の2050年Net Zero目標に向けたロードマップと

してCR技術の実証および団体企業の情報交換に注

力することを発表しており，CR技術に対する業界

の関心が高いことがわかる。
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図1　カーボンリサイクル技術のTRL1）［原図に一部加筆・加工］

3．CR技術に対する投資家の動向

　CR技術はまだ発展途上の技術が多く，産業界

ではこの技術の後押しをするためにさまざまなコ

ンペティションが開催されている。有名なコンペ

ティションの例としては，Xprize財団が主催する 

Carbon Xprizeがある。2021年に終了したばかりの

同コンペのテーマは「CR技術開発」でCarbonCure 

Technologies Inc.（カナダ）およびCarbon Built社（米

国）が優勝しそれぞれ約8億円の賞金を獲得した。な

お，2021年からは同コンペの第二弾として，Tesla

社のCEOであるイーロン・マスク氏が約100億円

の私財を投じて「CO  2回収・固定に関する技術開

発」をテーマとしたコンペを開催されることもあ

り，業界の注目度は非常に高い。また，VC（Venture 

Capital）による投資も活発に行われ，ビル・ゲイツ

氏が率いるBreakthrough Energy Venturesは将来

5億ｔ単位での削減が可能と見込まれるCR技術に対

して積極的に投資を実行するなど，CR技術への関

心が高い。また，Microsoft社，Stripe社（ともに米

国），Swiss Re社（スイス）等ITや金融業界の比較的

自社排出の少ない産業を中心として，CR技術によ

るCO 2削減価値をカーボンクレジットとして購入す

る企業も現れている。各社の目的は自社排出のオフ

セットに加え，カーボンクレジットによるインセン

ティブによって先進的なCR技術の普及拡大を後押

しし将来のオフセットコストを低減させることや，

環境先進的な取組をすることで環境意識の高い若く

優秀な人材を獲得すること等さまざまである。

4．CarbonCure Technologies Inc.
（カナダ）の技術概要

4－1．会社概要

　CarbonCure Technologies Inc.（以下，CC社と略）

は，2007年にカナダ・ノバスコシア州で創業したス

タートアップ企業である。すでに北米を中心に500

工場以上にCC社技術を正式導入しており，世界初

のカーボンリサイクルによるCO 2削減効果の収益化

に成功しており，カーボンリサイクル業界に於ける

先駆者的存在である。CC社のビジネスフロー概要

は図2に示す。大まかなプロセスは以下の通り。

1）液化CO 2をコンクリート原料のMixing時に投

入（CO2スノーと呼ばれる微細なドライアイス

状になってミキサーに投入される）

2）Mixing中にコンクリート原料中のカルシウム

イオンと注入したCO 2由来の炭酸イオンが結

合し，ナノスケールの炭酸カルシウムを生成
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1. 排出されたCO2を回収・精製。> 2. 精製したCO2を生コンクリート製 3. CarbonCure設備からCO2を生コ
造プラントに貯蔵し>CarbonCure ンクリートに注入し，低炭素コン
設備と接続。> クリートを製造。>

4. CarbonCure設備を用いたコンク
リートを使用することで，建材由
来のCO2を削減。

図2　CC社ビジネスフロー概念図2）

4－2．技術的特徴

　炭酸カルシウムの生成により，コンクリート硬化

後の強度が上昇し，結果としてセメント量を通常品

よりも削減することが可能となる。セメント削減量

は配合にも左右されるが，おおむね5%程度の削減

量になることが確認されている。なお，CO 2を注入

することによる配合の大きな変更は無いとされてい

る。セメント使用量の削減によるCO 2削減効果を得

つつも，セメント代替材料を用いた大幅な削減量で

は無く，むしろセメントと共存するための技術とい

う点が利用者の導入に向けたハードルを下げ，多く

の工場が導入するに至っている。

　また，CO 2を注入させることで炭酸化を促進する

反応を引き起こすが，注入するCO 2が極めて微量で

あることから，pHへの影響はほとんど無く，鉄筋

コンクリートへの適用も可能とされている。

4－3．CO2削減効果

　コンクリート1m 3あたりのCO 2削減効果は約18kg

と少ないものの，コンクリートの中でもボリュー

ムの大きい生コンクリートにアドレスすることで 

CO2削減効果の最大化を狙っている。なお，CC社

の技術におけるCO 2削減効果には①CO 2の注入によ

るCO 2削減量，②セメント使用量削減によるCO 2削

減量の2種類が存在する。表1にCC技術を用いた場

合のコンクリート1m 3当たりのCO 2の収支を計算し

表1　CC社技術におけるコンクリート1m3あたりの 
CO2フットプリント3）

Factor 
g CO2/m3 

concrete 

Emissions － CO2 from gas processing 49.4 

Emissions － CO2 from gas transport 6.1 

Emissions － CO2 from equipment production 0.1 

Emissions － CO2 from equipment transport 0.0 

Emissions － CO2 from equipment operation 9.2 

Emissions － Avoided CO2 from materials 
transport － 123.6 

CO2AB: CO2 absorbed － 289.1 

CO2AV: Avoided CO2 emissions from cement － 17584.8 

Total CO2 avoided and absorbed － 17997.4 

CO2EM: Total CO2 produced 64.7 

Net CO2 reduction － 17932.7 

たものを示す。CO 2削減効果のほとんどはセメント

使用量の削減に起因するものであり，実際のCO 2吸

着量はコンクリート1m 3当たり約290gと微々たるも

のとなっている。なお，CC社は既存の技術に加え，

新たにスラッジ水（北米で一部商業化済み）および再

生骨材の炭酸化技術も開発しており，計3つの技術

でCO2削減量の最大化を目指している。

4－4．導入実績など

　生コン工場にCC社の技術を導入するためには， 

CO2注入装置と液化CO 2タンクの導入が必要である

が，CO2注入装置はCC社からのリース，CO 2タンク

はCO 2供給業者からのリースとすることで，大きな

初期投資なしで短期間にレトロフィットでCC社の

技術が導入可能である。また，すでにCC社技術を
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写真1　CC社ロゴをプリントしたアジテーター車と
CC社関連装置4）

導入した工場の中には，セメント量が削減されるこ

とにより，原料費が抑えられ，CC社導入に伴う各

種コスト増加を加味しても通常の生コンよりも安価

に生コンを製造する事に成功しているケースもみら

れる。導入の手軽さに加えて，コストメリットも見

込める可能性があるという点を強みに，北米を中心

に導入数を伸ばしており，北米以外での展開も着々

と進んでいる。

　米国では公共事業においてCO 2を吸収したコンク

リートを優先的に使用するという法案が審議中であ

り，バイデン大統領がCO 2排出量の少ない建設資材

の調達を優先する内容も含む大統領令に署名する

等，これらが実現すればCC社のコンクリートの需

要がさらに高まることが見込める。また，海外の導

入工場ではアジテーター車にCC社のロゴを大きく

プリントし，自社工場のブランディングに活用し

ているという例もみられる。実際にMicrosoft社の

SNS関連子会社のLinkedIn社やAmazon社（米国）の

新社屋にはCC社のコンクリートが指名で使用され，

グローバル企業のブランディングの一翼を担っている。

5．今後の展望

　前述の通り，ネットゼロを達成するためには，

CR技術は必須であり，その取組みを加速させるた

めにもクレジットなどの方法を用いたCO 2削減効果

の正しい計測方法と取扱いの方法に関して国際間で

合意することが必要となる。2021年11月に英国のグ

ラスゴーで開催されたCOP26では，パリ協定にお

ける政府公認の国際間のコンプライアンスカーボ

ンクレジット取引によるCO 2削減効果の国家間調整

ルールの方向性が示唆され，またCR技術がCO 2削

減の重要な役割を担うことも改めて認識された。 

　今後はクレジットの活用も加速され，足元で技術

的に導入が可能（＝クレジットの創出が可能）であ

り，身近な建材にCO 2を減らす・貯める機能を付加

できるMineralizationの分野に注目が集まることは

明白であり，今後も引き続き世界の動向にアンテナ

を張りながら，ネットゼロの世界を達成するための

方法論を探っていく。
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お知らせ

セメント協会の公式インスタグラムが
開設されました
私たちの安全・安心・快適な生活の営みを支えているコンクリート構造物。
そんな「コンクリートの底力」を紹介しております。
ぜひご覧ください。

セメント協会公式インスタグラム
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

エコタンカル ® と（軽質炭酸カルシウム）
その可能性

佐々木�猛　八木�利之

1．はじめに

　炭酸カルシウムは，自然界には卵や貝殻，サンゴ

礁や鍾乳洞などの主成分として存在しており，目に

する機会が比較的多い。工業的な用途も非常に多岐

にわたっており，ゴムや紙といった日用品，食品添

加物，化粧品や医薬品までにも使用されており，汎

用的な材料であると言える。

　建設業界での炭酸カルシウムは，石灰石微粉末と

して高流動コンクリートの混和材として使用される

ことが多く1），流動性，不分離性の向上や強度の向

上が期待される。

　一方，最近，炭酸カルシウムの原料としてボイラー

等の排気ガスに含まれるCO 2を使用した場合，その

炭酸カルシウムの価値はCO 2削減の観点から大きく

変わろうとしている。

　2050年に日本のCO 2排出量を実質ゼロ（カーボン

ニュートラル）に向けて，各業界が国家的に動き始

めている。コンクリート業界では，CO 2排出量をマ 

Possibility�of�precipitated�calcium�carbonate�(Eco-Tankal)�(by� 
SASAKI�Takeshi�et�al.) 

ささき　たけし
日本コンクリート工業㈱
環境・エネルギー事業部　修士（理工学）

やぎ　としゆき
同　上
環境・エネルギー事業部長　一級建築士

写真1　エコタンカル®（軽質炭酸カルシウム）

（化学反応により製造）

軽質

（石灰岩の破砕・粉砕
により製造）

重質

炭酸カルシウム

図1　炭酸カルシウムの種類について

イナスにするコンクリート（カーボンネガティブコ

ンクリート）の開発が盛んに行われており，その材

料の候補として当社のエコタンカル®（軽質炭酸カ

ルシウム，写真1）が注目されている。エコタンカ

ルは，プレキャストコンクリート製品工場等で発生

する未利用資源であるコンクリートスラッジとCO 2

を原料として製造される。

　本稿ではエコタンカルを製造する技術の紹介やそ

の用途について紹介していく。
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写真2　生コン工場で発生する残コン・戻りコン

2．炭酸カルシウムの種類2）

　炭酸カルシウムはその製造方法で重質と軽質の2

種類（図1）に分類される。重質炭酸カルシウムは，

石灰岩を掘削し，破砕や粉砕をすることで製造され

る。プレキャストコンクリートメーカー等では，一

般的にコンクリート製品の製造時に重質炭酸カルシ

ウムを使用することが多い。その一方で，軽質炭酸

カルシウムは飽和水酸化カルシウム水溶液にCO 2を

吹き込むことで，化学反応により製造される。かつ

て理科の授業で，石灰水にストローで息を吹きかけ

ると水が白く濁るという実験をしたことはないだろ

うか。軽質炭酸カルシウムが生成される原理は，正

しくその実験と同じである。人の吐息に含まれる 

CO2 （カルシウ（二酸化炭素）が，水に溶けているCa

ム）成分と反応し，白色であるCaCO 3（炭酸カルシウ

ム）が生成される。軽質炭酸カルシウムは完成品の

粒子径や品質にもよるが，重質炭酸カルシウムより

も高価であり，薬品や食品添加物等で使用されるこ

とが多い。

　当社ではプレキャストコンクリート製品の製造時

に発生するコンクリートスラッジ（未利用資源）とボ

イラー等から排出されるCO 2を，軽質炭酸カルシウ

ム製造の原料として注目した。

3．エコタンカルの原料

　エコタンカルの原料であるコンクリートスラッジ

写真3　プレキャストコンクリート製品工場で発生する
コンクリートスラッジ

写真4　コンクリートアジテータ車，ミキサ等の洗い水

とCO 2の発生源であるボイラー排ガスのそれぞれに

ついて述べる。

3－1．コンクリートスラッジ

　一般的にコンクリートスラッジとは，生コン工場

やプレキャストコンクリート製品工場等で発生する

余剰なフレッシュコンクリートに由来する。コンク

リートスラッジは総称であり，その主な発生源と種

類は以下の3つに分類される。

　（1）生コン工場にて発生する残コン・戻りコン（写

真2）

　（2）プレキャストコンクリート製品工場で発生す

る残コン（写真3）

　（3）コンクリートアジテータ車，ミキサ等の洗い

水（写真4）

　ここで，残コンとは工事現場で余った生コンを指

し，戻りコンとは発注したもののアジテータ車から

全く荷卸ろしせず返品（契約取消し）する生コンを指
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固液分離機 

PAdeCS解砕機 ろ過水タンク
エコタンカル

（炭酸カルシウム）

晶析槽

炭酸ガス
（排ガス）

溶出槽（スラッジ＋水）

コンクリート
スラッジ
貯留槽

図2　コンクリートスラッジの炭酸塩鉱物化技術のフロー

す。（1）の残コン・戻りコンの発生量は，地域差は

あるが，生コン使用量の約3～5％3）とされており，

日本国内で約300万t程度のコンクリートスラッジが

毎年発生しているものと推察される。なお一般的な

コンクリートスラッジの処理方法は，以下の工程で

処理されており，その多くは資源とならずに廃棄さ

れている。

　① フィルタープレスにて固液分離

　② 固形分は産業廃棄物として処分

　③ 液体分は硫酸等の中和処理工程を経て，河川

等に放流

　コンクリート業界では，コンクリートスラッジの

処理がコスト面，環境側面から大きな問題になって

いる。

3－2．CO2の発生源

　エコタンカルの製造には，ボイラーの排ガスに含

まれるCO 2を利用している。当社を含むプレキャス

トコンクリートメーカーでは，早期にコンクリート

の強度を発現させ，製造サイクルを効率化するため

に，一般的にボイラーを用いた蒸気養生を実施して

いる（写真5）。また，エコタンカルの製造に利用可

能なCO 2発生源として，清掃工場の排ガスやセメン

ト工場の排ガス等も考えられる。

　当社はコンクリートスラッジをCO 2固定化の材

料“未利用資源”と位置付け，この素材からエコタ

ンカルを製造する技術を開発し，「炭酸塩鉱物化及

びその利活用」と呼称している。その英字名称は， 

Mineral Carbon Capture and Utilization で あ り，

写真5　ボイラーの燃焼排ガスを排出する煙突

略称してMCC&Uと名付けている。当技術では排ガ

ス中のCO 2を，炭酸塩の鉱物として，軽質炭酸カル

シウムとして固定しており，エコタンカルと呼称し

ている。

4．コンクリートスラッジを用いた
炭酸塩鉱物化技術4）

　エコタンカルの製造フローを図2に示す。

　① コンクリートスラッジを一度貯留槽で受けた

後に，溶出槽にて水希釈する。

　② 水希釈されたコンクリートスラッジをフィル

タープレスにて固液分離処理する。

　③ 固液分離処理後の液体分に，工場におけるボ

イラーの排気ガス中のCO 2を分離・回収する

ことなく，“生”排ガスをそのまま吹き込み， 

CO2を軽質炭酸カルシウム（＝エコタンカル）

として生成させる。

　④ 固液分離処理後の固形分は破砕等の加工処理
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に回す。

　本技術の大きな特徴は，工場内で余った材料（未

利用資源）と排ガスを組み合わせることで，資源を

有効活用し，有価物を生み出していることにある。

5．エコタンカルの諸物性

5－1．CO2固定量について

　エコタンカル1tを製造した際のCO 2固定量は，エ

コタンカルに取り込まれたCO 2量からエコタンカル

1tの製造時に発生するCO 2量を差し引くことで求め

られる。まず，エコタンカルに取り込まれたCO 2量

は組成式と分子量から求めることができる。エコタ

ンカル（炭酸カルシウム）の組成式はCaCO 3であり，

その分子量は100 g/molであり，そのうちCO 2の分

子量は44 g/molである。そのためCaCO 3の中でCO 2

が占める割合は，44%と計算できる。すなわち，エ

コタンカル1tを製造するだけで，440kgのCO 2固定

が可能である。

　その一方で，エコタンカル1t製造に発生するCO 2

量は約50 kgと試算される5）。これはエコタンカル

を製造する装置の消費電力しか含まれていない。そ

のためエコタンカル1t製造した際の正味のCO 2固定

量は440kg－50kg＝390kgである。

5－2．エコタンカルの物性と品質

　現在製造しているエコタンカルの粒子径は約30

～40µmであり，そのブレーン値は約3,000～4,000 

cm2/gである（表1）。CaCO3含有率は95%以上で，

白色度も約95%であり，純度の高い炭酸カルシウム

であることが大きな特徴として挙げられる。

　市販の軽質炭酸カルシウムの粒子径は，粒度調整

を行っているため，0.1µm前後の品物も存在する。

しかしながら，その粒度調整および品質管理の実施

は乾燥や粉砕機の消費電力に応じた追加のCO 2の排

出が懸念される。そのためエコタンカルはできるだ

け製造したままの状態“出来成り”の形で利用する

ことが好ましいと言える。

表1　エコタンカルの物性

試料名 常温硬化型 基準上限値

項目 数値 測定方法
粒度

（平均体積粒子径
MV）

約 30 ～ 4  0 μ m
レーザ回折・

散乱法粒子径分布測
定

白色度 約 95% ハンター白色度
（JISP8123：1961）

容積重量 約 0.5kg/L －

BET比表面積 約 5.0m 2/g 窒素吸着法による

ブレーン値 約 3,000 ～ 4,000cm2/g JISR5201：1997

全アルカリ 0.05% 以下 JISR5202：2015

塩化物イオン 0.005% 以下 JISR5202：2015 

CaCO3 含有率 95%以上 JISK8617 

6．エコタンカルの用途

6－1．エコタンカルを用いたプレキャスト

コンクリート製品の事例

　エコタンカルおよび高炉スラグ微粉末を自社製品

の既製コンクリート（PHC）杭に適用し，環境負荷

を低減した杭「G-ONAパイル」を製造し，当該杭

がJIS規格の曲げ耐力を満たしていることを確認し

た。また，G-ONAパイルは同型の杭と比べて，1本

分当りの材料に起因するCO 2を，約40%削減できる

と試算される。

6－2．アルミリサイクル工場の事例

　エコタンカルは，アルミリサイクル工場にて，排

煙脱硫剤およびアルミ用の型枠の離型材の一部とし

て使用されている。従来はどちらも重質炭酸カルシ

ウムが使用されていたが，環境配慮の側面を含めた

総合的判断によってエコタンカルで代替されている。

6－3．土木分野への適用拡大

　エコタンカルの特徴を活かし，土木分野への適用の

可能性は極めて大きいと考える。エコタンカルと同じ

くCaCO 3の微粉である石灰石微粉末は，高流動コン

クリートの混和材として一般的に使用されている。そ

のため，上述したようにプレキャスト製品および生コ

ン工場に地産地消の混和材料として活用することは

もちろん，エコタンカルはトンネル用吹付けコンク

リートやダム用コンクリートに細骨材の微粒分として
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写真6　フィルタープレスで固液分離した固形分

フレッシュ性状の改善に効果的と推測される。また，

現在，アスファルト舗装用に用いられる石灰石微粉

末は，天然の鉱山から採掘，粉砕したものが使用され，

その量は年間170万tを超える6）と報告されており，そ

れに伴い多量のCO 2が排出されていると考えられる。

この代替材料としての利用が期待される。さらに，今

後，当社の他のプレキャストコンクリート製品に対

しても，同様にエコタンカルを適用し，環境負荷を

低減した製品のラインナップを増やしていく。

7．PAdeCS®

　図2に示したコンクリートスラッジを固液分離し

た後に，副産される固形分（写真6）は自然乾燥等の

加工を施し，環境浄化材PAdeCS ®（写真7）として

利用することが可能である。その年間製造量は，コ

ンクリートスラッジの発生状況にも依存するが，エ

コタンカルに比べて100～200倍程多い。そのため

炭酸塩鉱物化技術では，エコタンカルと並行して， 

PAdeCS®の用途開発や適用拡大を進めることが  

CO2削減に大きく貢献できるものと考えられる。

　PAdeCS®はセメント由来の高アルカリ性な材料

であることから，その成分による多用途機能が存在

し，またその利活用が資源循環効果として評価され

ている。主な多用途機能としてリン吸着・除去7），

調湿・脱臭・消毒が挙げられる。

8．まとめ

　エコタンカルは大気中に放出されていた排ガス中

写真7　PAdeCS®

のCO 2を“目に見える”炭酸塩として固定した材料

である。プレキャストコンクリート製品工場内で発

生する未利用資源から製造したエコタンカルは，炭

酸カルシウムとして高品質であり，さまざまな工業

的な用途での使用が期待される画期的な材料であ

る。エコタンカルおよびPAdeCS ®を製造する炭酸

塩鉱物化とその利活用（MCC&U）技術は，CO 2削減

もさることながら，産業廃棄物の処理費および中和

に使用する薬剤のコスト削減にも寄与するととも

に，産業廃棄物量の抑制が可能になる。また，エコ

タンカル等の利活用は地産地消を基本とするコンク

リート業界のモットーとも合致している。本技術を

広く普及させ，地球環境を護る技術として社会貢献

につなげていく。
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み 

CO2固定型カーボンネガティブコンクリート 
CO2-SUICOMの開発と今後の展開

取違�剛　森�泰一郎　河内�友一　藤木�昭宏

1．はじめに

　2019年のダボス会議における安倍元首相の発言に

始まったわが国のCO 2削減に向けた施策は，現在，

着実に進められつつある。2020年10月には，菅前首

相による「2050年カーボンニュートラル」の宣言を

経て，同年12月に経済産業省より「2050年カーボン

ニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が示され

た。さらに，2021年4月22日には，地球温暖化対策

推進会議にて，菅前首相が「2050年目標と整合的で，

野心的な目標として，2030年度に，温室効果ガスを

2013年度から46％削減することを目指します」と，

2015年のパリ協定で提示した目標を大きく上回る削

減目標を表明した。2021年11月にイギリスで開かれ 

Development�and�Future�of�Carbon�Negative�Concrete�CO2-
SUICOM�(by�TORICHIGAI�Takeshi�et�al.) 

とりちがい　たけし
鹿島建設（株）　技術研究所　土木材料グループ
上席研究員　博士（工学）

もり　たいいちろう
デンカ（株）　青海工場　セメント・特混研究部
グループリーダー　技術士（化学）

こうち　ゆういち
中国電力（株）　エネルギア総合研究所　土木グループ
マネージャー　博士（環境学）

ふじき　あきひろ
ランデス（株）　品質保証部　部長　博士（工学）

たCOP26でも，世界の平均気温の上昇を1.5度に抑

えるために努力を追求することに決意するという主

旨の成果文書が示されるなど，CO 2削減に向けた動

きは急激に加速している。

　一方で，現時点では，カーボンニュートラルを実

現できる確かなコンクリート技術がほとんどない中

で，筆者らは2011年頃に，コンクリートがCO 2を吸

いこむというカーボンネガティブとなる環境配慮型

コンクリートCO 2-SUICOM1）を開発し，世界で初め

て実用化に至っており，現在，その適用範囲を拡大

しつつある。この技術は，上述したグリーン成長戦

略においても唯一取り上げられ，内閣府の経済財政

諮問会議（令和2年11月9日）においてもその推進が議

論されるなど，期待感を持って非常に高い注目を集

めている。

　本稿では，このCO 2-SUICOMについて，同技術

の着眼点を整理したうえで，技術の概要を紹介する

とともに，同技術を活用した今後の展開について述

べる。

2．コンクリートの炭酸化反応

　セメントの主成分は石灰石CaCO 3を原料とする酸

化カルシウムCaOであり，セメントの60％以上を占

める。セメントに含まれるCaOは，水との反応によっ

て水酸化カルシウムCa（OH）2や，ケイ酸カルシウム

水和物（C-S-H）を形成し，pH＝12程度の高アルカリ
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写真1　中国大地湾遺跡3）

性を呈する。これらのCaを含む水和物とCO 2が反応

してCaCO 3としてCO 2をコンクリート中に固定する

現象は，コンクリートの分野では「炭酸化」と呼ば

れ，古くから知られている。この炭酸化がコンクリー

トの品質に及ぼす影響については，非常に多くの研

究が行われており，一般的には，高濃度のCO 2環境

下で炭酸化反応が促進された場合，細孔構造が緻密

化し，強度や耐久性は向上すると考えられている2）。

　ここで，炭酸化によって，コンクリートの長寿

命化が実現されたと考えられている例を紹介する。

5,000年前に構築されたと推測されている中国の住

居跡のコンクリートの外観を写真1に示す3）。

　この遺跡は，1980年代に中国甘粛省泰安県の大地

湾遺跡で発見された住居跡である。この遺跡には，

炭酸カルシウムと二酸化ケイ素分を主成分とする料

彊石（りょうきょうせき）を焼成した古代セメントが

使われていた。この料彊石は現在の低熱ポルトラン

ドセメントの組成と酷似しており，粉砕しやすく，

焼いて砕くだけでセメントと同じような働きをす

る。大地湾遺跡の調査結果より，古代セメントは炭

酸化がほぼ100％進んでおり，炭酸化によって化学

的に安定した石灰石のような組織になったことで，

5,000年の長期にわたってコンクリートが健全な状

態を保っていたと考えられている。このように，コ

ンクリートの炭酸化は，コンクリート自体を長持ち

させられる技術になり得る。筆者らも，同思想に基

づき，コンクリートの強制炭酸化によって長寿命化

コンクリートを開発し4），そのメカニズムと性能を

評価してきた5）。

写真2　γ-C2Sの外観

　なお，コンクリートとCO 2の反応によってコンク

リート中のアルカリ性が失われる現象は，『中性化』

という劣化現象として扱われる。これは，コンクリー

トにおけるアルカリ性の消失によってコンクリート

内部に存在する鉄筋の保護膜（不働態被膜）が破壊さ

れ，錆びやすくなることに起因している。しかしな

がら，上述したとおり，コンクリート自身はCO 2と

の反応によってその組織は緻密化することから，鉄

筋への防錆機能の付与等を行えば，鉄筋を含むコン

クリートの炭酸化も適用可能となる。

3．CO2と反応して硬化する特殊な混和材

　セメントの主要鉱物であるビーライト（2CaO・  

SiO2，C2Sと略記）の一種に，通常，セメントには含

まれないガンマ相のC 2S（以下，γ-C 2Sと称す）とい

う材料がある。この材料は，通常の温度範囲では水

硬性を持たないものの，炭酸化によって硬化する特

殊な材料である。γ-C 2Sの外観を写真2に示す。こ

の材料は焼成後，室温まで徐冷される過程で比表面

積1,500～2,000cm 2/g程度までダスティング（粉化）

するため，粉砕工程を経ずに混和材として使うこと

ができる。

　ここで，基本的には水硬性を持たず，炭酸化反応

によって硬化する性質を有するいくつかのフィラー

を対象に，セメントペーストによってγ-C 2Sの高い

炭酸化活性を検証した例を紹介する。盛岡ら6）は， 

γ-C2S，α-CaO･SiO 2 ，メルヴィナイ（以下，α-CS）

ト3CaO･MgO･2SiO 2 ，高炉徐冷スラ（以下，C 3MS2）

グ微粉末（以下，CFS），および石灰石微粉末（LSP）
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図1　γ-C2Sの優れた炭酸化活性6）

の各フィラーを90％，早強ポルトランドセメントを

10％の割合で混合した水粉体比30％のセメントペー 
200

ストを対象として，温度 30℃，相対湿度60%RH，

図3　γ-C2SのCO2排出量と炭酸化による 
CO2固定量8） 

Reaction 500kg-CO2/t-C2S 

Absorbed 376kg-CO2/t-C2S

図2　CO2-SUICOMのコンセプト
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縮強度を計測している。同研究では，比較のために，

封緘養生を30℃で56日間行ったときの圧縮強度も測

定されている。各フィラーを用いたセメントペース

トの圧縮強度を図1に示す。無機粉体であるLSPに

比べて，いずれの材料も炭酸化した場合に強度増加

0 

-100 

-200 

しており，検討に用いられた各種フィラーは炭酸化

活性を有することが分かる。また，同図に示すよう -300

に，γ-C 2Sの炭酸化活性は，他に比べて群を抜いて 
-400

大きい。すなわち，γ-C 2Sは，CO 2固定によるカー

ボンリサイクルに加えて，コンクリートの性能向上

を期待できる材料である。

4．2つの技術が融合して生まれた 
CO2-SUICOM

　CO2-SUICOM7）の開発コンセプトを図2に示す。

同図に示すように，CO 2-SUICOMは大きく2つの技

術からなりなっている。一つは，前節で紹介したγ 

-C2S，ならびに一般的に混和材として用いられてい

る高炉スラグ微粉末，石炭灰などを併用してセメン

ト代替として用いることで，製造時に大量のCO 2を

排出するセメントの使用量を大幅に低減すること，

もう一つは，強制的な炭酸化によってコンクリート

に大量のCO2を固定することである。

　CO2-SUICOMで用いるγ-C 2Sは，カルシウムカー

バイドCaC 2からアセチレンC 2H2を発生するプロセ

スで副生する消石灰Ca（OH）2を原料として製造して

おり，この副生消石灰（注：CO 2排出量を0kg-CO 2/

tとする）を原料として焼成したγ-C 2Sの製造時に

おけるCO 2排出量は，図3に示すとおり，124.5kg-

CO2/tと試算されている8）。一方で，γ-C 2Sは理論上

1tで約500kgのCO 2と反応して固定することができ

る。

　CO2-SUICOMにおけるCO 2排出量の試算例を図4

に示す。原料に副生消石灰を使用したγ-C 2Sや高炉

スラグ微粉末，石炭灰の利用によるセメント使用量

の低減に伴う材料起因のCO 2排出削減（図4の 矢

印）に加えて，コンクリートの硬化過程で高濃度の 

CO2を大量に固定させる炭酸化養生を行い，材料起
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因のCO2排出量を相殺する以上のCO2をコンクリー

トに固定することができる（図4の 矢印）。これら

の技術の組合せによって，CO2-SUICOMはカーボ

ンネガティブコンクリートを実現している。なお，

CO2-SUICOMのコンクリートとしての強度や耐久

性は，基本的に一般的なコンクリートとほぼ同等で

ある。その他の品質として，すり減り抵抗性が高ま

ること9），製品としての乾燥収縮が大幅に抑制でき

ること，コンクリートのpHが低アルカリ化するこ

とで植物生育性能が向上する10），といった特長を有

する。

　また，CO2-SUICOMは，製造時のCO2排出削減に

も取り組んでいる。CO2-SUICOMの炭酸化養生で，

コンクリート中に迅速にCO2を固定させるために

は，温度や湿度を適切に制御する必要がある。過去

の検討では，温度調節や除加湿性能を有する装置を

用いて炭酸化養生を行っていたが，養生時にエネル

ギーを用いることで大量のCO2を排出していると試

算された。そこで，ゼロエミッションタイプの炭酸

化養生設備を考案して導入した。設備の概要を写真

3に示す。発電所構内で発生する排熱と，構内で活

用されている工業用水を用いた熱交換システムを開

発した。火力発電所の排気ガスを炭酸化養生槽に封

入する際に，同システム内に排気ガスを通過させる

ことによって，エネルギーを使用することなく，排

気ガスをCO2固定に適した温度・湿度に制御して炭

酸化養生を行うことに成功している。コンクリート

の練混ぜや締固め時に用いるエネルギー起因のCO2

排出量は非常に小さい11）ことから，この養生設備を

導入することによって，材料起因だけでなく，プレ

キャストコンクリート製品製造時のトータルとして

のカーボンネガティブを達成した。

5．CO2-SUICOMの適用実績

　CO2-SUICOMは2011年に製品としてはじめて実

際の現場に適用し，これまで，小型の無筋コンクリー

トブロックを中心に実績を重ねている。各種コンク

リートブロックへのCO2-SUICOMの適用例を写真4

に示す。CO2-SUICOMはこれまで外構工事に用い

られるインターロッキングブロックを中心に，14件

の現場で適用しており，厚さ30cmの太陽光基礎ブ

ロックを製造した事例もある。また，供用から約10

年が経過したCO2-SUICOMのブロックからコアを

図4　コンクリートとしてのCO2排出量1）
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写真3　ゼロエミッションタイプの炭酸化養生設備の概要

炭酸化

養生槽排気ガスの流れ

温湿度制御装置
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写真4　CO2-SUICOMを各種コンクリートブロック製品に適用した例

写真5　CO2-SUICOMのプレキャストパネルをバルコニー天井部に適用した例

写真6　CO2-SUICOMの埋設型枠への適用例

採取し，コンクリートとしての品質やCO 2固定量が

変化していないことを確認している12）。

　また，建築分野にCO 2-SUICOMを適用した実績

もある。写真5に示すように，住宅棟のバルコニー

天井部分に厚さ40mm，大きさ4.0m×1.3mの薄型プ

レキャストパネルを適用した。4.0mという長尺で薄

型のパネルを製作する場合，乾燥収縮の影響でパネ

ルに反りが発生したり，製品寸法がばらついたりす

る場合があるが，CO 2-SUICOMは乾燥収縮が小さ

いことから，寸法安定性を確保しながら，高い意匠

性を有する長尺で薄型のプレキャストパネルを製造

可能とした。なお，この大きさの規模のプレキャス 

68� 

トパネルには補強材が必要となり，CO 2-SUICOM

の特性上，防錆性能を付与した補強材としてステン

レスメッシュを使用した。

　最近では，CO 2-SUICOMの特長であるコンクリー

トの低アルカリ性を活かした，ガラス繊維補強埋設

型枠への展開について検討を進めている。ガラス繊

維は有機繊維に比べて引張強度が高く，コンクリー

ト用の繊維補強材として用いることでコンクリート

の曲げ性能向上が期待できる。しかしながら，ガラ

スという性質上，コンクリートのアルカリによって

アルカリシリカ反応を起こし，溶解してしまうとい

う懸念があった。CO 2-SUICOMは，炭酸化によっ

てコンクリートのpHが中性に近くなることで，安

価なガラス繊維を補強材として適用可能となり，こ

れを用いたガラス繊維補強埋設型枠を開発した。大

型ボックスカルバートのうち，高さ2mの底版にお

ける褄型枠として，この埋設型枠を適用した例を写

真6に示す。建設工事における生産性向上に活用で

きる技術として，今後，展開が期待される。

6．おわりに

　CO2-SUICOMは，それまでの一般的なCO 2削減技
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術とは異なる独自の炭酸化養生によるアプローチで 研究を開始した15）。カーボンネガティブを実現でき

CO2固定技術として開発を進め，約10年前に実用化

し，さまざまな適用実績を有するカーボンネガティ

ブコンクリートである。これまでは，CO 2-SUICOM

を比較的小さな無筋プレキャストコンクリート製品

を対象に展開してきた。これは，炭酸化反応によっ

て中性化したコンクリートに補強材として鉄筋を用

いると，早期に腐食する懸念があるというのが一般

的な考え方であったからである。無筋プレキャスト

コンクリート市場を対象に考えると，同技術の導入

によるCO 2削減効果は年間で数10万t程度にとどま

る。そこで，これまでに15年以上，コンクリートの

炭酸化養生に関する検討を進めてきたノウハウを活

かして，現在，CO 2固定型コンクリートの適用領域

を拡大するための検討を，NEDOからの委託によっ

て推進している13）。年間数1,000万tのCO 2を排出し

ている場所打ちコンクリートや鉄筋コンクリートに 

CO2を固定させることができれば，日本のカーボン

ニュートラル社会の実現に向けた大きな力になると

確信している。また最近では，副産物からカルシ

ウムを抽出し，CO 2と接触させて炭酸塩鉱物として

カーボンリサイクル骨材，CCU骨材としてコンク

リートに用いるための検討例が国内外で増加してお

り14），カーボンリサイクルの観点で非常に有望な技

術になると考えられ，これらの技術との融合が望ま

れる。そのような中， （株）デンカ（株），鹿島建設 ， （株）

竹中工務店は，3社の技術を融合して，カーボンネ

ガティブコンクリートを実現する技術に関する共同

る技術を世界に先駆けて開発した者として，国内外

の様々な技術と連携を図りながら，広く普及し，日

本が掲げる2050年カーボンニュートラル社会の実現

のために少しでも貢献できればと考える。
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

カーボンリサイクル材料を用いて
カーボンネガティブを実現した 

T-e Concrete®/Carbon-Recycleの開発
大脇�英司　荻野�正貴

1．はじめに

　わが国は「2050年カーボンニュートラル」を宣言

し，2030年度の温室効果ガスの排出を2013年度比で

46%削減することを目標とする1，2）。日本政府は温

暖化への対応を「経済と環境の好循環」による成長

の機会と捉えてグリーン成長戦略を打ち出した3）。

その一環として温室効果ガスの主要成分であるCO 2

を炭素資源として回収・利用するカーボンリサイク

ル技術の開発を進めている4）。

　著者らのグループは，CO 2の排出を抑制する環境

配慮コンクリート：T-e Concrete®シリーズ5）を開発

し，さらに，カーボンリサイクル技術で製造される

炭酸カルシウムを用いるカーボンリサイクル・コン

クリート：T-eConcrete/Carbon-Recycleの開発を

進めている6）。「カーボンネガティブ」を達成した

コンクリートとして「2050年カーボンニュートラ

ル」への貢献を期待している。 

Realization�of�Carbon-Negative�Concrete�with�Carbon-
Recycled�Materials:�T-e Concrete®�/�Carbon-Recycle� 
(by�OWAKI�Eiji�et�al.) 

おおわき　えいじ
大成建設（株）技術センター
社会基盤技術研究部　材工研究室　主幹研究員
博士（工学）

おぎの　まさたか
同　上
副主任研究員　修士（工学）

　本稿では，これらの概要と特徴および実施例を紹

介する。

2．環境配慮コンクリート： 
T-eConcreteシリーズ

　社会インフラの構築に重要なコンクリートには

ポルトランドセメントが使用され，その製造には

約470kg/tの副産物や廃棄物が利用される7）。貴重

な“社会の静脈”である一方で，約760kg/tのCO 2

を排出する8）。セメント製造者は「2050年カーボン

ニュートラル」を目指し，CO 2の排出抑制を進めて

いる例えば9～14）。しかし，“新しいセメント”を用い

たコンクリートによる安全・安心な社会インフラの

提供には，長期健全性を含む性能評価や，法体系や

規準・規格類の整備が必須である。また，建設事業

が計画から完成まで長期にわたることが稀でない

ことを考慮すると，「2030年度46%削減」，「2050年

カーボンニュートラル」はセメントをコンクリート

として使うセメントユーザーには喫緊の課題である。

　コンクリートのCO 2排出量は260～300kg/m 3であ

り，多くはセメント製造に起因するためセメント

使用量を低減してCO 2排出を抑制できる。「国等に

よる環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グ

リーン調達）や日本建設業連合会は，産業副産物を

使用してセメント使用量を抑制したコンクリート

の使用を推奨している15，16）。著者らのグループも，
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T-eConcrete

高炉セメント(B種)コンクリート

図1　T-eConcreteの構成とCO2排出削減効果の例

セメントを副産物で置き換えた環境配慮コンクリー

）。図1（社会実装を進めているConcreteの開発， e-ト：T

　建築基準法対応型はポルトランドセメントの60

～70%を高炉スラグ微粉末で置換する。従来のコン

クリート（ポルトランドセメントを用いた同一強度

クラスのコンクリート）に対するCO 2削減率は60～

70%である（事例17）は60％）。高炉セメントC種（JIS 

R 5211）に相当し，建築基準法の指定建築材料とし

て使用できる。フライアッシュ活用型はポルトラ

ンドセメント量を10～25%に減じ，フライアッシュ

と高炉スラグ微粉末で置換する。CO 2削減率は60～

80%，設計基準強度は18～36N/mm 2である18）。セ

メント・ゼロ型はポルトランドセメントを使用せ

ず，高炉スラグ微粉末とカルシウム系化合物を用

いる。CO 2削減率は75～80%，設計基準強度は18～ 

60N/mm2である19，20）。Carbon-Recycleはカーボン

リサイクルによりCO 2を吸収して製造した炭酸カル

シウム（図2，炭酸塩）をセメント・ゼロ型に添加す

る。大量のCO2が固定でき，CO2排出量収支（ネット）

がマイナスとなる「カーボンネガティブ」を達成し

た。いずれも従来のレディーミクストコンクリート

工場（生コン工場）で製造でき，鉄筋などの通常の補

強材を用いて現場打ちコンクリートやコンクリート

製品（二次製品）として社会実装できる。

3．T-eConcrete/Carbon-Recycleの
特徴

　建設材料であるコンクリートは使用量が多く，ま

た，CO 2排出量の多いセメントを使用することから，

排ガスなど

分離・回収

化学品

鉱物化

燃料>

CO2の直接利用(ドライアイスなど)

カーボンリサイクル

地中貯留>

Carbon dioxide Capture and Storage

EOR(原油増進回収法) 

炭酸塩(炭酸カルシウムなど)

Carbon dioxide Capture and Utilization

図2　カーボンリサイクルにおける炭酸塩の製造

コンクリートにCO 2を吸収させる意義は大きい。し

かし，CO2の吸収には次のような課題があった。

　・コンクリートは強アルカリ性であるが，酸性の 

CO2の吸収により中性化し，鉄筋の防錆に有効

な鉄筋表面の不動態皮膜を失う。

　・CO 2の吸収を容易にするためにコンクリートの

空隙を増やすと強度が低下する。

　・これらに対し，防錆能力や強度の低下を避ける

とCO2の吸収・固定量が小さくなる。

　T-eConcrete/Carbon-RecycleではCO 2を吸収した

炭酸カルシウム粉末と，副産物である高炉スラグ微

粉末を主成分とする強アルカリ性の結合材と常用の

骨材を練り混ぜる。カーボンリサイクル製品を活用

するためカーボンリサイクル・コンクリートと呼ぶ。 

CO2を炭酸塩に変換して練り混ぜることで化学的影

響を小さくし，ガスを透過，吸収させる空隙を不要

にした。一方，炭酸カルシウムは水和反応性が乏し

く混合量を増加すると強度が低下し，強度特性の改

善のために水粉体比を小さくすると粘性が増加して

施工性が低下するが，炭酸カルシウムを大量に混合

しても適切な施工性や強度特性が得られる配合（調

合）を見出した。特徴を示す6）。

　① CO 2を大量（70～170kg/m3）に固定する。CO  2

の地中貯留（CCS：Carbon dioxide Capture and 

Storage）の効率（20～100kg/m3）に匹敵する。

　② CO 2の吸収，固定により「カーボンネガティ

ブ」（CO2原単位：－55～－5kg/m 3）を達成し

た。なお，CO 2を吸収，固定した炭酸カルシ

ウムは商業化の途上にあり，1kgのCO 2の吸収，
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︓現場打ち（配合Ａ） 

︓現場打ち（配合Ｂ）

写真1　T-eConcrete / Carbon-Recycleのコンクリート舗装への適用
［（左上）現場打ちの様子，（左下）T-razzoの敷設，（右）全景］

表1　実装したT-eConcrete / Carbon-Recycleの特徴

 

  

  

項目
現場打ち施工 プレキャスト施工

配合 A 配合 B 石材調建材 壁部材

実装量 0.288m3 × 2 箇所  0.288m3 × 2 箇所  69.5m2 × 0.06m 0.216m3 × 16 枚

圧縮強度（材齢 28 日） 43.8N/mm2 25.5N/mm2 31.4N/mm2 39.9N/mm2

補強材 鉄筋 鉄筋 なし 鉄筋，鋼繊維 

CO2 固定量 115kg/m3 171kg/m3 98kg/m3 119kg/m3 

CO2 原単位

a：実装例 ▲ 50kg/m3 ▲ 116kg/m3 ▲ 45kg/m3 ▲ 50kg/m3

b：比較用 274kg/m3 235kg/m3 235kg/m3 274kg/m3

c：b － a 324kg/m3 351kg/m3 280kg/m3 324kg/m3 

固定のために0.5kgのCO 2を排出すると仮定した。

　③ CO 2をガスとして取り込まないことで強アル

カリ性を保ち，鉄筋の防錆性能を維持する。

　④ 生コン工場の通常設備で製造できる。また，

強度特性（圧縮強度：20～45N/mm 2）や，フレッ

シュ性状（スランプ12～21cm，スランプフロー

45～60cm）も従来と同等であり，設計，施工

に関する技術や経験，資産が活用できる。

　⑤ 生コン工場や建設現場において高濃度のCO 2

を扱わず，安全の確保に特別な心配がない。

4．T-eConcrete/Carbon-Recycleの
実装例

　現場打ちによる鉄筋コンクリート舗装と二次製

品（石材調建材：T-razzo）による舗装の例を写真1

と表1に示す21）。現場打ちによる舗装は4か所（それ

ぞれ，幅2.4m，奥行き0.8m，厚さ0.15m）とし，φ

6mmの鉄筋を100mm間隔で格子状に配置した後，

移動型コンクリートプラント22）で製造した強度の異

なる2種のT-eConcrete/Carbon-Recycleをバケット

で打設した。通常の現場打ちコンクリート工事と同

様の手順，機械で良好に施工できた。二次製品によ

る舗装は69.5m 2とし，粗骨材に稲田石（花崗岩）を用

いて研磨仕上げを施した幅0.375m，長さ0.6～1.5m，

厚さ0.06mの石材調建材を敷設した。石材調建材の

製造，施工とも従来の製造手順・サイクル，機器類

にて良好に実施できた。

　いずれも，炭酸カルシウムは二次製品工場の排

ガスのCO 2とコンクリート廃材のカルシウム成分を

反応させて製造したカーボンリサイクル製品を用

いた。製造時の実際の投入エネルギーから炭酸カ

ルシウムのCO 2原単位を求めたため，T-e Concrete/

Carbon-RecycleのCO 2原単位は，将来のカーボン

ニュートラルに貢献できる大量の生産を想定した3

章②の値と異なる。CO 2原単位（表1中aの値）と実

装量（計：5.33m 3）から求めたCO  2排出量は－0.28t

であり，大気のCO 2削減に貢献した。CO 2固定量は

0.57tとなった。また，従来のコンクリート（BAU：
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写真2　プレキャスト部材の建築物への適用
［（上）設置状況，（下）配筋の状態］

Business As Usual）から変更することでCO 2削減量

（表1中cの値と実装量の積）は合計で1.56tとなり，

大きな削減効果を確認できた。

　実験施設の屋内壁への適用例を写真2および表1

に示す23）。幅3m，高さ0.6m，厚さ0.12mの16枚の

プレキャスト部材を設置した。補強材として鉄筋：

D13と鋼繊維：直径0.55mm，長さ35mmを使用し

た。通常の二次製品工場の設備を用いて，従来と

同様の製造サイクルで製造することができた。CO 2

原単位は補強材（鉄筋と鋼繊維）を含まないコンク

リートとして－50kg/m 3であり，当初，使用を予定

したコンクリート（BAU）の274kg/m 3に対して大き

く減少した。舗装の場合と同様に部材のCO 2排出量

を求めると－0.17tであり，大気のCO 2削減に貢献し

た。CO2固定量は0.41tとなった。また，BAUとの

比較から1.12tの排出削減効果が確認できた。なお， 

T-eConcrete/Carbon-Recycleへの鋼繊維の添加に

よる補強効果は通常のコンクリートの場合と同じで

あり，添加した鋼繊維のCO 2原単位はそれぞれのコ

ンクリートについて52kg/m3であった。

5．T-eConcreteへの期待

　図1において「CO 2の排出削減」に分類される建

築基準法対応型，フライアッシュ活用型，セメン

ト・ゼロ型は「カーボンニュートラル」には十分で

はないが，「46％削減」には大きな貢献が期待され

る。環境整備や実用化技術の開発を行い，社会実装

を進めている。安全・安心な社会インフラの提供や

実装例の積み重ねに不可欠な規準や基準として，土

木研究所とガイドライン，マニュアルを作成し，土

木学会「混和材を大量に使用したコンクリート構

造物の設計・施工指針（案）」を整えた24～26）。また，

国土交通省が「i-Construction」として推進して

いるコンクリートのプレキャスト化（二次製品の活

用）27）に呼応し，二次製品メーカーと提携して石材

調建材：T-razzoやシールドトンネル用セグメント： 

T-e Con®/Segmentの社会実装を始めた28～33）。これ

らの成果に対して「平成26年度土木学会賞環境賞」

（土木研究所と共同），エンジニアリング協会「2021

年度第13回エンジニアリング奨励特別賞」を授かっ

た。

　「CO2の有効利用」に分類されるCarbon-Recycle

は，CO2を資源とし，「カーボンネガティブ」とな

ることから，炭素の活用による「経済と環境の好

循環」とCO 2のオフセットによる「2050年カーボン

ニュートラル」への貢献が期待できる（図3）。そ

のためには，従来のコンクリートと円滑に置き換

えられなければならない。T-e Concrete/Carbon-

Recycleは前章までに示したように，従来のコンクリー

トと同様な性状や性能を有し，通常の生コン工場や二

次製品工場の設備で製造でき，鉄筋コンクリートとし

てこれまでと同様の設計法，施工法が活用できるため

有望である。一方，カーボンリサイクル製品は新しく，

これを用いたコンクリートに対する法体系や規準類は

未整備であり，実績も多くない。規準類や法体系の整

備に向けて前章のように適用を増やす努力を続けて

いる。

　他方，「2050年カーボンニュートラル」への貢献

には大量の炭酸塩が必要である。わが国だけでも年

間十数億トン排出されるCO 2を有意に吸収，利用す

るには環境効率や経済効率に優れた方法だけで製造

することは難しい。投入エネルギーや資源，製造さ
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図3　T-eConcrete / Carbon-Recycleへの期待

れる炭酸塩とこれを用いたコンクリートの品質やコ

ストなどについて，サーキュラーエコノミーの観点

から“地球”における最適化が求められる。そのた

めにはカーボンリサイクルに係る環境影響評価や

カーボンプライシングの方法の確立も急務である。

現在，わが国では「炭素税」と明示されないが，地

球温暖化対策税や石油石炭税，揮発油税，軽油取引

税などにより4,057円/t-CO 2が課税されている。FIT

賦課金（再生可能エネルギーの固定買取価格制度に

おける賦課金）を加えると6,301円/t-CO 2になる34）。

　また，欧州連合域内排出量取引制度（EU-ETS）の

クレジット（EUAs）は，2011～2017年には1tあたり

数ユーロであったが，現在（2021年12月）では80ユー

ロを超えることがある35）。一方，独自にカーボンプ

ライシング（インターナル・カーボンプライシング）

を行う企業が増えている。目的や根拠により970～

82,735円/t-CO 2に設定した事例がある36）。国内でも

118社が導入し（2021年4月），少なくとも134社が導

入を検討している37）。BAUに対するCO 2削減量（表1）

は280～351kg/m 3であった。調査した経済価値か

らT-eConcrete/Carbon-Recycleの付加価値は272～

29,040円/m 3と計算でき，環境や経済の効率を検討

する目安となる。地球規模のサーキュラーエコノ

ミーにおいて最適化された基盤材料として脱炭素社

会の構築に貢献するためにこれらを踏まえて開発を

継続したい。

6．おわりに

　 カ ー ボ ン リ サ イ ク ル・ コ ン ク リ ー ト で あ る  

T-eConcrete/Carbon-Recycleは，大気や排ガス等

のCO 2を用いて製造する炭酸塩を利用してCO 2を吸

収，固定する。吸収，固定したCO 2量から炭酸塩の

製造に係るCO2排出量を差し引き，残りをカーボン・

オフセットに活用できる。CO 2排出量の小さい環境

配慮コンクリートに炭酸塩を混合するとCO 2原単位

はマイナスになり，「カーボンネガティブ」を実現

する。T-eConcrete/Carbon-Recycleは製造量が増

えるほどCO 2の吸収，固定量が増える「ビヨンド・

ゼロ」を具現化する社会基盤材料として「2050年

カーボンニュートラル」および脱炭素社会の構築へ

の貢献が期待される。

　世の中は「2050年カーボンニュートラル」に向け

て変化が激しい。T-eConcrete/Carbon-Recycleを

含むT-eConcreteはポルトランドセメントの使用量

の削減を前提とするが，セメント製造者の努力に

より2050年にはポルトランドセメントもカーボン

ニュートラルになり，使用を抑制すべき理由が解消

することが期待される。また，カーボンリサイクル
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技術の進捗も期待できる。脱炭素社会の構築に貢献

するため，T-eConcrete/Carbon-Recycleもこれら

に即して進化を続けなければならない。
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

低炭素型コンクリート
「ECMコンクリート」の開発と

今後の普及展開
小島�正朗　辻�大二郎　依田�和久　橋本�学

1．はじめに

　世界的にCO 2排出量の削減に向けた取り組みが加

速している。わが国でも2050年にカーボンニュート

ラルを目指し，2030年時点でのCO 2排出量の削減目

標は，2013年度比で当初の26%削減から46％削減ま

で引き上げられた。CO 2排出量の削減に対する取り

組みを加速していくことが求められており，最近，

脱炭素への取り組みについて企業のテレビCMを目

にする機会が多くなった。

　建設各社でも，2030年，2050年のCO 2排出量の削

減目標を公表しており例えば1，2），社内ではどのよう

に達成していくか活発な議論が行われている。

　今から10年以上遡る2008年，京都議定書が発効 

Development�and�deployment�of�low-carbon�concrete�"ECM� 
concrete".�(by�KOJIMA�Msaro�et�al.) 

こじま　まさろう
㈱竹中工務店�
技術研究所�グループ長　博士（工学）

つじ　だいじろう
同　上�
技術本部　技術プロデユース部　副部長　博士（工学）

よだ　かずひさ
鹿島建設㈱　技術研究所　
主席研究員　博士（工学）

はしもと　まなぶ
同　上�
上席研究員　博士（工学）

され日本が世界に対しCO 2排出量を6%削減する約

束を守る必要が生じたその年に，コンクリートの 

CO2排出量の削減を狙いとしたNEDO脚注1プロジェ

ク ト「Energy・CO 2 Minimum（ECM）セ メ ン ト・

コンクリートシステム」（以下，ECMコンクリート

と称する）の研究3）に着手した。2011年からは，1大

学7企業（セメント，化学混和剤，建設会社）からな

るECM研究開発チーム脚注2で実用化開発に取り組ん

だ。その成果を踏まえ，2014年から実工事への適用

を始め，2021年12月末時点で，累計約70件のプロジェ

クトに適用している。

　本稿では，ECMコンクリートの概要，適用例，

および今後の普及に向けた活動について紹介する。

2．ECMコンクリートの概要

　ECMコンクリートに用いる結合材の材料構成を

図1に示す。ECMコンクリートは，普通ポルトラ

ンドセメントに対してCO 2排出原単位が小さい高炉

スラグ微粉末を60～70％使用することで，図2に示

すように，コンクリートのCO 2排出量を6～7割削減

することができる。

　さらに大量に高炉スラグ微粉末を混入すればCO 2

脚注1　国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機
構

脚注2　東京工業大学，㈱竹中工務店，鹿島建設㈱，㈱デイ・シイ，
太平洋セメント㈱，日鉄高炉セメント㈱，日鉄セメン
ト㈱，㈱竹本油脂
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図1　ECMセメントの材料構成5）
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図2　ECMコンクリートのCO2削減効果（試算）6）

排出量の削減幅を大きくすることができるが，「環

境負荷低減と高品質・高耐久性の両立」がECMコ

ンクリートの開発コンセプトであり，このことから

高炉スラグ微粉末の混入率を60～70%としている。

高炉スラグ微粉末の混入率を60%以上と大きくする

と，経時によるスランプの低下が大きくなる，初期

強度発現が低くなる，自己収縮が大きくなる，中性

化の進行が早くなるといった，問題が生じる。これ

らの点について，ECMコンクリートでは，高炉ス

ラグ微粉末の混入率の最適化，少量成分（主として

石こう）の種類と量の最適化を行うとともに，高炉

スラグ微粉末が大量に含まれた系でのスランプの経

時変化を抑えることができる新規混和剤を開発する

ことで，問題を解決している。高炉スラグ微粉末の

混入率を70%以下とすることで，中性化に対しても

信頼性設計を行うことにより，200年の計画供用期

間（JASS 5の超長期）も設定可能4）になっている。以

上のような点がECMコンクリートの特長の大要と

言える。以下にECMコンクリートの特長の詳細に

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 

図4　ECMコンクリートの強度発現の比較6）

ついて述べる。

2－1．フレッシュコンクリートの特性

　高炉スラグ微粉末を大量に使用したコンクリート

は，スランプロスが大きくなる傾向にある。これに

対し，図3に示すように，ECMコンクリートの流

動性保持に適した新しい化学混和剤（開発品）を開発

している。一般のコンクリート用化学混和剤（従来

品）ではスランプの経時変化が大きいのに対し，高

炉スラグ微粉末の分散に有効な成分を加えた開発品

は，スランプの経時変化を抑えることができること

がわかる。

2－2．強度発現

　高炉スラグ微粉末を大量に使用したコンクリート

は，初期強度発現が低くなり，施工上の課題とな

る。ECMセメントを用いた場合，図4に示すように，

高炉スラグ微粉末の置換率が多いにも関わらず，従

来の高炉セメントC種（BC）よりも石こう量を増や

77



セメコン2022_02_022_特集1（小島氏）.indd  78 2022/02/03  15:09:42

60 

50 

40 

30 

発熱が少ないコンクリートの温度上昇

（単位セメント量＝300kg/m3，打込み温度20℃）

通常のコンクリートの温度上昇

普通

中庸熱 低熱 

ECM 

高炉B種

0.6 

0.5 

0.4 

全体図

0 10 20 30 

断
熱
温
度
上
昇
量
（
％
）

高
　
　
　
　
　
　
　
　
　
遮
塩
性
　
　
　
　
　
　
　
　
　
低

膨
張
率
（
％
）

膨
張
率
（
％
）

0.3 

0.2 

0.1 

20 

10 

0 0 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

経過時間（日） 0.1 

普通

高炉B種

ECM（高炉スラグ微粉末4000cm2/g）

ECM（高炉スラグ微粉末6000cm2/g）

上限値

拡大図 

0 10 20 30

図5　断熱温度上昇曲線の比較5） 

0.08

すことで初期強度発現が早く，高炉セメントB種と
0.06 

0.04 

同程度の強度発現性が得られている。

2－3．発熱特性 0.02

　ECMコンクリートは，図5に示すように低発熱型 
0 

のポルトランドセメントと同程度の断熱温度上昇量 材齢（週）

となり，水和発熱は小さい。したがって，マスコンク 図6　アルカリシリカ反応による長さ変化9）

リートの温度応力ひび割れの抑制に有効といえる。

　マスコンクリートの温度応力ひび割れは，温度変

化に伴う変形量が大きい（線膨張係数が大きい）と不

利になる。一般に高炉セメントB種を使用したコン

クリートは，普通ポルトランドセメントを使用した

場合に比べて線膨張係数が2割程度大きいと言われ

ているが，ECMコンクリートの見かけの線膨張係

数は，結合材中の少量成分を最適化することで高炉

2.0 

遮塩性の向上

拡
散
係
数
（
×
1
0

-
1
2
m

2
/
s） 1.5 

1.0 

0.5 

0 
ECM 高炉セメントB種

図7　塩化物イオンの拡散係数の比較10）

セメントB種の場合の8割程度となる4）ことから，マ

スコンクリートの温度応力ひび割れ対策に有効と

なっている。

2－4．収縮ひび割れ抵抗性

　セメントの少量混合成分を最適化したECMコン

クリートは，従来のセメントに比べて収縮率を小さ

く抑えることができる。その結果，鋼材外フレーム

を用いた外部拘束試験では，いずれのセメントより

もひび割れが入る材齢が遅くなって8）おり，乾燥収

縮ひび割れの抑制に対して有利となっている。

2－5．耐久性

　ECMコンクリートは，高炉スラグ微粉末を大量 

78� 

に使用しているため，高炉セメントB種よりも，さ

らに高いアルカリシリカ反応の抑制（図6）9）や，遮

塩性（図7）10，11），耐硫酸性・耐硫酸塩性の向上12）な

ど特長を持っている。

　一方，ポルトランドセメントの量が少ないため，

促進中性化試験結果の一例（図8）に示すように，同

一強度レベルで比較すると，普通ポルトランドセメ

ントや高炉セメントB種を使用した場合に比べて中

性化速度係数が大きい。これはポルトランドセメン

トの量が少なく，水酸化カルシウム量が少ないた

めであるが，ECMコンクリートでも，日本建築学

会「鉄筋コンクリート造建築物の耐久設計施工指針

（2016）」の信頼性設計法で耐久設計を行うと，前述

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 



セメコン2022_02_022_特集1（小島氏）.indd  79 2022/02/03  15:09:43

	

C
O

2＝
5％

　
促

進
環

境
下

中
性

化
速

度
係

数
（m

m
/√

年
）

ECM （6000cm2/g*）> BB
ECM （4000cm2/g*）> N>

40 

35 

30 

25 

20 

15 

10

20 30 40 50 60 70 80 90 

ECM 実験値>

JASS 5
　　　　A=238（1/√f）-0.13

A=368（1/√f）-34.02>
R2=0.9938

N （JASS 5，CO25％）>
5 ECMの近似式

＊高炉スラグ微粉末の比表面積0

標準養生28日　圧縮強度（N/mm2）

図8　促進中性化試験結果の例4）

写真1　ECMコンクリートの爆裂判定試験13）

の通り供用期間200年の超長期の設定も可能である4）。

2－6．耐火性

　ECMコンクリートは，石こう量を一般的な高炉

セメント（SO 3量2%程度）より増している。石こう量

を増すと，初期強度発現性や収縮補償に有効である

反面，耐火性に影響を及ぼす。写真1は，SO3量（写

真中の数字）を因子水準として供試体レベルで爆裂

判定試験13）を実施した結果を示すものであり，SO 3

量が過大になると火災時の爆裂に繋がる。本稿では

誌面の都合で紹介できないが，SO 3量は凍結融解抵

抗にも影響を及ぼす。したがって，収縮補償のため

の添加量と，その他の特性に及ぼす影響を総合的に

考慮した上で，最適なSO 3量とすることが重要となる。

3．ECMコンクリートの適用

　ECMコンクリートを適用したプロジェクト件数

を図9に，ECMコンクリートの適用量を図10に示

写真2　基礎419m3と高強度プレキャスト柱2本に
適用した例［日鉄高炉セメント本社；B0 F3 P0］

す。2014年にECMコンクリートを超高層建築物の

杭に適用したのを皮切りに，地下軀体を中心に建物

に適用し，2021年12月末には，竹中工務店と鹿島建

設の2社によるECMコンクリートの適用件数は約70

件，適用量は約22万m 3に達した。年間2～3万m 3程

度の適用量で推移している。

　建築物の種類（用途）は，商業施設（事務所，ホテ

ル），スポーツ施設（劇場，展示場），教育・文化施

設（学校），医療・福祉施設（病院），生産・流通施設（工

場）など多岐に渡っている。設計基準強度（Fc）は24

～36N/mm2の範囲が多い。また適用部位は，地下

軀体が多く，場所打ち杭と基礎・マットスラブ・基

礎梁で全件の9割近くを占めている。

　写真2は，設計基準強度60N/mm 2の高強度プレ

キャスト柱として適用された例である。高強度コン

クリートは単位セメント量が多くCO 2排出量も多く

なることから，これをECMコンクリートとするこ

とで，CO 2排出量を大幅に削減でき，かつ発熱も抑

えることができるため，今後，期待される使用方法

と言える。

　その他にも，ECMコンクリートの色合いが白い

ことを活かして，カラーコンクリートとして適用14）

されている。CO 2排出量の大幅削減と色調制御とい

う付加価値を持ち合わせたコンクリートとして，適

用が期待されている。大理石調の色合いにしたり，

さまざまな企業カラーを表現したい等，問合せを頂

いている。

　また，土木構造物では，バースクレーン基礎の補
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強増打部に適用されている。バースクレーンは現場

の岸壁に位置していることから，補強増打部は高い

遮塩性が求められており，前述のように遮塩性が高

いメリットを活かし，かつ，環境負荷低減に有効と

いう両方のメリットを期待してECMコンクリート

が採用されている。

　現時点でECMコンクリートの適用を計画してい

るプロジェクトが多数あることに加え，最近，発注

者からの脱炭素に貢献できる技術として引き合いが

増えてきている。現在の年間2～3万m 3程度の適用

量であるが，これまで適用できていなかった住宅や，

まだ適用が少ない土木構造物への展開も含め積極的

にプロジェクトに適用していく予定で，さらなる需

要増加が見込まれる。これまでECMコンクリート

の供給体制の整備は都市圏を中心に進めてきたが，

今後，適用可能な地域を拡大していくことも必要に

なってきている。

4．今後の普及展開

　ECMコンクリートは国の資金によるNEDO研究

の成果であることから，当初から段階的に技術を

累
計
適
用
量
（
m

3
）

累
計
件
数
（
件
）

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

オープンにしていく計画であった。2014年にECM

研究開発チームが中心となって，「コンクリート構

造物の環境負荷低減と高品質の両立を図るために，

高炉スラグ微粉末を用いたセメント・コンクリート

の普及発展，研究開発，情報収集，国内外の研究機

関との連携ならびに会員相互の技術交流を図る」こ

とを目的に，日本スラグセメント・コンクリート技

術研究会を発足した。

　現在は，新たな会員として高炉スラグ高含有コン

クリートの施工実績が豊富な大手建設会社が加入す

るなど，メンバーを拡大している。今後も，建設会

社を中心に会員拡大を予定している。

　ECMコンクリートの普及拡大の方策として，竹

中工務店，鹿島建設で取得していた第三者機関の建

設材料技術性能証明4）に，日本スラグセメント・コ

ンクリート技術研究会を加える改定を行った。これ

により，同会会員の建設会社は，同証明の施工マ

ニュアルに記載されている構造体強度補正値の標準

値や，脱枠，湿潤養生など，施工方法を定めるため

の拠り所として活用できるようになっている。

　また，同研究会では各社各様の高炉スラグ微粉末

の仕様の統一化を図り，低炭素型コンクリートが普

及しやすい環境を整えることも検討している。

　同研究会の設立趣旨である，「環境負荷低減と高

品質の両立」を掲げて普及活動を展開することで，

コンクリートに係わるCO 2発生量の削減，そして良

質な社会資本の整備に貢献できると考えている。

5．おわりに

　ECMコンクリートは大幅なCO 2排出削減と高品

質を両立でき，JIS規格に適合するコンクリートと

して供給できるため，発注者，設計者に受け入れら

れやすい。

　2030年の国が掲げていた当初のCO 2削減目標26%

をコンクリートにあてはめ，ECMコンクリートの

適用だけでこれを達成することを考えると，全ての

コンクリートの4割をECMコンクリートにする必要

がある。上方修正されたCO 2削減目標46%では7割を
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ECMコンクリートにする必要があり，直観的に難し

い。また，2050年のCO 2排出量ゼロを考えるとECM

コンクリートだけでは対応できないのが現状であ

る。

　以上のようなことから，筆者らは，コンクリート

のCO 2排出量の削減技術とCO 2固定化技術も組合わ

せたカーボンネガティブコンクリートの研究開発に

着手している15）。しかし，一足飛びにカーボンネガ

ティブコンクリートを普及させるのは極めてハード

ルが高い。まずは低炭素型のECMコンクリートの

適用を拡大し，一般化を進め，コンクリートのCO 2

排出量削減マインドを醸成することが重要と考えて

いる。そして，徐々にカーボンネガティブコンクリー

トの比率を高めていき，2050年CO 2排出量ゼロを達

成していく道筋を考えていきたい。

　CO2排出量削減に対する取り組みの姿勢が，その

まま企業価値となり，会社業績に大きく影響する時

代がすぐそこまで来ている。このことを良く認識し

て，建設会社（コンクリート系），材料メーカー，コ

ンクリート生産者が相互に協力しながら，国のCO 2

排出量削減に対する高い目標の達成に向けて取り組

みを進めていければ良いと考えている。
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

浮遊選鉱法による
改質フライアッシュを使用した

ジオポリマーコンクリート二次製品の開発
高巣�幸二　原田�耕司　陶山�裕樹
櫻井�雄一　合田�寬基　吉田�圭一

1．はじめに

　建設業の基幹材料であるコンクリートの二酸化炭

素排出量は全世界の総排出量の約8.0%を占めてお

り，わが国では約3.8%（2018年ベース）を占めており，

今後，さらなる排出量削減が求められることになる。
1），2）。近年，欧州，アジアを含め世界各国において

セメントに代わる結合材としてジオポリマーが開発

されている。ジオポリマーは普通コンクリートの弱

点であるアルカリシリカ反応，強酸・高温耐久性に

対する抵抗にも優れていることから骨材の枯渇問題

への対応や特殊環境での普通コンクリートの代替と

しての利用も期待されている。ジオポリマーはセメ

ントのような水和反応による硬化機構とは異なり，

珪酸錯体の縮重合による硬化機構を生じる。無機高

分子で縮重合を起こすには石炭燃焼灰であるフライ

アッシュや高炉スラグ微粉末のようなアルミナシリ

カ活性フィラーが必要である。フライアッシュを活

性フィラーとして使用するには，コンクリートの流

動性に悪影響を及ぼすので未燃炭素を3%以下にする

必要がある。

　近年，地球温暖化の原因として厳しく追及されて

いる石炭発電設備から排出されているフライアッ

シュは，今後減少の一途を辿ると予想されるが，そ

れでもなお国内で発生するフライアッシュは年間

1000万tを超えている。さらに，燃焼管理の問題か

ら未燃炭素含有量が低い高品位なフライアッシュを

得ることが難しいため，その約70％がセメント原料

として廃棄物処理されている3）。今後，フライアッ

シュをジオポリマーの活性フィラーとして大量に使

用できれば，CO 2排出量の大幅な削減とフライアッ

シュの有効利用に寄与できる。

　この問題を解決するために，筆者らは，独自の浮

遊選鉱技術を利用してフライアッシュから効果的に

Development�of�Precast�Geopolymer�Concrete�Products�with�Modified�Fly�Ash�Slurry�by�Flotation�Method�(by�TAKASU�Koji�et�al.) 
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図1　フライアッシュの改質プロセス

未燃炭素を除去する改質技術および装置を研究開発
4）し，テストレベルでのフライアッシュの改質に成

功している。本処理プロセスは，フライアッシュに

水を加えてスラリー化したのち，未燃炭素を多く含

むフロス灰を発生させ，浮遊選鉱の原理を用いてフ

ロス灰を分離して回収するという基本技術を用いる

ものである。本処理プロセスは湿式処理プロセスで

あり，使用する水はプロセス内で循環使用されるク

ローズドシステムである。また気化，燃焼用の熱源

を使用しないことから消費エネルギーが少なく環境

負荷の小さな設備となる。副産物であるフライアッ

シュから分離回収された未燃炭素はリサイクル燃料

として再利用することも検討している。

　セメントフリーを実現するジオポリマーは，オー

ストラリアで大規模な施工実例が見られるが，わが

国では大規模な施工事例はまだなく，ジオポリマー

を普及させるためには，ジオポリマーの硬化時間を

制御するためのブレークスルーが必要不可欠である。

　本稿では，低品位フライアッシュを対象とした浮

遊選鉱法による改質技術における浮遊選鉱前処理

と改質フライアッシュスラリー（MFAS：Modified 

Fly  Ash Slurry）濃縮技術の開発およびジオポリ

マーコンクリートの二次製品製造の実証例について

紹介する。

2．浮遊選鉱法による改質技術の開発

2－1．改質装置の構築

　フライアッシュを浮遊選鉱法によって改質してジ

オポリマーコンクリートの活性フィラーとして使用

するには脱水設備が必要となる。安価な脱水処理設

備としてハイドロサイクロンを用いて検証したが，

脱水性能としては目標の40%以下は達成したもの

の，回収率が極端に低く（40～60%程度），脱水濃縮

設備としては採用に至らなかった。ただしジオポリ

マーコンクリート製造で粒子径がある程度揃った方

が性状が向上する可能性があるため，ハイドロサイ

クロンは分級機能に特化して使用することとした。

　一方，脱水濃縮設備として，次なる候補であるデ

カンタ式遠心分離機について検討したところ，高い

脱水性能および固形分回収率を達成したことから，

本機構をプロセスに組み込むこととし，運転条件の

適正化を図った。

　高効率な未燃炭素の剥離が可能な撹拌装置と条件

を研究開発し，撹拌時間を短縮するプロセスを構築

するため，高い均一撹拌能力を持つアイリッヒイン

テンシブミキサーを用いて検証したところ，3分以

下の短時間で十分な灯油の混合ができることを確認

できた。さらに浮遊選鉱プロセス全体の中で比較的

高価な添加剤である灯油の削減を目的として，2種
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図3　分級前後のフロー値比 図4　分級前後の活性度指数 
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のフライアッシュに対して灯油添加量を最小限に抑

えられるミキサ運転条件を見出した。またこれらは

原料であるフライアッシュの何らかの性状に影響さ

れることもわかった。

　構築した本改質装置のラボ一貫プラントを写真1，

改質プロセスを図1に示す。ラボ上で構築した一貫

設備は基本的に手動での操作となっているが，各プ

粒子径（μm）

図5　濃縮処理前後のMFASの粒度分布

ロセス個別の機能やプロセス間の接続に大きな問題

はなかった。また実機化を見越した自動化を視野に

入れてレベル計や流量計を組み込んで検証したが，

いずれも正しい数値を安定的に示しており，自動化

への目処も立てることができた。
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インプット

原料> 1,000 g

鉛> 17 mg (100%)

砒素> 12 mg (100%)

総水銀> 0.11 mg (100%)

セレン> 5 mg (100%)

ふっ素> 20 mg (100%)

ほう素> 130 mg (100%)

上水道水> 21,131 g
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－

－

ふっ素> 11 mg (53%)

ほう素> 49 mg (37%)
※ （ ）内の値は
　 原料中の濃度に対する比

砒素

鉛> 0 mg (0%) 

1 mg (9%)

総水銀> -0.03 mg (-30%)

セレン> 1 mg (14%)

ふっ素> -5 mg (-27%)

ほう素> 5 mg (4%)

不明

図6　浮遊選鉱処理前後の重金属成分のマテリアル

2－2．改質フライアッシュスラリーの性状 2.5％

K灰 

N灰

	

 

 

　ハイドロサイクロンで分級処理されたMFASの
2.0％

粒度分布を図2に示す。得られたUF成分（ハイドロ

サイクロン分級機のアンダー排出分で粒径の大きな

粒子を回収できる傾向がある）およびOF成分（ハイ

ドロサイクロン分級機のオーバー排出分で粒径の小

さな粒子を回収できる傾向がある）の粒径は，処理 テ
ー
ル
灰
の
強
熱
減
量

1.5％

1.0％

前のMFASに関わらず，おおむね同等の値を示し

た。この結果から，ハイドロサイクロンを用いて

MFASを分級することで，UF・OFごとに取り出さ

れる成分の粒度分布をおおむね均一化できることが

示唆された。MFASのフロー値比は，図3の通り，

原料より高く，JIS I種相当の水準まで向上する場

合があることが認められた。MFASを使用すること

でジオポリマーコンクリートのフレッシュ性状が向

上することが示唆される。一方，ハイドロサイクロ

ンで分級処理されたMFASのフロー値比が，処理前

のMFASから増加する傾向は認められなかった。し

かしながら，UF成分とOF成分に分級することで，

ジオポリマーコンクリートの構成材料の粒度分布が

調整できるため，流動性の管理が可能になると言え

る。MFASの活性度指数は，図4の通り，原料より

高い値を示した。そのうえで，ハイドロサイクロン

で分級処理されたMFASのOF成分の活性度指数は

増加傾向を示し，UF成分の活性度指数は分級処理前

から減少するものの，JIS II種相当の水準を保った。

　デカンタ式遠心分離機で濃縮される前後の

0.5％

0.0％

サイクル数

図7　テール灰の強熱減量

MFASの粒度分布の変化を図5に示す。粒径の小さ

い粒子が分離液に混じって排出されたことが確認さ

れた。しかしながら，分離液に含まれる粒子の量が，

MFASの脱水ケーキとして分離された成分に対し

て顕著に少ないため，MFASの粒度分布は処理前後

でほとんど変化しなかった。

　浮遊選鉱処理前後の重金属成分を測定し，得られ

たマテリアルバランスを図6に示す。なお，カドミ

ウム，全シアンおよび六価クロムについては，原料

の濃度が定量下限未満であった。浮遊選鉱処理を通

じて原料フライアッシュが約85%のテール灰と15%

のフロス灰に分離された。これに対して原料中の鉛

は，発生割合とほぼ同じ割合でテール灰とフロス灰

に分離され，液系（テール水およびフロス水）にほと

んど溶出しなかった。砒素，総水銀およびセレンに

ついては，フロス灰の含有量が発生割合を超えて増

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 
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表1　使用材料

材料種別 略号 材料説明
密度 

g/cm3

アルカリ溶液 GPS-A 汎用品（夏期） 1.40

FA（原灰） FA 強熱減量 9.7% 2.09

FA（改質灰） FA-R 強熱減量 0.9% 2.16

高炉スラグ微粉末 BFS NS 産 2.91

細骨材 S（GP） 北部九州海砂 2.56

粗骨材 G（GP） 北部九州砕石 2.70

加し，テール灰の含有量が減少した。これら3成分は，

フロス灰に選択的に分離されることで，製品となる

テール灰から減少したといえる。ふっ素およびほう

素は，40%～58%が液系に移動していた。両成分は

処理水に溶解することでテール灰から減少したとい

える。

　処理水を繰返し再利用した場合，図7，図8の通

り，サイクル数が製品（テール灰）の強熱減量に与え

る影響が認められず，MFASからの重金属成分の溶

出量は基本的に原料より抑制された。重金属成分の

処理水中の濃度の推移を図9に示す。同図では横軸

にサイクル数の平方根をとり，縦軸に環境基準（環

告59号）に対する濃度の比をとっている。六価クロ

ム，セレン，ふっ素およびほう素の濃度はサイクル

数を重ねるごとに増加し，その増加量はサイクル数

の平方根と比例関係にあった。このことから，処理

水をリサイクルするとき，サイクル数を大きく設定

するほど，1回の処理あたりの重金属成分の濃度の

増加量を低減できるといえる。例外的に，N灰から

表2　配（調）合

Sol/P BFS/P W GPW FA-b BFS S G 

% kg/m3 

48 30 87 165 369 158 550 878

表3　フレッシュ特性

項目 空気量（%） フロー（mm） 可使時間（分） 

300L 1.8 607 35 

溶出した砒素の濃度は，1サイクル目で増加した後，

減少し続ける傾向を示した。以上の実験結果から，

処理水をなるべく繰返し再利用し続けることがコス

ト面から望ましく，システム外に処理水を排出しな

いことが最良の処理方法として結論づけられた。

3．MFASジオポリマーコンクリートの製造

　500Lミキサで300Lの常温硬化型ジオポリマー

を作製したさいの材料特性を検討した。ここで，

MFASは，スラリー，ケーキ，乾粉の3状態のうち，

環境性と材料特性を勘案した上で，ケーキの状態で

使用することが最良であることが分かった。作製段

階では，大型供試体を想定した配（調）合について，

300Lのコンクリートを冬期開放屋内にて作製した。

表1に使用材料を，表2に実用性を検討した大型ミ

キサ（500L）使用時の配（調）合を示す。練混ぜ時の

気温は14℃であった。

　表3に，フレッシュ性状に関わる試験結果を示す。

フレッシュ性状は，空気量が1.8%，スランプフロー
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図10　圧縮強度および静弾性係数
図12　CO2排出量 

200
乾粉60％（加温） 表4　重金属の溶出試験結果（単位mg/L） 

0 原灰73％（加温） 試料名 常温硬化型 加温硬化型 基準上限値 

-200 ケーキ50％（加温） カドミウム 0.005 未満 0.005 未満 0.01
乾粉60％（常温）

全シアン 0.1 未満 0.1 未満 不検出
-400

鉛 0.005 未満 0.005 未満 0.01 
-600 原灰73％（常温）

六価クロム 0.02 未満 0.02 未満 0.05 
-800

ケーキ50％（常温）
砒素 0.006 0.013 0.01 

総水銀 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005-1000
0 7 14 21 28 35 42

材齢（day） アルキル水銀 0.0005 未満 0.0005 未満 不検出

セレン 0.005 未満 0.005 未満 0.01図11　自己収縮

が607mm，可使時間が35分を示し，目標性能を満

足した。スランプフロー試験時に，材料分離は確認

されず，空間的に均質であった。

　図10に，材齢7日，14日，28日における圧縮強度

と静弾性係数試験結果を示す。同図より，圧縮強度，

静弾性係数ともに，7日時点で30MPa，10GPaをそ

れぞれ満足した。圧縮強度は，28日時点で約50MPa

を示し，現場打ちセメントコンクリートの要求性能

を十分に満足する成果が得られた。

　図11に，自己収縮試験結果を示す。同図より，

加温硬化型は，いずれも加温養生終了後の収縮はほ

とんど見られない。一方，常温硬化型では，材齢28

日にかけて徐々に収縮していることがわかる。加温，

常温硬化型ともに，いずれも目標値の0.1%未満と

なった。耐硫酸抵抗性では，浸漬後の質量，容積変

化は2%以内，圧縮強度は浸漬前の約80%であった。

中性化試験では，56日時点の中性化深さが，常温養

生で45mm（90%）を示し，中性化抑制の向上のため

に，表面含浸材の塗布等の使用が挙げられる。

　MFASジオポリマーコンクリートの重金属溶出

特性について検討した。同試験では，円柱供試体を

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022	

円盤状に切り出した試験片を対象に浸漬期間28日の

タンクリーチング試験を実施し，浸漬後の溶液を環

告46号に準じて測定した。表4に重金属溶出試験結

果を示す。常温硬化型では，全ての重金属で基準上

限値未満であった。一方，70℃18時間の養生により

作製した加温硬化型では，砒素を除いた7種の重金

属で基準上限値未満であった。砒素については若干

量ながら基準上限値以上となっているが，製造した

部材をただちに解体することなどがあれば注意が必

要になるが，実部材の供用では実質上問題はないと

考えられる。

　環境面および各種耐久性の検討を行った。圧縮強

度30N/mm 2レベルの配（調）合では，図12に示すよ

うに，ジオポリマーコンクリートのCO 2排出量は，

普通コンクリートのCO 2排出量に比べ約50％削減効

果があることを確認した。

　次いで，実規模のミキサでのジオポリマーコン

クリートの練混ぜを行い，課題等の検討を行った。

図13にMFASジオポリマーコンクリートの製造シ

ステムイメージを示す。実規模のミキサを用いた

MFASを材料とするジオポリマーコンクリートの
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原粉 

MFAS

従来コンクリートに対して
　　 CO2を50％削減に成功

発電由来燃焼灰のラボ改質装置

図13　MFASジオポリマーコンクリートの
製造システムイメージ

二次製品である縁石を製造して原灰排出元の工場に

施工し，実用化が可能であることを確認した。

4．科学的意義と環境対策への貢献

　本研究開発によって産業廃棄物として排出された

フライアッシュを改質したMFASを使用して，実

大規模のミキサを用いてセメントフリーなジオポリ

マーコンクリート二次製品である縁石を製造して，

フライアッシュ排出元発電施設周辺に施工すること

によって，実用化を実証した。また，フライアッ

シュから未燃炭素を除去・改質することによってジ

オポリマーコンクリートの活性フィラーとして利活

用できることを示し，従来のコンクリート製品より 

CO2排出量を50%削減した。道路用コンクリート製

品4128万m 3/年を本製品に置き換えると約15万t/年

のCO 2削減が可能となる。MFASをジオポリマーコ

ンクリートに適用し，普通コンクリートの30％を置

換できれば日本の年間CO 2排出量を0.75%削減可能

であり，本技術によって産業廃棄物を積極的に使用

し資源循環を促進できる。さらに，コンクリートの 

CO2排出量を抑制し地球温暖化の抑制に貢献できる

と共にパリ協定の削減目標の一部となし，気候変動

対策への貢献が示唆できた。

　本技術の科学的意義のひとつは，ハイドロサイク

ロンとデカンタ式遠心分離機を用いることで水分濃

度90%前後のMFASをジオポリマーコンクリートに

利用可能な水分濃度25%前後まで濃縮して高品位化

写真2　環境大臣表彰状

する技術を確立した点である。さらに，フライアッ

シュに含まれている重金属を改質によって砒素以外

は大きく低減可能であり，処理工程で使用する水を

16回再利用しても製品（MFAS）に重金属が蓄積さ

れないことを実験により確認し，改質工程がフライ

アッシュ中の重金属除去の一翼を担う機能を明らか

にした点も科学的意義のひとつといえる。フライ

アッシュを改質する技術およびジオポリマーコンク

リートは今後も火力発電が見込まれるアジア地域の

適用が有望であり，本技術の適用によってジオポリ

マーコンクリートおよびフライアッシュの改質技術

を発展途上国地域に輸出可能になると考えられる。

　フライアッシュが有価物として取り扱われている

割合はわずか2.1%であり，その他は質的な問題から

処理費を排出側が支払う産業廃棄物として処理され

ている。本技術によってフライアッシュのような産

業副産物をセメント製造に伴う粘土代替として焼成

処理せずに，低環境負荷な改質によってコンクリー

ト材料として大量に使用できる可能性が示唆でき，

新たな価値創出により地域に根ざすコンクリート産

業の活性化に貢献できると考えられる。建設は天然

資源を膨大に消費する産業であり，天然資源の枯渇

が危惧されており，すでに西日本地区ではコンク

リート用細骨材の確保が難しい状況であるが，本技

術の製品対象であるMFASは，細骨材の代替として

最適な材料であり天然資源の消費抑制に対しても貢

献可能であると考えられる。

88� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 



セメコン2022_02_023_特集1（高巣氏）.indd  89 2022/02/01  18:11:15

	

 

 

 

5．おわりに

　本研究成果によって「令和2年度気候変動アク

ション環境大臣表彰」を受賞した（写真2）。

　パリ協定の目標達成に向けてわが国も2050年まで

に温室効果ガスを実質ゼロにするカーボンニュート

ラルの実現に向けて舵を切り，フライアッシュを排

出する石炭火力発電はクロージングを迎える可能性

がある。しかしながら，アジア地域ではフライアッ

シュの発生が，今後しばらく続くことが予想される

ので，本技術の完全実用化を目指すとともに，再生

可能エネルギーの活用によって排出される木質バイ

オマス燃焼灰等に本技術を適用し，資源循環を通じ

て地域循環共生圏の創造に寄与していきたい。

　なお，本研究の成果は環境再生保全機構環境研究

総合推進費（JPMEERF20173003）で得られたもので

ある。
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今月の推薦図書

土工構造物における性能設計の実務と展望
性能設計・土工技術検討会　編
2021年10月発行／B5版328頁
発行：丸善プラネット（東京都千代田区神田神保町2-17）
税込定価：3,300円

本書は，土工構造物の性能設計における基本的な考え方，国際的な動向，
国内外での実施例の最新情報を紹介している。土工構造物に特有の多様

で複雑な全体像ゆえの対応の難しさと向き合いながら，合理的で性能の高い
土工構造物を自由度高く設計するためのノウハウや今後の展望までを俯瞰的
にとらえることができている実用書と言えよう。
　現実には土工構造物の性能設計の実現は，まだまだ技術的な課題が山積しているものの，最前線で活躍する技
術者でもある執筆陣が心血を注いで書き下ろしたことで、充実の内容が満載となっている。土工構造物の性能を
評価し，究めるための地盤工学が今後目指すべき方向と解決方法の一端が示されている。
【内容目次】1章�はじめに―土工構造物の性能設計を実現させるために　2章�性能設計・信頼性設計の概念と土
工構造物　3章�鉄道関係の土工構造物における性能設計の現状と課題　4章�AASHTOにおける補強土壁の荷重
抵抗係数設計法　5章�土工構造物の地震時の性能の評価と性能設計　6章�性能設計と性能施工　7章�フランス
における盛土の施工管理―性能施工―　8章�性能設計と維持管理　9章�軟弱地盤対策における変形照査設計の実
務　10章�ジオシンセティックス補強土壁の性能設計確立への取り組み　11章�今後の課題＆謝辞

複写についてのお願い
　セメント協会は下記協会に複写に関する権利委託をしております。本誌に掲載された著作物を
複写したい方は，同協会より許諾を受けて複写して下さい。ただし（公社）日本複製権センター（同
協会より権利を再委託）と包括複写許諾契約を締結されている企業の社員による社内利用目的の複
写はその必要はありません（社外頒布用の複写は許諾が必要です）。なお，著作物の転載・翻訳な
どの複写以外の許諾は，直接セメント協会広報部門（☎03－5200－5055）へご連絡下さい。
連絡先：（一社）学術著作権協会　〠170−0052 東京都港区赤坂9−6−41 乃木坂ビル
　　　　☎03−3475−5618  03−3475−5619　　E-mail：info@jaacc.jp
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  シリーズ ● セメント産業 脱炭素・低炭素社会を目指すキーワード

プロローグ：
脱炭素化社会を目指す新技術 

下坂�建一

1．気候変動と温室効果ガス
　気候変動に関する政府間パネル第5次評価報告書

（2013～2014年）は，「20世紀半ば以降観測されてい

る温暖化の主な原因は，人間の影響である可能性が

極めて高い」と結論づけた。人間の影響で最も大き

いのは，二酸化炭素（CO 2），メタン（CH 4）などの温

室効果ガスの排出である。

　2020年以降の気候変動問題に関する国際的枠組み

を定めたパリ協定（2017年）では，（1）世界の平均気

温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保

ち1.5℃に抑える努力をすること，および，（2）その

ためにできるだけ早く世界の温室効果ガス排出量を

ピークアウトさせ，21世紀後半には温室効果ガス排

出量と（森林などによる）吸収量のバランスをとるこ

と，の二つを世界共通の長期目標とした。これを受

け，多くの各国政府が「2050年における温室効果ガ

ス排出量実質ゼロ」の目標を掲げるに至っている。

2．これまでのセメント産業の取組み
　わが国のセメント産業は，セメントの安定供給と

資源循環型社会の構築に貢献する一方で年間約43

百万tの二酸化炭素を排出している。ポルトランド

セメントを1t製造するさいの二酸化炭素排出量は，

Prologue:�New�Technologies�in�Cement�and�Relating�Industry� 
for�Decarbonized�Society�(by�SHIMOSAKA�Kenichi) 

石灰石由来が480kg/t，エネルギー（熱および電気）

由来が290kg/t，合計770kg/tであり，その大半は中

間製品であるクリンカーの製造に由来している。

　こうしたことから，わが国セメント産業は日本経

済団体連合会の提唱する環境自主行動計画（1997年）

および低炭素社会実行計画（2013年）に参画し，生産

設備の省エネルギー化および消費エネルギーの低炭

素化（可燃性廃棄物・バイオマス燃料の利用）などを

通じたセメント製造用エネルギー原単位の低減に取

り組んできた。その結果，いずれの計画においても

目標を上回る成果を達成してきた。しかし，こうし

た努力にもかかわらず，セメント産業における「温

室効果ガス排出量実質ゼロ」が将来において実現可

能であるとは言えない状況にある。

3．二酸化炭素排出削減技術
　こうした状況を受け，今日，多くの研究者・技術

者らがセメントおよび関連産業における二酸化炭素

排出量削減に向けた積極的・野心的な研究開発に取

り組んでいる（表1）。これらの技術は，課題解決手

段だけでなく，想定される実現時期もさまざまであ

る。実現時期に関しては，それぞれのお立場から賛

否あると思うが，技術そのものの難度だけでなく，

規格・規制の有無，商慣行，コスト，原料供給など

前提条件の持続性および他の技術の進展に対する依

90� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 
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表1　セメント分野における二酸化炭素排出削減策

（A）現在～中期的 （B）長期的

（1）プロセス 既存プロセスの低炭素化（省エネルギー化）
　①既存生産設備高効率化
　②クリンカー低温焼成 

CO2分離・回収・利用（CCU）による脱炭素化
　①分離・回収：化学吸収・物理吸収
　②利用（ａ）：鉱物化とその活用
　③利用（ｂ）：コンクリートでの鉱物化
　④利用（ｃ）：骨材化
　⑤利用（ｄ）：メタネーションその他

（2）エネルギー エネルギーの低炭素化
　①廃プラスチック・バイオマス活用
　②天然ガス燃焼

脱炭素エネルギーの活用
　①メタン燃焼
　②アンモニア燃焼

（3）素　材 既存素材の低炭素化
　①ポルトランドセメントの少量混合成分増量
　②混合セメント（特に高炉セメント）普及拡大
　③ECM
　④γ相ビーライト

新素材による低炭素化・脱炭素化
　①ジオポリマー
　②高硫酸塩スラグセメント
　③β相ビーライト

（4）評価・制度 温暖化ガス排出量に関する評価・制度
　①二酸化炭素排出量
　②カーボンフットプリント
　③排出権取引

セメント産業の多面的価値の評価
　①被害算定型環境影響評価 

存度などを考慮した。

　とはいえ，カーボンニュートラルの実現時期とさ

れている2050年の社会・経済情勢を現時点で正確に

予測することは極めて困難である。したがって，表 

1は現時点でのまとめ方のひとつの例に過ぎない。

また，同じ理由により，脱炭素化・低炭素化に関す

る研究開発には，今のところはあまり予断を持たず

に多様性を尊重すべきであろう。

4．本連載の目指すもの
　この連載は，本誌900号を記念し，低炭素化・脱

炭素化に関する研究開発の現状を紹介するものであ

る。今のところは表1に列記した技術が対象になる

と考えられるが，先ほども述べた通り，不確実な未

来に向けた発展途上の技術も対象となるため，この

通りの連載になるとは限らないことをあらかじめお

ことわりしておきたい。すなわち，当初の計画にな

かった技術が掲載の対象となることや，当初計画さ

れていた技術が掲載の対象から外れてしまうことも

あるかもしれない。また，多くの記事では，現在進

行形の話として，技術の原理や研究開発の成果だけ

でなく，普及のための前提条件や今後の課題・目標

にも言及されることになろう。

　この連載では，こうしたことも含めて現在の研究

者・技術者の取組みを活写し，同時代を生きる各分

野の読者にこの分野のダイナミズムをお伝えした

い。そして，志ある若き研究者・技術者が，この分

野に参入するきっかけとなれば幸いである。

　各国がカーボンニュートラルの実現時期として見

定めている2050年，本誌は1200号を超えているはず

だ。その時代の読者が，900号の時代を振り返った

とき，この連載は彼らの目にどのように映るであろ

うか。今日の研究者・技術者らの取組みが彼らの時

代へとつながり，セメントおよびその関連産業が

人々の安全・安心を支えていると実感してもらえて

いることを切に祈る次第である。

しもさか　けんいち
三菱マテリアル㈱セメント事業カンパニー 海外部　
上席技術主幹　博士（工学） 

✳ 

✳　　　　　　　✳ 
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第53回 セメント協会 研究所講演会 ご案内

　（一社）セメント協会 研究所では，セメント・コンクリートに関する学術研究，新技術などに関する
知見を普及，啓蒙させることを目的として，｢セメント協会 研究所講演会｣ を開催しております。
　今回は，セメント・コンクリートに関する最近の研究報告を3件，セメント協会 研究所の活動成果
報告を2件の幅広い内容でご講演を頂きます。
　関係各位お誘いのうえ，ご参加下さいますようご案内申し上げます。

日　　　時：2022年3月15日（火）13時00分～16時50分
開 催 形 式：会場とオンライン（ハイブリッド）
　　　　　　会 場 場 所／（一社）セメント協会 研究所（東京都北区豊島4丁目17番33号）
　　　　　　オンライン／お申込み後，ご登録頂いたメールアドレスに参加情報（Cisco Webex）を

送信致します。
プログラム：
１.セメント・コンクリートに関する最近の研究報告
・セメント製造における廃棄物・副産物の資源化を表す環境指標
　　　　　　　　　　　　　　　　　河合 研至 氏（広島大学大学院 先進理工系科学研究科 教授）

・環境配慮型建築材料の開発と課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　小山 明男 氏（明治大学 理工学部 教授）

・社会環境材料としてのセメント系材料の可能性と最近の研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　大宅 淳一 氏（日本大学 理工学部 助教）

２.セメント協会 研究所の活動成果報告
・セメント系固化材による地盤改良マニュアル〔第5版〕のポイント
　　　　　　　　　　　　　　　　　泉尾 英文 （一社）セメント協会 研究所 コンクリート研究グループ サブグループリーダー）

・早期交通開放型コンクリート舗装1DAY PAVE製造施工マニュアル〔第2版〕のポイント
　　　　　　　　　　　　　　　　　岸良 竜 氏（太平洋セメント（株）中央研究所 第2研究部 主任研究員）

定　　　員：会場50名（定員になり次第，締め切らせて頂きます。オンラインの定員はございません。）
　　　　　　※新型コロナウィルスの感染状況により会場の定員を変更する場合があります。
参　加　費：無 料
申 込 方 法：下記の〔研究所講演会〕の申込方法より「申込み」をクリックし，入力フォームより必要

事項をご入力ください。
　　　　　　入力が完了しましたらご登録頂いたメールアドレスに入力情報およびオンライン参加情報

（Cisco Webex）が送信されますので内容をご確認ください。

セメント協会ホームページ 

https://www.jcassoc.or.jp/
〔トップページ〕＞〔イベント・募集〕＞〔研究所講演会〕

問 合 せ 先：（一社）セメント協会研究所 技術情報グループ 研究所講演会係
　　　　　　TEL 03-3914-2692　FAX 03-3914-2690　E-mail: jca_event@jcassoc.or.jp
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